
画を作成することを省くことができるものとする。 



別記様式 
様式１ 
 

番   号 
年 月 日 

 
          殿 
 

県（都道府）知事 氏    名      
 
 

治山事業実施方針の提出について 
 

治山事業実施方針を別紙のとおり提出します。 
 
 

（別紙） 
治山事業実施方針 

（○○年度～○○年度） 
                                                                       県（都道府） 

項  目 説    明 
基本方針 
 
 
 
 
他事業との関連 
 
 
 
 
その他 
 
 
 

 

 
 
 
 
 

 記載注意 
    １ 基本方針には、流域（森林計画区）概況・特性、整備の基本方針、実施目標等について記入する。 
    ２ 他事業との関連は、砂防、ダム、河川事業等との関連について記入する。 
    ３ その他は、方針作成に当たっての特記事項、実施体制、計画実施上の問題点及びその対策につい

て、記入する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



様式２ 

 

番   号 

年 月 日 

 

殿 

 

県（都道府）知事 氏    名   

 

○○年度治山事業年度計画書の提出について 

 

○○年度治山事業計画書を下記のとおり提出します。 

 

記 

 

１ ○○年度治山事業計画目標 

２ ○○年度治山事業計画総括表 

３ ○○年度治山事業計画経費区分表 

４ ○○年度治山事業流域別計画表 

５ ○○年度○○事業計画明細表 

６ ○○年度○○事業箇所別実施計画表 

７(1) ○○年度主要労務資材アップ率算出基礎表 

 (2) ○○年度治山事業単価表 

８ ○○年度治山事業計画位置図 

 

 

             １ ○○年度治山事業計画目標 

                                                                    県（都道府） 

項  目 計  画  目  標 

計 画 規 模 

計 画 目 標 

(1) 重点事項 

(2) 事業別目標 

山地災害危険地

区における治山

事業の計画等 

 

他事業との関連 

そ  の  他 

 

 

 

 

 

 

 

記載注意 
１ 災害の発生状況、地域開発の状況、保全対象等からみた計画規模及び計画目標を簡潔に記

入する。 
２ 他事業との関連は、砂防、ダム、河川事業等との関連について簡明に記入する。 
３ その他は、実施体制、計画実施上の問題点について簡明に記入する。 



２
 

○
○

年
度

治
山

事
業

計
画

総
括

表
 

 
 
（

区
分

 
 
 
 
 
 
 
）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
県

（
都

道
府

）
 

事
 

 
業

 
 
区

 
 
分
 

前
年

度
当

初
予

算

（
Ａ

）
 

○
○

年
度

計
画

 

（
Ｂ

）
 

対
前

年
比

 

（
Ｂ

/
Ａ

）
 

○
○

年
度

計
画

 

箇
 
 

所
 

 
数
 

備
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
考
 

       

 
 

 
 

 

記
載

注
意
 

１
 

所
管

区
分

ご
と

に
別

葉
と

し
、

所
管

区
分

ご
と

合
計

し
た

表
も

作
成

す
る

。
ま

た
、

琵
琶

湖
、

水
源

地
域

に
係

る
数

値
は

〈
 

〉
内

書
と

す
る

。
 

２
 

事
業

区
分

は
、

当
該

年
度

の
予

算
費

目
に

応
じ

て
最

小
の

単
位

（
目

、
目

細
、

目
細

々
、

積
算

内
訳

ま
で

の
区

分
を

言
う

。
）

ま
で

細
分

し
て

記
入

す
る

。
 

３
 

金
額

は
工

事
費

と
し

、
単

位
千

円
で

記
入

す
る

。
 

４
 

対
前

年
比

は
、

小
数

点
以

下
２

位
四

捨
五

入
１

位
止

め
と

す
る

。
 

５
 

国
庫

債
務

負
担

行
為

に
係

る
数

値
は

、
歳

出
年

度
に

含
め

上
段

（
 

）
内

書
と

す
る

。
 

     



３
 

○
○

年
度

治
山

事
業

計
画

経
費

区
分

表
 

 
 
（

区
分

 
 
 
 
 
 
 
）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
県

（
都

道
府

）
 

事
 
業

 
区

 
分
 

工
 

 
 

事
 

 
 

費
 

設
 

計
 

監
督

費
 

合
 

 
計
 

備
 

 
 
 
考
 

本
工

事
費
 

機
械

器
具

費
 

営
繕

費
 

工
事

雑
費
 

計
 

         

         

       

       

       

        

        

      

       

合
 

 
 

計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

工
事

費
に

対
す

る
比

率
 
 

 
 

 
 

 
 

 

記
載

注
意
 

１
 

所
管

区
分

ご
と

に
別

葉
と

す
る

。
 

２
 

金
額

は
、

単
位

千
円

と
す

る
。
 

３
 

工
事

費
に

対
す

る
比

率
は

％
（

小
数

点
以

下
２

位
四

捨
五

入
１

位
止

）
で

記
入

す
る

。
 

４
 

備
考

に
は

、
機

械
器

具
費

、
営

繕
費

の
内

訳
を

簡
明

に
記

入
す

る
。

 
  



４
 

○
○

年
度

治
山

事
業

流
域

別
計

画
表

 

 
 
（

区
分

 
 
 
 
 
 
 
）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
県

（
都

道
府

）
 

事
 

 
業

 
 
区

 
 
分
 

流
 

 
域
 

○
○

年
度

～
○

○
年

度

実
 
 
績

 
 
累

 
 
計
 

○
○

年
度

計
画
 

備
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
考
 

           

 
 

 
 

 
記

載
注

意
 

 
 
 
 
１

 
そ

の
他

の
事

項
は

「
様

式
２

－
２

 
○

○
年

度
治

山
事

業
総

括
表

」
記

載
注

意
に

準
ず

る
。
 

 
 

２
 

流
域

欄
に

は
、

森
林

計
画

名
を

記
入

す
る

。
 

  



５
 

○
○

年
度

○
○

事
業

計
画

明
細

表
 

 
 
（

区
分

 
 
 
 
 
 
 
）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
県

（
都

道
府

）
 

流
域
 

箇
 

 
所
 

実
 

 
 

施
 

 
 

計
 

 
 

画
 

＊
 
事

 
業

 
実

 
施

 
状

 
況
 

番 号
 

郡
(
市

)
町

(
村

)
大

字
字
 

保 安 林
 

災
害

 

内
容
 

特
殊

立

法
区

分
 

新 継 別
 

計
画
 

順 位
 
実

施
区

分
 

＊
 
確

認

額
 

実
 

施

予
定

額
 

当
 

初
 

設
 

計
 

変
 

更
 

設
 

計
 

変
 

更
 

申
請

額
 

本
工

事

費
 

等
 

計
 
画

 

内
 
容
 

確
認

 

月
日
 

設
計

額
 

確
認

 

結
果
 

申
請

額
 

確
認

 

月
日
 

設
計

額
 

確
認

 

結
果
 

             

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 



記
載

注
意
 

１
 

事
業

区
分

ご
と

、
所

管
区

分
ご

と
に

別
様

と
す

る
（

た
だ

し
、

共
生

保
安

林
整

備
事

業
に

係
る

も
の

に
つ

い
て

は
作

成
を

要
し

な
い

）
。

 

２
 

番
号

は
、

事
業

区
分

ご
と

一
連

番
号

と
し

、
「

様
式

２
－

６
 
○

○
年

度
○

○
事

業
箇

所
別

実
施

計
画

表
」

の
番

号
と

一
致

さ
せ

る
。
 

３
 

保
安

林
は

、
保

安
林

種
を

略
号

で
記

入
す

る
。

（
例

 
指

定
済

･
･
･
 
水

 
、

指
定

予
定

･
･
･
水

、
指

定
済

保
安

施
設

地
区

･
･
･
 
施

 
、

指
定

保
安

施
設

地
区

･
･
･
施

）

な
お

、
保

安
林

編
入

年
（

指
定

予
定

の
も

の
は

、
指

定
予

定
年

月
日

）
を

併
記

す
る

。
 

４
 

災
害

内
容

は
、

災
害

の
発

生
年

を
記

入
す

る
。

な
お

、
山

地
災

害
危

険
地

区
（

略
号

･
･
･
 
危

 
）

、
都

市
周

辺
及

び
集

落
（

略
号

･
･
･
 
都

 
）

に
該

当
す

る
場

合

は
、

そ
の

旨
を

併
記

す
る

。
 

５
 

特
殊

立
法

等
の

区
分

は
、

次
の

特
殊

立
法

等
に

つ
い

て
略

号
で

記
入

す
る

こ
と

と
し

、
同

一
箇

所
で

重
複

す
る

も
の

は
併

記
す

る
。
 

(
1
)
 
豪

雪
地

帯
対

策
特

別
措

置
法

（
昭

和
3
7
年

法
律

第
7
3
号

）
第

２
条

第
１

項
に

規
定

す
る

豪
雪

地
帯

･
･
･
･
･
･
豪
 

同
条

第
２

項
に

規
定

す
る

特
別

豪
雪

地
帯

･
･
･
 
豪
 

(
2
)
 
特

殊
土

壌
地

帯
災

害
防

除
及

び
振

興
臨

時
措

置
法

（
昭

和
2
7
年

法
律

第
9
6
号

）
･
･
･
土
 

(
3
)
 
琵

琶
湖

総
合

開
発

特
別

措
置

法
（

昭
和

4
7
年

法
律

第
6
4
号

）
･
･
･
琵
 

(
4
)
 
水

源
地

域
対

策
特

別
措

置
法

（
昭

和
4
8
年

法
律

第
1
1
8
号

）
･
･
･
源
 

(
5
)
 
林

業
振

興
地

域
育

成
対

策
事

業
実

施
要

領
（

昭
和

5
5
年

４
月

７
日

付
け

林
野

計
第

1
3
9
号

農
林

水
産

事
務

次
官

依
命

通
知

）
･
･
･
林
 

６
 

新
継

別
は

、
新

規
着

工
の

場
合

は
、

新
、

継
続

着
工

の
場

合
は

、
継

と
略

号
で

記
入

す
る

。
 

７
 

金
額

は
、

単
位

千
円

と
す

る
。
 

８
 

計
画

内
容

は
、

主
た

る
工

種
、

数
量

を
記

入
す

る
。

（
例

 
コ

ン
ク

リ
ー

ト
治

山
ダ

ム
１

基
5
0
0
㎥

、
山

腹
工

0
.
5
h
a
、

）
 

９
 

＊
欄

は
空

欄
と

す
る

。
（

以
下

各
様

式
も

同
様

と
す

る
。

）
 

1
0
 

実
施

予
定

額
は

、
打

ち
合

わ
せ

終
了

後
内

示
に

基
づ

い
て

記
入

す
る

。
 

1
1
 

各
事

業
の

最
終

欄
に

「
そ

の
他

経
費

」
欄

を
設

け
、

機
械

器
具

費
、

営
繕

費
、

工
事

雑
費

を
一

括
計

上
し

、
事

業
別

の
合

計
は

、
「

様
式

２
－

２
 

○
○

年
度

治
山

事
業

計
画

総
括

表
」

の
工

事
費

と
一

致
さ

せ
る

。



６
　
○

○
年

度
○

○
事

業
箇

所
別

実
施

計
画

表

（
１
）
－

ア

県
（
都
道
府
）

計
画

番
号

流
域
名

事
業
名

施
工
予
定
期
間

森
林
の
機
能
区
分

箇
　
　
所

実
施

基
準

新
継
別

事
業
評
価

地
す
べ
り
防
止
区
域
指
定
年
月
日

工
　
　
種

数
　
　
量

本
工

事
費

等
数

　
　
量

本
工

事
費

等
数

　
　
量

単
　
　
価

本
工

事
費

等
数

　
　
量

単
　
　
価

本
工

事
費

等
数

　
　
量

単
　
　
価

本
工

事
費

等

事
業
対
象
区
域
面
積

荒
廃
地
等
面
積

整
備
対
象
区
域
面
積

荒
廃
森
林
面
積

森
林
面
積

地
す
べ
り
地
面
積

保
安
林
面
積

土
砂
量

保
安
林
率

主
要
樹
種

災
害
の
種
類

人
天
割
合

災
害
発
生
年
次

林
齢

被
災
状
況

疎
密
度

山
腹
崩
壊

人
　
　
家

土
砂

流
出

工
場
・
旅
館
等

地
す
べ
り

（
換

算
戸

数
）

な
だ
れ

学
校

官
公
署

地
質

病
院

年
平
均
降
水
量

鉄
道

道
路

港
湾

田 畑

１
・
２
級
河
川

そ
の
他

（
　
　
　
　
）

合
計

山
地
災
害
危
険
地
区

他
事
業
と
の
関
連

備
考

そ
の
他

保
　
　
全

　
　
対

　
　
象

計
画

表
（
保

安
林

管
理

道
整

備
事

業
、
森

林
土

木
効

率
化

等
技

術
開

発
事

業
、
林

地
荒

廃
防

止
事

業
、
共

生
保

安
林

整
備

事
業

を
除

く
。
）

参
　
　
考

　
　
事

　
　
項

既
往
の
災
害
等

全
体

計
画

実
施

済
○
○
　
　
年
　
　
度
　
　
計
　
　
画

保
安
林
種
及
び
指
定
年
月
日

協
議

額
次

年
度

以
降

計
画



記
載
要
領

１
各

記
載

欄
は

、
全

体
計

画
作

成
等

要
領

（
平

成
1
4
年

6
月

1
2
日

付
け
1
4
林

整
治

4
0
9
号

。
以

下
「
全

体
計

画
」
と
い
う
。
）
第

６
の

様
式

１
及

び
２
に
つ
い
て
（
以
下
「
全
体
計
画
様
式
」
と
い
う
。
）
の
記
載
内
容
と
一
致
さ
せ
る
。

２
予
防
治
山
事
業
に
お
け
る
保
全
対
象
欄
は
、
当
該
年
度
に
該
当
す
る
も
の
を
記
載
す
る
。
ま
た
、
そ
の
他
の
欄
に
は
、
山
地
災
害
危
険
地
区
の
危
険
度
（
山
腹
崩
壊

危
険
度
等
及
び
被
災
危
険
度
）
及
び
保
全
対
象
と
す
る

道
路
の
避
難
経
路
等
へ
の
指
定
状
況
を
記
載
す
る
。
防
災
重
点
農
業
用
た
め
池
又
は
指
定
予
定
の
た
め
池
を
保
全
対
象
と
し
て
事
業
を
実
施
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
他
の
欄
に
当
該
防
災
重
点
た
め
池
又
は

指
定
予
定
の
た
め
池
が
保
全
対
象
で
あ
る
旨
を
記
載
す
る
。

３
金
額
は
、
単
価
は
、
単
位
円
、
本
工
事
費
等
は
単
位
千
円
と
し
、
実
施
済
額
本
工
事
費
等
の
合
計
の
欄
の
下
段
（
）
内
に
進
捗
率
を
記
入
す
る
。

４
測

量
設

計
費

、
付

帯
工

事
費

、
用

地
費

及
び
補

償
費

を
必

要
と
す
る
箇

所
は

そ
の

内
容

、
必

要
額

を
記

入
す
る
。

５
現

場
管

理
費

、
一

般
管

理
費

等
は

、
工

種
欄

に
「
そ
の

他
」
の

項
を
設

け
、
一

括
し
て
必

要
額

を
計

上
す
る
。

６
事

業
評

価
の

欄
は

、
再

評
価

の
実

施
（
予

定
）
年

度
及

び
そ
の

内
容

を
記

入
す
る
。

７
そ
の
他
の
欄
は
、
採
択
基
準
に
係
る
事
項
等
を
記
入
し
、
必
要
に
応
じ
て
関
係
資
料
を
添
付
す
る
。

８
緊
急
防
災
減
災
対
策
総
合
治
山
事
業
の
う
ち
緊
急
減
災
対
策
タ
イ
プ
に
つ
い
て
は
、
そ
の
他
の
欄
に
震
度
５
弱
以
上
の
地
震
を
観
測
し
た
地
域
等
の
名
称
及
び
年
月
日
又
は
火
山
活
動
が
活
発
化
し
て
い
る
地
域
等
の
名
称
及
び
噴
火
警
戒
レ
ベ
ル
が
２
以
上
の
期
間
に
つ
い
て

９
機
能
強
化
・
老
朽
化
対
策
事
業
に
つ
い
て
は
、
そ
の
他
の
欄
に
山
地
災
害
危
険
地
区
の
危
険
度
（
山
腹
崩
壊
危
険
度
等
及
び
被
災
危
険
度
）
及
び
保
全
対
象
と
す
る
道

路
の

避
難

経
路

等
へ

の
指

定
状

況
を
記

載
す
る
。

防
災
重
点
農
業
用
た
め
池
又
は
指
定
予
定
の
た
め
池
を
保
全
対
象
と
し
て
事
業
を
実
施
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
他
の
欄
に
当
該
防
災
重
点
た
め
池
又
は
指

定
予

定
の
た
め
池
が
保
全
対
象
で
あ
る
旨
を
記
載
す
る
。

1
0
そ
の
他
の
事
項
に
つ
い
て
は
、
全
体
計
画
様
式
１
－
１
の
記
載
要
領
に
準
ず
る
。



６
－

（
１
）
－

イ
　
　
森

林
土

木
効

率
化

等
技

術
開

発
事

業
計

画
表

県
（
都

道
府

）

計
画

番
号

流
域
名

施
工

予
定

期
間

森
林

の
機

能
区

分

箇
　
　
所

実
施

基
準

新
継

別
事

業
評

価

荒
廃

地
等

面
積

荒
廃

森
林

面
積

○
省

力
・
機

械
化

工
法

○
緊

急
施

工
に
対

応
し
て
工

期
短

縮
が

可
能

と
な
る
工

法
事

業
対

象
区

域
面

積
地

す
べ

り
地

面
積

整
備

対
象

区
域

面
積

土
砂

量

○
安

全
性

を
確

保
す
る
工

法
○

木
材

の
利

用
の

拡
大

を
図

る
工

法
森

林
面

積
既

往
の

災
害

等

保
安

林
面

積
災

害
の

種
類

○
自

然
環

境
の

保
全

に
留

意
し
た
工

法
○
そ
の

他
新

技
術

を
利

用
し
た
工
法

保
安

林
率

災
害

発
生

年
次

主
要

樹
種

被
災

状
況

実
施
済

次
年

度
以

降
計

画
人

天
割

合

工
　
　
種

数
　
　
量

本
工

事
費

等
数

　
　
量

本
工
事
費
等

数
　
　
量

単
　
　
価

本
工

事
費

等
数

　
　
量

単
　
　
価

本
工

事
費

等
数

　
　
量

単
　
　
価

本
工

事
費

等
林

齢
山

腹
崩

壊

疎
密

度
土

砂
流

出

保
　
　
全

　
　
対

　
　
象

地
す
べ

り

人
　
　
家

な
だ
れ

工
場

・
旅

館
等

（
換

算
戸

数
）

地
質

学
校

年
平

均
降

水
量

官
公

署

病
院

鉄
道

道
路

港
湾

田 畑

１
・
２
級
河
川

そ
の
他

合
計

（
　
　
　
　
）

記
載

要
領

　
１
　
様

式
（
１
）
－

ア
の

記
載

要
領

に
準

ず
る
。

そ
の
他

実
施

す
る

工
法

の
内

容

備
考

保
安

林
種

及
び
指

定
年

月
日

山
地

災
害

危
険

地
区

参
　
　
考

　
　
事

　
　
項

他
事

業
と
の

関
連

全
体

計
画

○
○

　
　
年

　
　
度

　
　
計

　
　
画

○
建

設
費

縮
減

を
図

る
工

法

協
議

額



６
－
（
１
）
－
ウ
　
林

地
荒

廃
防

止
事

業
計

画
表

県
（
都
道
府
）

計
画
番
号

流
域
名

施
工

予
定

期
間

森
林

の
機

能
区

分

箇
　
　
所

実
施

基
準

新
継

別
事

業
評

価

実
施

済
次

年
度

以
降

計
画

荒
廃
地
等
面
積

工
　
　
種

数
　
　
量

本
工
事
費
等

数
　
　
量

本
工

事
費

等
数

　
　
量

単
　
　
価

本
工

事
費

等
数

　
　
量

単
　
　
価

本
工

事
費

等
数

　
　
量

単
　
　
価

本
工
事
費
等

荒
廃
森
林
面
積

事
業
対
象
区
域
面
積

土
砂
量

整
備
対
象
区
域
面
積

森
林
面
積

災
害
の
種
類

保
安
林
面
積

災
害
発
生
年
次

保
安
林
率

被
災
状
況

主
要
樹
種

特
殊
立
法
区
分

人
天
割
合

災
害
名

林
齢

市
町
村
へ
の
委
任
有
無

疎
密
度

激
甚

災
害

指
定

年
月

日

保
　
　
全
　
　
対
　
　
象

指
定
基
準

人
　
　
家

実
施
し
た
事
業
名

工
場
・
旅
館
等

（
換
算
戸
数
）

山
腹
崩
壊

学
校

土
砂
流
出

官
公

署
地

す
べ

り

病
院

な
だ
れ

鉄
道

道
路

地
質

港
湾

年
平
均
降
水
量

田 畑

１
・
２
級

河
川

そ
の
他

合
計

（
　
　
　
　
）

記
載
要
領

１
指
定
基
準
欄
は
、
「
激
甚
災
害
指
定
基
準
」
、
「
局
地
指
定
基
準
」
の
別
を
記
載
す
る
こ
と
。

２
「
激
甚
災
害
指
定
基
準
」
に
該

当
す
る
場

合
は

、
林

地
荒

廃
防

止
事

業
の

実
施

を
計

画
し
て
い
る
市

町
村

で
実

施
さ
れ

た
次

の
事

業
を
記

載
す
る
こ
と
。

「
林
地
荒
廃
防
止
施
設
災

害
復

旧
事

業
」
、
「
災

害
関

連
緊

急
治

山
事

業
」
、
「
林

地
崩

壊
防

止
事

業
」
、
「
森

林
災

害
復

旧
事

業
」

３
「
震

度
５
弱

以
上

の
地

震
を
観

測
し
た
地

域
」
に
該

当
す
る
場

合
は

当
該

地
域

等
の

名
称

及
び
発

生
年

月
日

を
、
「
噴

火
警

戒
レ
ベ
ル

が
２
以

上
の

地
域

」
に

該
当

す
る
場

合
は

火
山

活
動

が
活

発
化

し
て
い
る
地

域
等

の
名

称
及

び
噴

火
警

戒
レ
ベ
ル

が
２
以

上
の

期
間

を
そ
の

他
の

欄
に
記

載
す
る
こ
と
。

４
防

災
重

点
農

業
用

た
め
池

又
は

指
定

予
定

の
た
め
池

を
保

全
対

象
と
し
て
事

業
を
実

施
す
る
場

合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の

他
の

欄
に
当

該
防

災
重

点
た
め
池

又
は

指
定

予
定

の
た
め
池

が
保

全
対

象
で
あ
る
旨

を
記

載
す
る
。

５
そ
の

他
の

事
項

に
つ
い
て
は

、
様

式
（
１
）
－

ア
の

記
載

要
領

に
準

ず
る
。

そ
の
他

参
　
　
考
　
　
事
　
　
項

全
体
計
画

○
○

　
　
年

　
　
度

　
　
計

　
　
画

協
議

額

山
地
災
害
危
険
地
区

保
安

林
種

及
び
指

定
年

月
日

既
往
の
災
害
等

備
考



６
－

（
１

）
－

エ
　

共
生

保
安

林
整

備
事

業
計

画
表

都
道

府
県

名
：

計
画

期
間

事
業

箇
所

郡
（
市

）
町

（
村

）
大

字
字

本
工

事
費

　
 等

計
画

内
容

施
行

予
定

年
  
  
  
度

計 計 計 計

注
）
　

１
　

事
業

区
分

は
、

生
活

環
境

保
全

林
整

備
、

環
境

防
災

林
整

備
、

自
然

環
境

保
全

治
山

の
別

を
記

入
す

る
。

２
　

金
額

は
、

単
位

千
円

と
す

る
。

３
　

計
画

内
容

は
、

主
た

る
工

種
、

数
量

を
記

入
す

る
。

４
　

事
業

の
必

要
性

等
は

、
実

施
要

件
に

係
る

事
項

、
所

管
の

別
、

特
殊

立
法

等
の

区
分

を
記

入
す

る
。

５
　

当
年

度
に

事
業

実
施

を
予

定
す

る
箇

所
は

す
べ

て
記

載
す

る
。

６
　

計
画

の
変

更
を

行
う

場
合

は
、

変
更

理
由

を
記

載
し

た
書

面
を

添
付

の
上

、
表

中
の

上
段

に
変

更
前

の
数

値
を

、
下

段
に

変
更

後
の

数
値

を
記

載
す

る
。

備
考

事
 業

区
 分

合
計

○
○

年
度

～
○

○
年

度

計
画

番
号

事
業

計
画

事
業

の
必

要
性

等



６
－

（
１

）
－

オ
　

保
安

林
管

理
道

整
備

事
業

計
画

表

県
（
都

道
府

）

計
画

番
号

流
域

名
管

理
道

名
施

工
予

定
期

間
森

林
の

機
能

区
分

箇
　

　
所

実
施

基
準

新
継

別
事

業
評

価

都
道

府
県

％
市

町
村

％

所
有

形
態

財
産

区
％

共
有

％

個
人

％
そ

の
他

％

全
体

計
画

数
　

量
工

事
費

数
　

量
工

事
費

進
　

度
（
％

）
数

　
量

進
　

度
（
％

）
数

　
量

工
事

費
進

　
度

（
％

）

開
　

設

改
　

良

そ
の

他

計
Ｂ

事
 業

 対
 象

 地
 域

 の
 治

 山
 事

 業
 計

 画

全
体

計
画

○
○

年
度

計
画

数
　

量
工

事
費

数
　

量
工

事
費

全
幅

員
ｍ

車
道

幅
員

ｍ

渓
間

工
（
　

　
）

（
　

　
）

本
事

業
対

象
地

域
外

を
通

過
す

る
延

長
　

　
　

　
ｍ

　
全

延
長

の
　

　
％

山
腹

工
起

　
　

　
　

　
　

　
　

点
終

　
　

　
　

　
　

　
点

保
安

林
整

備
起

終
点

に
種

　
類

延
　

長
幅

　
員

種
　

類
延

　
長

幅
　

員

作
業

道
接

続
す

る

そ
の

他
道

路
等

計
Ａ

の
実

態

備
考

森
林

面
積

山
地

荒
廃

率

保
安

林
率

保
安

林
率

事
　

　
　

業
　

　
　

対
　

　
　

象
　

　
　

地
　

　
　

域
　

　
　

の
　

　
　

概
　

　
　

要

事
業

対
象

区
域

面
積

整
備

対
象

区
域

保
安

林
（

予
定

）
面

積

荒
廃

地
面

積

荒
廃

森
林

面
積

指
定

予
定

年
月

日

非
皆

伐
施

業
保

安
林

（
予

定
）

面
積

保
安

林
種

地
質

指
定

予
定

年
月

日

山
地

災
害

危
険

地
区

数

区
　

分
○

○
年

度
計

画

区
　

分
事

業
計

画
概

要

事
　

　
　

　
　

　
　

　
　

業
　

　
　

　
　

　
　

　
　

計
　

　
　

　
　

　
　

　
　

画

実
施

済
額

協
　

　
議

　
　

額

他
事

業
と

の
関

連
・
そ

の
他

事
業

対
象

地
域

の
治

山
事

業
全

体
に

占
め

る
割

合
（
Ｂ

／
（
Ａ

＋
Ｂ

）
）
　

　
％



記
載

要
領

１
所

有
形

態
欄

は
、

都
道

府
県

、
市

町
村

、
財

産
区

、
共

有
、

個
人

そ
の

他
に

分
け

て
、

対
象

地
域

の
森

林
面

積
に

占
め

る
割

合
を

記
入

す
る

。

２ ３
事

業
対

象
地

域
の

治
山

事
業

計
画

欄
に

お
け

る
全

体
計

画
に

は
、

本
事

業
対

象
区

域
内

の
治

山
計

画
額

を
記

入
す

る
。

ま
た

、
実

施
済

額
を

上
段

（
）
に

内
数

で
記

入
す

る
。

４
起

終
点

に
接

続
す

る
道

路
等

の
実

態
欄

に
お

け
る

種
類

は
、

国
道

、
都

道
府

県
道

、
市

町
村

道
等

と
す

る
。

５
そ

の
他

の
事

項
に

つ
い

て
は

、
様

式
（
１

）
－

ア
の

記
載

要
領

に
準

ず
る

。

他
事

業
と

の
関

連
・
そ

の
他

欄
は

、
本

事
業

対
象

地
域

内
に

お
け

る
他

事
業

（
造

林
、

林
道

事
業

等
）
の

実
施

状
況

及
び

今
後

の
計

画
概

要
、

本
事

業
と

の
調

整
状

況
等

に
つ

い
て

記
入

す
る

。



(2) 計画図 
  計画図は計画平面図、縦横断図、構造図とし、次により作成する。 
 ただし、緊急防災減災対策総合治山、機能強化・老朽化対策及び森林土木効率化等技
術開発にあっては、位置図（縮尺２万５千分の１から２０万分の１の地形図）、概況図
（縮尺５千分の１から２万５千分の１）、計画平面図（縮尺２千５百分の１から２万５
千分の１）、縦断面図、横断面図（20ｍ間隔及びその他必要な点）、構造図とする。 
ア 縮尺は適宜とする。 
 
イ 計画平面図には、全体計画の工種配置、既設工事、当該年度の計画、他事業の実施
状況、被災保安林の区域等を記入する。また、当該年度計画の主要工作物には、長さ、
高さ、天端厚、下流法、体積等を記入する。 

 
ウ 位置図には周辺の保安林の位置、被災保安林の区域、計画区域等を記入する。 
 
エ 保安林管理道整備事業の位置図及び計画平面図には次の事項を記載する。 
  (ア) 対象区域･･････桃色線で周囲を囲む。 
 (イ) 保安林区域･･････淡青色線で周囲を囲む（非皆伐施業保安林は、淡青で塗る。）。 
 (ウ) 治山施設の配置･･････設計書作成要領の工種により、当該年度計画は赤、既設

は緑、将来計画は黄で記入し、施工（予定）年度の数字を丸囲いをして記入する。 
 (エ) 保安林整備区域等･･････計画は赤、既設は緑で塗り、将来計画は黄緑で周囲を

囲み、施工（予定）年度の数字を丸囲いをして記入する。 
 (オ) 地区指定事業の区域･･････地区指定事業区域を、計画は淡赤線、既設は淡緑線

で周囲を囲む。 
 (カ) 林道･･････既設は黒実線、計画黒破線で記入する。 
 (キ) 保安林管理道･･････開設は赤実線、改良は赤破線で記入することとし、そのう

ち当該年度計画分と将来計画の区分がわかるようにする。 
 
オ 緊急防災減災対策総合治山事業の概況図及び計画平面図には、次の事項を記載す

る。 
 (ア) 対象区域･･････桃色線で周囲を囲む。 
 (イ) 山地災害危険地区等区域･･････茶色点線で周囲を囲み危険地調査番号を付す。 
 (ウ) 整備対象区域･･････赤色線で囲む。 
 (エ) 直接保全対象区域･･････黄色線で囲む。 
 (オ) 保安林区域･･････淡青色線で囲む。 
 (カ) 治山施設の配置･･････設計書作成要領の工種により計画は赤、既設は緑で記入

する。 
 (キ) 山地災害予知施設又は火山活動等観測施設の配置･･････それぞれの設置観測施

設等について、頭文字を○で囲んで表示する。 
 (ク) 防災拠点林整備区域･･････淡紫色で塗る。 
 (ケ) 森林の造成整備区域･･････黄緑色で塗る。 
 (コ)土石流等拡散防備林･･････橙色で塗る。 
 (サ) 他所管事業･･････区域内に他所管事業がある場合には黒色で記入する。 
 (シ) その他保安林管理道等の計画がある場合には適宜記入する。 

 
カ 森林土木効率化等技術開発事業の概況図及び計画平面図には、次の事項を記載す
る。 
 (ア) 対象区域･･････桃色線で周囲を囲む。 
 (イ) 山地災害危険地区等区域･･････茶色点線で周囲を囲み危険地調査番号を付す。 
 (ウ) 整備対象区域･･････赤色線で囲む。 
 (エ) 直接保全対象区域･･････黄色線で囲む。 
 (オ) 保安林区域･･････淡青色線で囲む。 
 (カ) 治山施設の配置･･････設計書作成要領の工種により計画は赤、既設は緑で記入

する。 
 (キ) 他所管事業･･････区域内に他所管事業がある場合には黒色で記入する。 
 
キ 生活環境保全林事業の概況図及び計画平面図には、次の事項を記載する。 
 (ア) 対象区域･･････桃色線で周囲を囲む。 
 (イ) 整備対象区域･･････赤色線で囲む。 
 (ウ) 直接保全対象区域･･････黄色線で囲む。 



 (エ) 保安林区域･･････淡青色線で囲む。 
 (オ) 他法令関係･･････自然公園法、自然環境保全法、文化保護法等の区域は、茶色

で囲む。 
 (カ) 治山施設の配置･･････設計書作成要領の工種により計画は赤、既設は緑で記入

する。 
 (キ) 森林の造成整備区域･･････黄緑色で塗る。 
 (ク) 他所管事業･･････区域内に他所管事業がある場合には黒色で記入する。 

 
(3) 状況写真 

 状況写真は、計画対象地の全景、荒廃状況、被害状況、保全対象、計画位置、既設工
作物との関連状況等が判断できる写真とし、写真には主要工作物状況及び周辺の環境
状況等が判別できるよう留意する。緊急防災減災対策総合治山事業にあっては航空写
真を添付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



７－(1)      ○○年度主要労務資材アップ率算出基礎表 

                                                                 県（都道府） 

区 分 名  称 

単          価 

備  考 前 年 度 ○○年度  

(Ｃ) 

アップ率 

当初(Ａ) 最終(Ｂ) Ｃ/Ａ Ｃ/Ｂ 

         円        円         円      ％      ％  

        

        

        

 記載注意 

   １ 主要労務及び主要資材について記入する。 
２ アップ率の記入に当たっては、小数点以下２位四捨五入し、１位止めとする。 

 

７－(2)          ○○年度治山事業単価表 

                                                                 県（都道府） 

事

業

区

分 

工 

 

種 

前年度単価 
○○

年度

単価

(Ｃ) 

アップ率 算  出  根  拠 

備 

考 
当初

(Ａ) 

最終

(Ｂ) 

Ｃ 

／ 

Ａ 

Ｃ 

／ 

Ｂ 

構成比 アップ率 

労務 資材 
その

他 

対当初 対最終 

労務 資材 
その

他 
労務 資材 

その

他 

    円   円   円  ％  ％   ％   ％   ％   ％   ％   ％  ％   ％   ％  

                 

                 

                 

 記載注意 

   １ 都道府県内の標準的な単価について作成する。 
２ アップ率、構成比の記入に当たっては、小数点以下２位四捨五入し、１位止めとす
る。



８ ○○年度治山事業計画位置図 

(1)都道府県全体図（20 万分の１地形図、北海道は 60 万分の１地形図）を用いて作成

する。 

(2)計画位置を次の事業別記号及び色別により記入し「様式２－５○○年度○○事業計

画明細表」と同一番号を付する。 

      予防治山                             黄    予 

      緊急防災減災対策総合治山            黄    防災 

         機能強化・老朽化対策                 赤    機 

      森林土木効率化等技術開発          黄    森開 

      林地荒廃防止                         黄    荒 

        生活環境保全林整備                   紫    生 

         自然環境保全治山                     紫    自 

         環境防災林整備                       紫    環 

      保安林管理道整備                     緑    管 

      なお、離島振興法（昭和 28 年法律第 72 号）適用の計画にはリ を付する。 

(3)流域界は、赤太線（２mm）で区画した流域名を付する。 

(4)国有林は、淡緑色、砂防計画は黒色砂、既設保安林は淡青色、計画保安林は淡青ハ

ッチとする。 

(5)治山計画箇所は代表的な写真を添付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式３ 

番    号 

年  月  日 

殿 

県（都道府）知事  氏  名    

 

 

治山事業における全体計画書の変更について 

 治山事業における全体計画書を別紙のとおり変更したいので提出します。 

   （別紙） 

                         全体計画変更理由書          県（都道

府） 

計画番号  流域名  

箇 所 名  

全 体 計 画 実   績 変更全体計画 

施行予定期間  施工期間  変更施行予定期間  

工 種 数量 工事費 工 種 数量 工事費 工 種 数量 工事費 

 

 

 

工 事 費 計

設計監督費等

事 業 費 

        

変更の理由： 再評価実施状況： 

  

  

  

  

 確 認 結 果 

  

 

 

 

 

記載要領 

１．施行予定期間の欄は，当初計画の様式１－２の期間を転記し，施工期間の欄は，中断期

間等を含んだ実施期間とする。また，変更施行予定期間は，変更後の施工期間を記載す

る。 

２．変更理由は，必要に応じて別途資料を添付する。 



３．様式１－１～１－４の変更が伴う場合は,変更全体計画と読み替えて各様式を添付する。 

 

様式４ 

                                                             番    号 

                                                               年  月  日 

殿 

                                             県（都道府）知事  氏  名    

              ○○年度治山事業年度計画書の変更について 

 ○○年度治山事業年度計画書を下記のとおり変更したいので確認願います。 

                                  記 

 １．○○年度 治山事業変更計画総括表 

 ２．○○年度 ○○事業変更計画明細表（廃止の場合は提出を要しない。） 

 ３．○○年度 ○○事業変更箇所別実施計画表（廃止の場合は提出を要しない。） 

    記載注意 

 (1)「２．○○年度○○事業変更計画明細表」の様式は「様式２－５ ○○年度○○事

業計画明細表」を、「３．○○年度○○事業変更箇所別実施計画表」の様式は「様式

２－６ ○○年度○○事業箇所別実施計画表」を準用する。 

 

               １ ○○年度治山事業変更計画総括表        県（都道府） 

事業区分 
計画 

番号 
変更区分 

箇    所 変 更 内 容 

変更理由 
確認 

結果 
群(市) 町(村) 大字 字 本工事 

費  等 

計画 

内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 記載注意 

   １ 変更区分は、追加、廃止に区分して記入する。 

   ２ 追加の場合の計画番号は、当初計画の一連番号とする。 

   ３ 変更内容は、変更工事費等及び計画内容（例 谷止工 ○基 ○○○㎥）を記入

する。 

   ４ 変更理由は、簡明に記入する。 

 

 

 

 



様
式

５
－

１
 

索
引

番
号
 

 

流
 
域

 
名
 

 

治
 

山
 

台
 

帳
 

箇
所

別
表

 
 

施
 
行

 
年

 
度
 

 
事

 
業

 
名
 

 
工

 
 

種
 

(
施

設
名

)
 

 

施 行 地 の 概 要 等
 

小
流

域
(
支

流
)

及
び

地
区

名
 

 
位

 
 

置
 

県
 
 
 
 
 
 
市

 
 
 
 
 
 
町

 
 
 
 
 
 
字

 
 
 
 
 
 
 
 
番

 
 
 
 
 

郡
 
 
 
 
 
 
村
 

施
行

面
積

等
 

渓
間

安
定

面
積

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
h
a
 

山
腹

工
事

面
積

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
h
a
 

保
安

林
管

理
道

 
幅

 
ｍ

,
延

長
 
ｍ

保
安

林
種

及
び

編
入

年
月

日
 

年
 
 
 
 
 
月

 
 
 
 
 
日
 

森
林

所
有

者
 

 

施
行

効
果

面
積
 

 
竣

 
工

 
額
 

 
保

全
対

象
の

 

概
 
要
 

人
家

（
 
 

 
戸

）
,
 
 
公

共
施

設
（

除
,
 
道

路
）

 

（
 

 
 
 

戸
,
 
ｍ

,
 
㎡

）
,
 
鉄

道
（

 
 
 

 
k
m
）

,
 

 
国

・
県

・
市

町
村

道
・

林
道

（
 

 
 
 
k
m
）

,
 
 

そ
の

他
（

 
 

 
）
 

工
事

期
間
 

 
登

載
月

日
 

 

備
 

 
考
 

〔
現

場
担

当
者

〕
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
〔

検
査

員
〕

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
〔

請
負

者
〕
 

〔
そ

の
他

参
考

事
項

〕
 

事
 

業
 

の
 

内
 

容
 
（

種
類

・
構

造
・

施
工

額
等

）
 

施
 

設
 

の
 

経
 

過
 
（

点
検

整
備

状
況

）
 

工
 

種
 

構
 

造
 

数
 

量
 

単
位
 

単
 

価
 

金
 

額
 

備
 

考
 

年
月

日
 

点
検

整
備

の
状

況
等
 

点
検

者
 

備
 

考
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

      



 
記

載
要

領
 

１
．

治
山

台
帳

・
箇

所
別

表
は

、
年

度
ご

と
に

、
事

業
の

種
類

別
、

箇
所

別
に

作
成

す
る

。
１

箇
所

の
施

行
に

２
年

度
以

上
を

要
す

る
も

の
は

、
各

年
度

ご
と

に
記

載
し

、
竣

工
年

度
に

お
い

て
一

括
表

を
付

す
る

。
 

 
 
 
２

．
繰

り
込

み
順

序
は

、
流

域
ご

と
に

毎
年

度
継

続
し

て
一

連
の

索
引

番
号

を
付

し
、

流
域

ご
と

に
小

流
域

、
年

度
、

索
引

番
号

に
繰

り
込

む
も

の
と

す
る

。
（

こ
の

場
合

、
小

流
域

区
分

ご
と

等
に

適
宜

見
出

し
又

は
番

号
を

設
け

る
。

）
 

 
 
３

．
小

流
域

と
は

、
一

定
の

ま
と

ま
り

を
も

っ
て

治
山

事
業

を
計

画
的

・
効

率
的

に
実

施
す

る
の

が
適

当
な

区
域

を
い

い
、

支
流

域
を

実
態

に
応

じ
て

細
分

（
お

お
む

ね
5
0
0
h
a
程

度
）

し
た

も
の

と
す

る
。

 
４

．
改

廃
、

補
修

等
の

ほ
か

記
載

事
項

に
異

動
が

あ
る

場
合

は
、

そ
の

都
度

整
理

す
る

。
（

様
式

５
－

２
及

び
５

－
３

に
お

い
て

も
同

様
と

す
る

。
）

 
な

お
、

記
載

内
容

に
誤

り
が

あ
る

と
き

は
、

朱
線

を
画

し
て

訂
正

の
上

、
備

考
欄

に
訂

正
年

月
日

を
記

入
す

る
。

 
 
 
 
５

．
工

種
（

施
設

名
）

欄
は

、
主

た
る

工
種

（
例

え
ば

、
谷

止
工

、
山

腹
工

等
）

を
も

っ
て

記
入

す
る

。
 

６
．

施
工

地
の

概
要

等
欄

、
施

行
面

積
等

欄
は

、
様

式
２

－
６

の
表

中
の

施
行

面
積

等
を

記
入

す
る

。
 

７
．

事
業

の
内

容
欄

、
工

種
は

、
渓

間
工

、
保

安
林

管
理

道
は

全
て

の
工

種
を

、
山

腹
工

は
面

積
及

び
主

た
る

工
作

物
等

に
つ

い
て

記
入

す
る

。
な

お
、

現
場

管
理

費
、

一
般

管
理

費
等

間
接

経
費

に
つ

い
て

は
、

工
種

欄
に

一
括

計
上

す
る

。
 

８
．

施
設

の
経

過
欄

は
、

点
検

状
況

（
施

設
の

破
壊

、
崩

壊
拡

大
の

有
無

、
植

栽
木

の
枯

損
等

の
状

況
及

び
機

能
発

揮
の

状
況

等
）

又
は

整
備

・
補

修
・

保
育

等
を

行
っ

た
場

合
の

状
況

を
そ

れ
ぞ

れ
簡

明
に

記
入

す
る

。
 

９
．

金
額

は
千

円
単

位
で

記
入

す
る

。
 

           



様
式

５
－

２
 

索
引

番
号

 
 

 
治

 
山

 
台

 
帳

 
図

 
書

 
等

 

 〔
構

造
図

・
平

面
図

〕
 

    

〔
完

成
写

真
〕
 

    

  

 
記

載
要

領
 

 
 

１
．

治
山

台
帳

・
図

書
等

は
、

治
山

台
帳

・
箇

所
別

表
の

裏
面

と
し

、
当

該
箇

所
ご

と
に

設
計

図
（

縮
小

し
た

構
造

図
及

び
平

面
図

等
）

及
び

完
成

写
真

を
ち

ょ
う

付
す

る
。

な
お

、
写

真
の

ち
ょ

う
付

が
困

難
な

場
合

は
、

別
紙

を
用

い
て

添
付

し
て

も
差

し
支

え
な

い
。

 



様
式

５
－

３
 

 
流

域
名

 
 

 
小

領
域

(
支

流
)

（
地

 
区

 
名

）
  

治
 

山
 

台
 

帳
 
 
 
 
総

 
括

 
表

 
 

索
引

番
号
 

施
行

 

年
度
 

事
 
業

 
名
 

工
 

 
種

 

（
施

設
名

）
 

数
 

 
量
 

単 位
 

竣
 

工
 

額
 

施
行

効
果

面
積
 

備
 

 
 

 
考
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 
千

円
 

 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
 
h
a
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
記

載
要

領
 

１
．

治
山

台
帳

・
総

括
表

は
、

小
流

域
ご

と
に

作
成

し
、

治
山

台
帳

・
箇

所
別

表
に

よ
り

毎
年

度
当

該
年

度
の

施
行

分
を

記
入

の
上

、
流

域
ご

と
に

絞
り

込
む

も
の

と
す

る
。

 
な

お
、

地
区

を
設

定
し

て
実

施
す

る
事

業
に

係
る

も
の

で
、

本
総

括
表

の
小

流
域

よ
り

も
当

該
地

区
の

範
囲

が
広

汎
な

場
合

は
、

小
流

域
欄

（
様

式
５

－
１

記
載

要
領

３
参

照
。
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様式６ 補助表 

 

治 山 施 設 点 検 整 備 表 

事 業 名  索引番号  

施 業 地  施行年度  

点 検 整 備 状 況 

点検年月日 点 検 状 況 整 備 状 況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 記載注意 

１ 本表は、治山台帳の補助表として作成する。 

２ 事業名、索引番号、施業地、施行年度は、治山台帳と一致させる。 

３ 点検年月日は、施設の点検整備を行った年月日を記入する。 

４ 点検状況は、施設の破損状況、崩壊の有無、植栽木の枯損状況、機能発揮の状況

等について簡明に記入する。 

５ 整備状況は、施設の補修状況、保育状況等について簡明に記入する。 



別紙８（水産物供給基盤整備事業に係る運用） 

 

第１ 実施要綱第２の１の（２）の①のウの（ア）に掲げる水産物供給基盤整備事業（以

下この別紙においては「本事業」という。）の運用については、実施要綱及び実施

要領によるほか、この運用に定めるところによる。 

 

第２ 事業内容 

１ 事業の区分と内容 

   事業の区分及び内容は、次のとおりとする。なお、漁港及び漁場の整備等に関す

る法律施行規則（昭和 26 年農林省令第 47 号）第１条の２に規定する要件に該当す

るものを除く。 

（１）地域水産物供給基盤整備事業 

漁港及び漁場の整備等に関する法律（昭和 25 年法律第 137 号）第４条に定める

漁港漁場整備事業のうち、地域における水産資源の維持及び増大並びに水産物の生

産機能の強化を図るため、第１種漁港又は第２種漁港（ただし、水産物供給基盤整

備事業等実施要領の運用について（平成 13 年３月 30 日 12 水港第 4541 号）第２の

２に基づいて都道府県知事が作成する圏域総合水産基盤整備事業計画において位

置付けられる流通拠点漁港及び生産拠点漁港を除く。以下同じ。）の整備を行う事

業並びに漁業法（昭和 24 年法律第 267 号）第 60 条に規定する共同漁業権（以下こ

の別紙においては「共同漁業権」という。）の設定されている区域及びこれに隣接

する水域における漁場の施設（水産動植物の増殖又は養殖を推進するために設置又

は造成する魚礁及び増養殖場をいう。以下同じ。）の整備を行う事業とする。 

漁港の整備を行う事業は、漁港の基本施設等（漁港及び漁場の整備等に関する法

律第３条に規定する漁港施設のうち基本施設、輸送施設及び漁港施設用地（公共施

設用地に限る。））の整備を行う事業に限るものとする。 

（２）水域環境保全創造事業 

効用の低下している漁場の生産力の回復や水産資源の生息場の環境改善又は、漁

場と連接する水域等における漁場への悪影響の未然防止を行う事業並びに漁港

区域内における環境保全のため、水質底質改善施設及び廃油処理施設の整備、

清掃船（附属機械を含む。）の建造、購入又は補修並びに廃船の処理を行う事

業 

（３）漁港関連道整備事業 

 漁獲物の流通及び漁業用資材の輸送の合理化によって漁港機能の充実と漁業生

産の近代化を図り、併せて漁村環境の改善を図るために重要な道路の新設又は改良

を行う事業とする。 

（ア）主要漁港関連道 

  第二種漁港、第三種漁港、第四種漁港又は漁港及び漁場の整備等に関する法

律に定める特定漁港漁場整備事業若しくは特定漁港漁場整備事業以外の水産生

産基盤整備事業若しくは水産流通基盤整備事業に採択された第一種漁港（以下

この別紙においては「主要漁港」という。）と主要道路、他の関連主要漁港又



は主要漁港と密接な関連を有する漁場とを結ぶための道 

（イ）附帯関連道 

主要漁港関連道に関する事業と併せて改良する必要がある道 

（ウ）一般漁港関連道 

主要漁港以外の漁港（以下この別紙においては「一般漁港」という。）と主

要道路、他の関連漁港又は一般漁港と密接な関連を有する漁場とを結ぶための

道 

 

２ 事業メニュー 

（１）実施要綱第２の１の（２）の①のウの（ア）に掲げる水産物供給基盤整備の事

業内容は、次の表の区分及び工種の欄に応じ、それぞれ内容の欄に定められたもの

とする。ただし、次の表の区分１の（１）、（２）、（３）、（４）（道路及び橋

に限る。）、（５）（護岸及び人工地盤に限る）、（７）（消波施設等及び中間育

成施設に限る。）及び（８）（消波施設等及び区画施設に限る。）の補修を除く。 
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(1) 外郭施設整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ア）漁港及び漁場の整備等に関する法律第３条第１号の

イに掲げる防波堤、防砂堤、防潮堤、導流堤、水門、

閘門、護岸、堤防、突堤及び胸壁並びにこれらに附属

する設備で当該施設を構成するのに必要なものとす

る。 

（イ）外郭施設には当該施設の機能上、利用上又は管理上

必要と認められる場合に限り、附属施設として係船柱、

係船環、防衝設備、階段、はしご、防護柵、車止め、

照明設備、灯標又は防風設備等、また自然調和・活用

型漁港漁場づくり推進事業実施要領（平成 6 年 6 月 23

日付け 6 水港第 1775 号農林事務次官依命通知）第２の

２の規定を満たす場合に限り砂輸送施設を設置するこ

とができる。また、災害に強い漁業地域づくり事業実

施要領（平成 7 年 4 月 1 日付け 7 水港 1070 号）に基づ

く事業で、災害に強い漁業地域づくり事業の事業基本

計画を策定した地区に限り、当該施設の附帯事業とし

て、漂流防止施設を設置することができる（以下（２）

の（イ）、（３）の（イ）、（４）の（エ）及び（５）

の（カ）において同じ。)。 

 

(2) 水域施設整備 

 

（ア）漁港及び漁場の整備等に関する法律第３条第１号の



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハに掲げる航路、泊地及び漁具管理水域並びにこれら

に附属する設備で当該施設を構成するのに必要なもの

とする。 

（イ）水域施設には、当該施設の機能上、利用上又は管理

上必要と認められる場合に限り、付属施設として床止

め、潜堤、サンドポケット又は浮標灯を設置する事が

できる。 

 

(3) 係留施設整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ア）漁港及び漁場の整備等に関する法律第３条第１号の

ロに掲げる岸壁、物揚場、係船浮標、係船くい、桟橋、

浮桟橋及び船揚場並びにこれらに附属する設備で当該

施設を構成するのに必要なものとする。 

（イ）岸壁、物揚場、桟橋及び浮桟橋には、当該施設の機

能上又は管理上必要と認められる場合に限り、防舷材、

係船柱、係船環、車止め、照明設備、灯標、防風設備、

防雪設備、防暑設備、電力供給設備、階段、はしご、

防護柵、排水溝に附属する沈砂池又はスクリーン等を

設置することができる。 

 

(4) 輸送施設整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ア）漁港及び漁場の整備等に関する法律第３条第２号の

イに掲げる鉄道、道路、駐車場、橋及び運河並びにこ

れらに附属する設備で当該施設を構成するのに必要な

ものとする。 

（イ）道路及び橋は、車道、歩道、中央帯、路肩、停車帯

等により構成されるものとする。 

（ウ）道路には安全かつ円滑な交通を確保するため道路の

附帯施設として自動車駐車場を設置することができ

る。 

（エ）道路、駐車場及び橋には、当該施設の機能上、安全

上又は管理上必要と認められる場合に限り、防護柵、

車止め、照明設備、街路樹又は植栽、道路標識、橋梁

桁下の標識、防雪設備又は除雪、融雪設備等を設置す

ることができる。また、利用上必要と認められる場合

に限り、電力供給設備を設置することができる。 

（オ）漁獲物の水揚げから荷さばき所での選別・氷詰め・

せり・出荷といった工程を総合的に衛生管理していく

必要から荷さばき施設に隣接する範囲に限り、防暑設

備を設置することができる。 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 漁港施設用地整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ア）漁港及び漁場の整備等に関する法律第３条第２号の

ハに掲げる漁港施設用地及び敷地に附属する施設で当

該施設を構成するのに必要なものとする。 

（イ）漁港及び漁場の整備等に関する法律第３条第２号の

ヘに掲げる「水産種苗生産施設」及び同号トに掲げる

「蓄養施設」を漁港施設用地に代えて水面に設置する

必要がある場合には、水面を確保するための設備を設

置することができる。 

（ウ）漁港施設用地（前号の水面を含む。以下本項におい

て同じ。）の補助の範囲は、漁港施設用地等利用計画

の策定について（平成 2 年 3 月 15 日付け 2 水港第 40

号水産庁長官通知）第３の規定により協議の整った漁

港施設用地等利用計画に基づく公共施設用地とする。 

（エ）漁港施設用地の附属設備は排水設備、境界標識及び

法面保護のための設備、浸水対策としての胸壁等とし、

用地の保全上又は管理上必要な設備を設置することが

できる。また、利用上必要と認められる場合に限り、

防風設備及び電力供給設備を設置することができる。 

（オ）漁港及び漁場の整備等に関する法律第３条第２号の

ニに掲げる漁船漁具保全施設及び同号に掲げる増殖及

び養殖用施設の漁港施設用地については、漁具並びに

増殖及び養殖用資材の運搬のための昇降用斜路及びこ

れに附属する設備を設置することができる。 

（カ）漁港施設用地について、砂塵による隣接地区への悪

影響等特別の事由がある場合においては、覆土、砕石

敷設、植栽、乳剤散布又は簡易舗装により用地の表面

処理を行うことができる。 

（キ）用地の地盤改良については、原則として交付金の交

付対象外とする。なお、防災上必要と認められる場合

に限り、用地のかさ上げを行うことができる。 

（ク）人工地盤による漁港施設用地の造成については、以

下の場合を交付金の交付対象とする。 

ａ 背後地に利用できる用地が少ないなど用地の利

用目的を達成する箇所に用地の確保が困難な場

合 

ｂ 津波・高潮等が発生し迅速に避難できる避難用

地として災害時の防災機能の確保を図る場合 

 

(6) 魚礁整備 

 

（ア）主として魚類の蝟集、発生及び成育が効率的に行わ



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

れ生産性が高い魚礁漁場を造成するために行う耐久性

構造物（コンクリートブロック等）の設置により整備

される漁場の施設とし、共同漁業権の設定されている

区域及びこれに隣接する水域に設置するものであって

５千空 m3 以上のものを交付金の交付対象とする。 

（イ）浮魚礁システム（浮魚礁、位置センター、漁場環境

調査システム及び送受信装置）及びこれに関連する施

設の設置により整備される漁場の施設とし、計画事業

規模が５千万円以上（事業主体が市町村、漁業協同組

合等の場合は１千万円以上）のものを補助対象とする。 

 

(7) 増殖場整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 海域及びこれに連接する陸地において有用水産生物の

発生及び成育に適した環境を整備するために行う着定基

質の設置（投石、コンクリートブロック等の設置及び干潟

（干潟及び区画施設）の造成）、消波施設等（消波堤、潜

堤、離岸堤及び防氷堤）の設置、海水交流施設（導流堤、

水路等）の設置、中間育成施設の設置及び用地（中間育成

施設設置用、作業路等）の造成並びにこれらに関連する施

設（ポンプ小屋等簡易な付随施設）の設置により整備され

る漁場の施設とし、計画事業規模が５千万円以上（市町村

に係るものは３千万円以上）のものを交付金の交付対象と

する。ただし、漁港に近接した施設を整備するものについ

ては、計画事業規模３億円を超えるものを交付金の交付対

象とする。 

 

(8) 養殖場整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海域及びこれに連接する陸地のうち、未利用の状態にあ

る養殖適地に生産性の高い養殖漁場を造成するために行

う消波施設等（消波堤、潜堤、浮消波堤及び防氷堤）の設

置、区画施設の設置、海水交流施設（導流堤、水門、水路、

導水トンネル等）の設置、底質改善（しゅんせつ、客土、

耕うん等）、作れい及び用地（養殖施設用）の造成並びに

これらに関連する施設の設置により整備される漁場の施

設とし、計画事業規模が１億円以上（富裕団体（財政力指

数が当該年度前３か年の平均が1.0以上の地方公共団体を

いう。以下同じ。）に係るものは１億５千万円以上）のも

のを交付金の交付対象とする。ただし、漁港に近接した施

設を整備するものについては、計画事業規模３億円を超え

るものを交付金の交付対象とする。 

  



(9)市町村等事業推進 

 

市町村又は水産業協同組合が行う地域水産物供給基盤

整備事業に対する円滑な実施に関する都道府県の支援業

務とする。 
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(1)水域環境保全 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ア）効用の低下している漁場の生産力の回復や水産資源

の生息場の環境改善を図るため、又は漁場と連接する

水域等において漁場への悪影響を未然に防止するため

に行うたい積物の除去、放置座礁船の処理、底質改善

（しゅんせつ、耕うん、客土、覆土等）、作れい、海

水交流施設（水路等）の設置、着定基質の設置（投石、

コンクリートブロック等の設置及び干潟の造成（干潟

及び区画施設））及びこれらに関連する事業（しゅん

せつ残土処理のための埋立等）とする。 

（イ）しゅんせつについては、以下の要件を満たす場合に

限り、養殖場の汚泥を対象とすることができる。 

a  当該水域に流入する河川等からの負荷が認められ

ること。 

b  持続的養殖生産確保法（平成 11 年法律第 51 号）に

基づく漁場改善計画が認定され、当該計画に基づい

た取組を確実に実施していること。 

c たい積物の影響により、当該養殖場以外の漁場にも

赤潮等の悪影響が出ていること。 

（ウ）漁港区域内における水質の保全等水域の環境保全の

ために実施する次に掲げるもの 

ア 水質底質改善施設整備 

ａ 汚泥等による水質汚濁や悪臭が漁業活動上悪影

響をもたらしている漁港の漁港区域内水域におけ

る汚泥、ヘドロのしゅんせつ、運搬及び処理 

ｂ  水質及び底質の改善を図る必要が認められる漁

港において、覆砂及び藻場、干潟等の整備を行うた

めに必要な土砂等の運搬及び整地等並びに突堤、離

岸堤等の設置 

ｃ  水質及び底質の改善を図る必要が認められる漁

港において、自然の浄化能力を活用して水域環境を

改善するために必要な循環ポンプ、清浄海水導入装

置、ろ過・排水装置等の水質浄化施設並びにこれら

に附属する設備で当該施設を構成するのに必要な

ものの設置。なお、風力、太陽光等の自然エネルギ

ーを活用した発電設備を一体的に整備することが



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

できる。 

イ 廃油処理施設整備 

漁港及び漁場の整備等に関する法律第３条第２号

のヲに掲げる廃油処理施設であって「廃油処理施設

整備事業実施要領」（昭和 52 年 6 月 20 日付け 52 水

港第 612 号農林事務次官依命通知）第２に掲げる集

油設備、処理設備及び附帯設備とする。 

ウ 清掃船建造 

漁港の泊地等における浮遊物、ゴミ等を集積し廃

棄するために必要な清掃船の建造、購入又は補修の

事業とする。 

エ 廃船処理 

漁港区域内における廃船処理事業の取扱いについ

て（昭和 51 年 9 月 29 日付け 51 水港第 4117 号水産庁

長官通知）に基づく廃船処理事業とする。 

また、所有者等に代わり漁港管理者がやむを得ず

放置座礁船を処理する場合においても、これを適用す

る。 

 

(2)市町村等事業推進 

 

 

市町村又は水産業協同組合が行う水域環境保全創造事

業に対する円滑な実施に関する都道府県の支援業務とす

る。 

 

３ 

 

漁

港

関

連

道

整 

備 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 漁港関連道 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア  第２の１（３）の（ア）に掲げる「主要漁港と主要

漁港と密接な関連を有する漁場とを結ぶための道」は、

当該漁港と当該漁場間の漁獲物又は漁業用資材等の運

搬の用に供することを目的として設置するものに限る

ものとする。 

イ  第２の１（３）の（ウ）に掲げる「一般漁港と一般

漁港と密接な関連を有する漁場とを結ぶ道」は、当該

漁港と当該漁場間の漁獲物又は漁業用資材等の運搬の

用に供することを目的として設置するものに限るもの

とする。 

ウ  主要漁港関連道及び一般漁港関連道として整備さ

れる道路は、漁業上必要な自動車の交通が可能な一車

線又は二車線となるものであること。なお、ここでい

う漁業上必要な自動車とは、道路運送車両法（昭和 26

年法律第 185 号）に定める自動車で漁業上必要な交通

に供せられるものとする。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ  改良とは、現に交通の用に供されている道路の機能

を増大させるための行為とし、次に掲げる維持管理相

当の行為は含まないものとする。 

a  散水、除草、除雪、砂利の補充等反復して行われ

る軽度の道路の保全行為 

b  損傷された既存の道路の構造を保持回復する行為 

オ  漁港関連道の全部又は大部分が当該漁港の区域外

になるもの（当該事業の効果を確保するため当該漁港

の区域外から区域内の一部にわたるもので漁港整備事

業として行われるもの以外のものを含む。）であるこ

と。ただし、主要道路が当該漁港の区域内にあるか又

は区域に接している場合にあっては、当該漁港の区域

内で行われているものを含む。 

カ  新設の場合にあっては、これに代わる漁業上必要な

自動車の利用しうる道路がないか又は既存の道路では

漁獲物の輸送上支障があり、かつ、地形の状況等によ

り既存の道路を改良することが困難であること。 

キ  改良の場合にあっては、既存の道路では漁業上必要

な自動車の交通ができないか、又は漁獲物等の輸送上

著しく支障があること。 

ク  道路の有効幅員が３メートル以上のものであるこ

と。 

ケ  この事業の実施に際しては、道路法第 24 条による

承認を受けるほか、道路整備５箇年計画との調整等道

路に関する施策との調整をはかるとともに、構造等に

つき当該道路の道路管理者との協議を行う等道路担当

部局とも緊密な連絡をとるものとする。 

コ   漁港関連道の構造は、道路構造令（昭和 33 年政令

第 244 号）第２章に定める基準に準拠するものとする。 

 

(2)市町村等事業推進 

 

 

 

市町村が行う漁港関連道整備事業に対する円滑な実施

に関する都道府県の支援業務とする。 

 

（２） 共通事項 

（ア）補償は、公共用地の取得に伴う損失補償基準要綱（昭和 37 年 6 月 29 日閣議決

定）及び公共事業の施行に伴う公共補償基準要綱（昭和 42 年 2 月 21 日閣議決定）

に基づくものとする。ただし漁業補償については補助対象外とする。 

（イ）工事の施行に伴う騒音、地盤の沈下等近隣の住民に与える影響については、事

前に十分な検討を加え対策を講じていたにもかかわらず、予測できなかった不可



抗力により損失を与えた場合で補助事業者等及び工事請負人がそれぞれ善良な管

理者としての注意義務を果たしていたと認められる場合に限り補償費を計上する

ことができる。 

（ウ）漁港施設を周辺の環境と調和させる必要がある場合は、景観、生物の生態系等

に配慮した構造とすることができる。 

（エ）外郭施設の護岸等、係留施設の岸壁等、漁港施設用地、輸送施設の道路等、漁

港関連道又は公有地造成護岸等整備施設の護岸等に、当該施設の機能上必要な排

水設備が設置されている場合において、排水を浄化して放水するための簡易な沈

澱槽、スクリーン等は、排水中にごみ等の固型物の混入することがあらかじめ予

想される場合で、かつ当該施設と一体として築造されるものに限るものとする。 

（オ）係留施設、輸送施設、漁港浄化施設の機能向上を図るための風力、太陽光等の

自然エネルギーを活用した発電設備を当該施設と一体的に整備することができ

る。 

（カ）漁港施設及び漁場の施設の整備に当たっては、漁港及び漁場の整備等に関する

法律第６条の２に基づく漁港漁場整備基本方針を遵守するものとする。 

（キ）漁港機能の維持・保全上特に必要と認められる場合に限り、外郭施設、係留施

設、輸送施設、漁港施設用地に附属する保安設備を設置することができる。 

（ク）１の（１）の事業において、２の（１）の区分１の（１）、（２）、（３）、

（４）（道路及び橋に限る。）、及び（５）（護岸及び人工地盤に限る）の施設

を整備する場合は、機能保全計画を策定するものとする。なお、機能保全計画の

様式は、水産物供給基盤整備事業等実施要領の運用について（平成 13 年 3 月 30

日付け 12 水港第 4541 号水産庁長官通知）別紙様式第 14 号によるものとする。 

（ケ）本事業により漁港施設等の整備を実施するに当たっては、コスト縮減に資する

ＰＦＩ（民間資金等活用事業）等の適用を検討するものとする。 

（コ）整備に当たっては、水産資源管理の取組との連携や維持管理における環境負荷

の削減（再生可能エネルギーの導入）などを通じて持続可能な水産物の生産体制

の構築を図ることとし、その具体的内容について、第３の１の事業計画書に盛り

込むものとする。 

（サ）着底基質の設置に当たっては、効果発現に向けたソフト対策と連携するものに

限る。 

 

３ 事業主体 

第２の１の（１）及び（２）の事業の事業主体は、都道府県又は市町村とする。ただ

し、１の（１）の事業のうち、共同漁業権の設定されている区域及びこれに隣接

する水域における魚礁の設置並びに１の（２）に掲げる事業については、漁業協

同組合又は漁業協同組合連合会（以下この別紙においては「漁業協同組合等」と

いう。）が事業主体となることができる。 

第２の１の（３）の事業主体は、漁港管理者である都道府県又は市町村とする。

ただし、次の各号の場合であって特に必要があるときは、当該各号に掲げる地方公

共団体が行うことができるものとする。 



（ア）市町村が漁港管理者である漁港について、その漁港関連道が都道府県道であ

る場合当該都道府県 

（イ）都道府県が漁港管理者である漁港について、その漁港関連道が市町村道であ

る場合当該市町村 

   なお、市町村が漁港管理者である漁港について都府県がその漁港につき整備

事業を実施している場合には、上記の原則にかかわらず当該都府県が行うこと

ができるものとする。 

 

４ 対象地区 

(１) 地域水産物供給基盤整備事業の対象地区 

計画事業費が一事業につき３億円（漁港施設の整備が含まれる場合は５億円）

を超えるものであって、次に掲げる区分により、それぞれの要件を満たしたも

のとする。 

（ア）漁港施設と漁場の施設を一体的に整備する場合又は漁港施設を単独で整

備する場合においては、次の要件を満たすもの 

ア 第１種漁港又は第２種漁港であって、１漁港あたりの漁港施設に係る

計画事業費が５億円を超えるもの。 

イ 次のいずれかの要件を満たすもの 

ａ １漁港あたりの利用漁船の実隻数による総数が 50 隻程度以上若し

くは登録漁船隻数が 50 隻程度以上の港勢を有するもの、又は整備の

結果、同程度の港勢への推移が確実に見込まれるもの 

ｂ １漁港あたりの陸揚金額が１億円程度以上の港勢を有するもの、又

は整備の結果、同程度の港勢への推移が確実に見込まれるもの 

ｃ 水産業の振興を図る上で、水産基盤の整備を行うことが特に必要と認

められるもの 

ウ ２の（１）の区分１の（１）、（２）、（３）、（４）（道路及び橋

に限る。）、及び（５）（護岸及び人工地盤に限る。）の施設を整備す

るに当たっては、機能保全計画が策定され、かつ、当該計画に基づき適

切に日常管理が実施されていること 

（イ）漁場の施設を整備する場合においては、共同漁業権の設定されている区

域内の原則として同一市町村内の漁港等の登録漁船隻数の総数が 100 隻程

度以上のもの 

(２) 水域環境保全創造事業の対象地区 

以下の全ての要件を満たす地区とする。 

ア 計画事業費が一事業につき５千万円以上（市町村、漁業協同組合等が

行う事業は、１千万円以上）のもの。ただし、２の区分２の（１）の

（ウ）については、計画事業費３億円を超えるもの。 

イ ２の区分２の（ウ）のアについては、全体計画面積が 2,500m2 以上（第

一種漁港及び第二種漁港については 1,200m2 以上）のもの。 

ウ 放置座礁船の処理を行うにあたっては、船舶所有者等に代わり、都道



府県または市町村がやむを得ず放置座礁船を処理する場合に必要な経

費とし、全体事業規模が５千万円以上の場合に限る。なお、都道府県

または市町村は、船舶所有者等より、当該処理に要した費用の全部又

は一部の納付を受けた場合には、その費用の納付の内容に関する証拠

書類を添えて速やかに水産庁長官に報告するとともに、船舶所有者等

から納付を受けた額に交付率を乗じて得た額を国に納付しなければな

らない。 

(３)漁港関連道整備事業の対象地区 

（ア） 主要漁港関連道の新設、改良に要する計画事業費については、１億円

以上６億円未満のものであること。ただし、特別の事情があるときは、

６億円以上のものも認めることとする。 

（イ） 附帯関連道の改良に要する事業費は主要漁港関連道に関する事業費の

２分の１以内であって、５千万円以上のものとする。 

（ウ） 一般漁港関連道の新設、改良に要する計画事業費については、５千万

円以上６億円未満のものとする。ただし、特別の事情があるときは、12

億円未満のものも認めることとする。 

 

第３ 事業の実施 

実施要綱第７の２に規定する実施要件確認のために必要な資料については、以下の

とおりとする。 

１ 事業計画書の作成及び提出 

（１）事業計画書の作成及び提出 

実施要綱第３に規定する農山漁村地域整備計画に基づき本事業を実施する場

合は、第２の１の（１）、（２）及び（３）ごとに、以下のとおり、事業計画

書を作成し、都道府県知事は水産庁長官に提出（別記参考様式別紙８第１号）

するものとする。 

（ア）第２の１の（１）、（２）及び（３）の事業を実施しようとする場合に

は、次の区分により、当該事業に係る事業計画書を作成するものとする。 

ア 事業主体が都道府県及び市町村又は水産業協同組合の場合 

都道府県知事は、事業主体たる市町村長又は水産業協同組合の長の意

見を聴取し事業計画書を作成するものとする。 

イ 事業主体が都道府県のみの場合 

    都道府県知事が事業計画書を作成するものとする。 

ウ 事業主体が市町村又は水産業協同組合のみの場合市町村長又は水産

業協同組合の長は、関係都道府県知事と調整し、事業計画書を作成し

て都道府県知事に提出するものとする。 

 

（イ）（ア）の規定により作成する事業計画書について、漁港施設の整備に係

る事業主体と漁港管理者が異なる場合にあっては、漁港施設の整備に係る

事業主体は、あらかじめ漁港管理者に協議するものとする。 



（ウ）都道府県知事又は市町村長は、第２の１の（３）の事業について、この

事業を現に地方道であるものにつき行う場合は、あらかじめ道路法による

所要の調整をするものとする。この場合には、その対象は、現在未整備で

あって、当分の間、この事業によるほか整備される見込みのない市町村道

を重点的に考慮するものとする。なお、ここでいう「現に地方道であるも

の」には、次に掲げる道は含まないものとする。 

（１）道路法（昭和 27 年法律第 180 号）第５６条の規定に基づき国土交通

大臣が指定した道路 

（２）道路法施行令（昭和 27 年政令第 479 号）第３２条の規定に基づき国

土交通大臣が指定した道路 

（３）奥地等産業開発道路整備臨時措置法（昭和 39 年法律第 115 号）第３

条第１項の規定に基づき国土交通大臣が指定した道路 

（４）都道府県道 

（５）国道、都道府県道と一体となって当該地域内の幹線的機能を有する市

町村道であって道路管理者が整備する計画を有する道路 

（６）離島振興法（昭和 28 年 7 月 22 日法律第 72 号）及び山村振興法（昭

和 40 年 5 月 11 日法律第 64 号）に基づき道路管理者が整備しようとす

る道路 

（７）都市計画法（昭和 43 年 6 月 15 日法律第 100 号）第７条第２項の市街

化区域になると見込まれる地域内の道路 

（８）過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第

19 号）第 16 条第１項の規定に基づき国土交通大臣が指定した道路又は

農道若しくは林道で同項の規定に基づき農林水産大臣が指定した道路 

 

（２）事業計画書の内容 

（ア）事業計画書は、第２の１の（１）及び（２）については、次に掲げる事

項について定めるものとする。（別記参考様式別紙８第２号の１） 

ア 地区名 

イ 位置図等 

ウ 地区の概要 

エ 計画の基本方針 

オ 計画内容 

カ その他事業の実施に当たって参考となる事項 

（イ）事業計画書は、第２の１の（３）については、次に掲げる事項について

定めるものとする。（別記参考様式別紙８第２号の２） 

ア 計画策定漁港の所在地等 

イ 漁港の現況（漁業、漁港整備等） 

ウ 漁港関連道として実施する理由及び必要性 

エ 計画の内容 

オ 交通の現況 



カ 関係省庁との協議内容 

オ その他特記事項 

カ 添付図面等 

 

２ 年度別事業計画書 

（１）年度別事業計画書の作成及び提出 

１の（１）の（ア）の規定に準じて、事業の実施に際し、事業地区ごとに毎

年度の事業計画書を作成すること。また、水産庁長官は必要に応じて都道府県

知事に報告（別記参考様式別紙８第３号）を求めるものとする。 

（２）年度別事業計画書（別記参考様式別紙８第４号）の内容 

年度別事業計画書は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

（ア） 計画内容 

（イ） 計画内容を示す図面及び写真 

（ウ） その他事業の実施に当たって参考となる事項 

 

３  事業計画書の変更 

（１）第３の１の事業計画書の変更で提出を必要とするものは、次に掲げる場合と

する。 

（ア）工種の新設又は廃止 

（イ）総事業費の変更であって 20％以上の増減（公共工事の入札、契約の改善、

技術開発等による費用の縮減による事業費の減額であって、変更前の効果

が得られるものによる場合を除く） 

（ウ）その他主要な工種の著しい変更 

 

（２）変更の手続き 

事業計画書を変更しようとする場合には、１及び２の手続に準じて行うもの

とする。 

 

第４ 助成 

国は、第３の２の年度別事業計画書の事業に要する経費について、別に定めると

ころにより、予算の範囲内で助成するものとする。ただし、市町村等事業推進に要

する経費にあっては、水産基盤整備事業、海岸整備事業、汚水処理施設整備交付金

及び港整備交付金の事務要領（平成 13 年 4 月 13 日付け 12 水港第 4525 号水産庁長

官通知）の第２の３の（２）の内容うち事業実施主体の運営に必要な人件費、賃借

料その他経常的な経費への充当を目的とする内容を除いたものに限り、同第２の３

の（３）に準じて算定した額を上限とする。 

       

第５ 施設の管理、運営 

 事業主体は、関係法令の定めるところに従い、当該施設が十分にその機能を発揮

するよう適正な管理、運営に努めるものとする。 



 

第６ その他 

この要領に定めるもののほか、この事業の実施について必要な事項は、水産庁長

官が別に定めるものとする。 

 

第７ 経過措置 

 １ 水産物供給基盤整備事業等実施要領（平成 13 年３月 30 日付け 12 水港第 4457 号

農林水産事務次官依命通知）に基づき平成 24 年度までに採択された地区であって、

平成 25 年度以降、本交付金に移行して事業を実施する地区については、現事業の事

業基本計画をもって、第３の１に規定する事業計画書と見なす。 

 ２ 地域自主戦略交付金交付要綱（農山漁村地域整備に関する事業、農山漁村活性化

対策整備に関する事業、農業・食品産業強化対策整備に関する事業、水産業強化対

策整備に関する事業、森林整備・林業等振興整備に関する事業）（平成 22 年４月１

日付け 22 農振第 2185 号農林水産事務次官依命通知）別表１の１の(3)のアに基づき

実施してきた地区であって、平成 24 年度以降も本交付金により継続して事業を実施

する地区については、本事業へ移行されたものと見なす。 

 ３ 地域自主戦略交付金交付要綱（農山漁村地域整備に関する事業、農山漁村活性化

対策整備に関する事業、農業・食品産業強化対策整備に関する事業、水産業強化対

策整備に関する事業、森林整備・林業等振興整備に関する事業）別紙 29 の第２の規

定に基づいて、平成 24 年度以降における事業実施に必要な資料の提出を行っている

地区については、本要領に基づき事業実施に必要な資料の提出がされたものとみな

す。 

 ４ この通知の施行前に旧通知の規定に基づき提出された事業基本計画に基づき実施

される事業で、平成 25 年度以前の年度の歳出予算にかかる国の補助で平成 26 年度

以降の年度に繰り越されたものについては、なお従前の例による。 



〔別記参考様式別紙８第１号：提出様式〕 

 

番 号 

年月日 

  水産庁長官  殿 

都道府県知事 

 

事業計画書の提出 

 

 農山漁村地域整備交付金実施要領別紙８水産物供給基盤整備事業に係る運用の第３の１の

（１）の規定により、下記の農山漁村地域整備計画地区に係る交付対象事業について、別紙

のとおり提出します。 

 

記 

 

１．農山漁村地域整備計画地区名： ○○地区 

 

２．交付対象事業名 

  ・△△事業 

  ・××事業 

  ・◇◇事業 

 

 

※別紙とは、農山漁村地域整備交付金実施要領別紙８水産物供給基盤整備事業に係る運用第２の１の 

（２）に基づき作成する事業計画書（別記参考様式別紙８第２号） 



〔別記参考様式別紙８第２号の１：事業計画書〕 

 

地域水産物供給基盤整備事業・水域環境保全創造事業 

 

１ 地区名 

 

２ 位置図等 

 

都道府県名 

 

 

 

所管名 

 

 

 

関係市町村名 

 

 

 

地域指定 

 

 

 

整備対象漁港名 

 

 

 

 

 

整備対象漁場名

(関係漁港名等) 

 

 

 

 

位 置 図 

 

 

  

 

 

                                    

３ 地区の概要 

 

漁港 

 

○○漁港 

 

 

 

 

 

 属地陸揚量      ﾄﾝ 

 

属人漁獲量      ﾄﾝ 

 

 属地陸揚金額        百万円 

 

 登録漁船数         隻 

 

 利用漁船数         隻 

 

 利用遊漁船等        隻 

 

 主な漁業種類 

 

 主な魚種 

 

漁場 

 

 受益戸数（受益者数） 

                          戸 

      （                  人） 

 

 

  登録漁船隻数 

    ○○漁港（港）     隻        総数 

    ××漁港（港）     隻                       隻 

 

 

４ 計画の基本方針 

 

農山漁村地域整備計画の目標との整合性 

 

 

  

 

 

整備に関する事項 

 

 



  

 

 

 

５ 計画内容 

（計画期間及び計画事業費） 

 

 

 

計画期間 

 

計画事業費 

 

備考 

 

 全       体 

 

 

 

               百万円 

 

 

 

  うち○○漁場 

 

 

 

                百万円 

 

 

 

    うち○○漁場 

 

 

 

 

 

                百万円 

 

 

 

 

 備考 

  増殖場の整備、養殖場の整備、放置座礁船の処理を行う場合は、その計画事業費を備考欄に記入する。 

 

（漁港施設） 

 

都道府県名 

 

漁港名 

 

漁港番号 

 

種別 

 

所管 

 

事業主体名 

 

漁港管理者 

 

漁港所在地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画施設 

 

計画工事種目 

 

単位 

 

計画数量 

 

備考 

 

外郭施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水域施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

係留施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

輸送施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

漁港施設用地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（漁場施設等） 

 

都道府県

名 

 

漁場名 

 

所管 

 

事業主体名 

 

関係市町村名 

 

対象生物 

      



      

 

計画施設 

 

 

 

計画工事種目 

 

 

 

単位 

 

 

 

計画数量 

（魚礁にあっては

空ｍ3を併記） 

 

漁場開発面積 

 

 

 

備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（        空ｍ3） 

 

 

            ha 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 計画平面図 

 

７ 写真 

 



[記載要領] 

 

１ 地区名 

  複数の漁場及び漁港を示す名称とする。 

 

２ 位置図等 

 １）「整備対象漁港名」及び「整備対象漁場名」 

 整備対象漁港及び整備対象漁場が複数ある場合には、複数の名称を記入する。漁場のみを整備する地域

水産物供給基盤整備事業にあっては、整備対象漁場と密接に関連する原則として同一市町村内の漁港及び

港湾名をすべて「整備対象漁場名」の欄に下段括弧書で記入する。 

 ２）「位置図」 

 整備対象漁港及び整備対象漁場全体の位置関係が分かる図。その他関係する周辺の整備対象漁港以外の

漁港及び漁場についても、可能な限り位置図の中に記入することが望ましい。 

 

３ 地区の概要 

 １）「漁港」 

 整備対象漁港の漁港名及び港勢（基準年となるデータ）を記入する。また、当該地区で複数漁港の整備

を行う地区については、適宜欄を追加し、漁港毎に港勢を記入する。 

 ２）「漁場」 

  地域水産物供給基盤整備事業にあっては、「整備対象漁場名」の欄に下段括弧書で記入した漁港及び港

湾の登録漁船隻数を記入する。なお、複数の漁場の整備を行う場合であってもまとめて記入する。 

 

４ 計画の基本方針 

 １）「農山漁村地域整備計画の目標との整合性」 

 農山漁村地域整備計画の「計画の目標」と本事業計画との整合性について具体的かつ簡潔に記述する。 

 ２）「整備に関する事項」 

 次に掲げた項目について具体的かつ簡潔に記述する。 

      ① 現在の問題点・課題 

    ②  整備方針 

    ③  財産処分計画 

    ④  環境との調和に関する事項 

    ⑤  他事業との連携・関係に関する事項 

 

５ 計画内容 

  複数の漁港及び漁場の整備を行う地区については、適宜表を追加し、各漁港及び各漁場毎に記入する。また、

漁港又は漁場の整備のみの場合は、整備のない表を削除する。 

 １）「漁場施設等」 

   ① 「計画施設」の欄には、「魚礁」、「増殖場」、「養殖場」又は「保全事業」を記入する。 

  ② 「食害生物の駆除・廃棄処分・有効活用」、「食害防止に必要な構造物の設置」、「海藻類等の播種・ 

   移植」又は「モニタリングの実施」等の対策を行う場合には、その内容を備考欄に記入する。 

 

６ 計画平面図 

  漁港施設及び漁場施設等の計画内容が表示されている図面とする。漁場施設等については、計画造成範囲（当

該事業を実施する予定の範囲をいう。）を記入する。 

 



７ 写真 

  各写真について、撮影時期、説明等を記述すること。 

  ① 地区（漁港等）の全体写真 

  ② 越波状況、港内混雑状況等当該地区の整備の必要性等を示す写真 

 



〔別記様式第２号の２〕 

 

漁港関連道整備事業基本計画書 

 

１ 計画策定漁港の所在地等 

（１）漁港名及び種別 

（２）所在位置 

（３）位置図 

（４）漁港事業及び関連道種別 

２ 漁港の現況（漁業、漁港整備等） 

３ 漁港関連道として実施する理由及び必要性 

４ 計画の内容 

（１）工種種目、事業費等 
 
工種種目 

 
数量（延長） 

 
事業費 

 
備 考 

  
  
  
  

  

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

（２）事業計画内容 

（３）実施予定年度及び完了予定年度 

５ 交通の現況 

６ 関係省庁との協議内容 

７ その他特記事項 

８ 添付図面等 



[記載要領] 

 

１ 計画策定漁港の所在地 

（１）漁港名及び種別 

（２）所在地 

（３）位置図 

（４）漁港事業及び関連道種別 

２ 漁港の現況 

 当該漁港における漁業の現状（漁業生産量の推移、漁船の動向等）、漁港整備の経緯、漁港利用の現

状、今後の課題等について記述する。 

３ 漁港関連道として実施する理由及び必要性 

 当該漁港において漁港関連道整備事業を実施する目的、効果等について具体的に記述する。 

４ 計画の内容 

（１）当該漁港における漁港関連道整備事業を実施する工種種目、数量、事業費、実施予定年度及び完了

予定年度を記述する。 

（２）事業計画の具体的な内容について簡潔に記述する。 

５ 交通の現況 

 既存道路の現状と問題点、水産物等の運搬状況、交通量等について記述する。 

６ 関係省庁との協議内容 

 都道府県道路担当課及び国土交通省地方道・環境課との協議内容について記述する。（都道府県道路

担当課の承諾書を添付のこと。） 

７ その他特記事項 

 事業計画策定又は事業実施上特に必要な事項について記述する。 

８ 添付図面等 

 整備計画図、現況図、写真等 



〔別記参考様式別紙８第３号：提出様式〕 

 

番 号 

年月日 

  水産庁長官  殿 

都道府県知事 

 

年度別事業計画書の提出 

 

 農山漁村地域整備交付金実施要領別紙８水産物供給基盤整備事業に係る運用の第３の２の

（１）規定により、下記の農山漁村地域整備計画地区に係る交付対象事業について、別紙の

とおり提出します。 

 

記 

 

１．農山漁村地域整備計画地区名： ○○地区 

 

２．交付対象事業名 

  ・△△事業 

  ・××事業 

  ・◇◇事業 

 

 

 

※別紙とは、農山漁村地域整備交付金実施要領別紙８水産物供給基盤整備事業に係る運用第３の２の（２）

に基づき作成する年度別事業計画書（別記参考様式別紙８第４号）



〔
別
記
参
考

様
式
別

紙
８
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４
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：

年
度
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事

業
計
画
書
〕

 

所
管
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業
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年
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計
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４
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年
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６
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名
 

 

 



別紙９（漁場保全の森づくり事業に係る運用） 

 

第１ 趣旨 

実施要綱第２の１の(2)の①のウの(ｲ)に掲げる漁場保全の森づくり事業の

運用については、実施要綱及び実施要領によるほか、この運用に定めるとこ

ろによる。  

 
第２ 事業内容 

沿岸域の開発により減少した藻場や干潟の保全、土砂流出等により悪化し

た漁場環境の改善のためには、漁場と密接に関係している森づくりを積極的

に推進していくことが必要であることにかんがみ、森林の整備及び保全に係

る事業であって、森林による栄養塩類等の供給や濁水の緩和等の漁場環境の

保全効果を高めるために行うもの（以下この別紙において「森林の整備事業

等」という。）について、都道府県に対し、国が助成を行うものとする。 

１ 漁場保全の森づくり事業 

 漁場保全の森づくり事業（以下この別紙において「森づくり事業」とい

う。）とは、以下の(1)の漁場を対象とし、(2)の実施箇所において実施す

る森林の整備事業等をいう。 

(1) 次に掲げるイ及びロを満たす漁場が対象であること。 

イ 磯焼け又は土砂の流出等による漁場環境の悪化がみられること 

ロ 栄養塩類等の供給又は濁水の緩和等の効果が期待できること 

(2)次に掲げるイ又はロのいずれかを満たす実施箇所であること。 

イ 栄養塩類等の供給を目的とする場合にあっては、対象漁場が閉鎖的

な湾又は入り江等であって、それらの後背地における森林又は対象漁

場へ流入する河川流域における森林 

ロ 濁水の緩和等を目的とする場合にあっては、濁水又は土砂等が対象

漁場に流入するおそれがある河川流域における森林  

２ 森林の整備事業等 

 第２に定める森林の整備事業等とは、以下に掲げる事業とする。 

(1) 造林及び林道の開設又は拡張であって、別紙６森林整備事業に係る運

用（以下この別紙において「森林整備運用」という。）第２の１から４

及び森林環境保全整備事業実施要綱（平成14年３月29日付け13林整整第8

82号農林水産事務次官依命通知。以下この別紙において「環境保全要

綱」という。）の第２の２に規定する事業に準じて実施する事業 

(2) 保安施設事業であって、別紙７治山事業に係る運用（以下この別紙に

おいて「治山事業運用」という。）第２の５に規定する予防治山事業（流

木防止総合対策計画に基づき実施するものに限る。）並びに民有林補助治

山事業実施要領（昭和48年11月27日付け48林野治第2235号林野庁長官通

知）第２に規定する復旧治山事業（流木防止総合対策計画に基づき実施

するものに限る。）、流域保全総合治山事業、保安林総合改良事業及び防



災林造成事業に準じて実施する事業 

 

第３ 森づくり事業の基本方針 

１ 森づくり事業を実施しようとするときは、都道府県知事は対象地区ごと

に別記様式第１号により森づくり事業の基本方針（以下この別紙において

「基本方針」という。）を策定するものとする。 

２ 基本方針には、次に掲げる事項を定めるものとする。 

(1) 地区名 

(2) 位置図等 

(3) 地区の概要 

(4) 整備の方針等 

３ 基本方針の提出 

 都道府県知事が国の助成を受けようとするときは、別記様式第２号によ

り、水産庁長官に対し基本方針の提出を行うものとする。 

 

第４ 事業実施期間 

  本事業の実施期間は、令和９年度までとする。 

 

第５ 国の助成 

 国は、予算の範囲内において、都道府県に対し、森づくり事業に要する費

用について助成することができるものとし、対象となる経費については次の

とおり。 

１ 第２の２(1)に規定する事業のうち、森林整備運用第２の１から４に規定

する事業に準じて実施するものについては、森林整備運用第６の１及び２

の規定を準用するものとする。また、環境保全要綱第２の２に規定する事

業に準じて実施するものについては、環境保全要綱第４の規定を準用する

ものとする。 

２ 第２の２(2)に規定する事業については、治山事業運用第３の(1)の規定

を準用するものとする。 

 

第６ 実施要件 

 国庫補助の対象は、森づくり事業であって、これと同種の森林の整備及び

保全に係る事業に係る実施要件に適合するものとする。  

 

第７ その他 

１ 森づくり事業の実施に必要な事項については、特別の定めがある場合を

除くほか、第２の２(1)に規定する事業については森林整備運用及び環境保

全要綱を、第２の２(2)の事業については治山事業運用を準用するものとす

る。 

 ２ この事業の実施については、森林法（昭和26年法律第249号）その他の



法令に定めるところによる。 

 

第８ 経過措置 

１ 地域自主戦略交付金交付要綱（農山漁村地域整備に関する事業、農山漁

村活性化対策整備に関する事業、農業・食品産業強化対策整備に関する事

業、水産業強化対策整備に関する事業、森林整備・林業等振興整備に関す

る事業）（平成23年４月１日付け22農振第2185号農林水産事務次官依命通

知。以下この別紙において「地域自主戦略交付金交付要綱」という。）別

表１の１の(3)のイに基づき実施してきた地区であって、平成24年度以降も

本交付金により継続して事業を実施する地区については、本事業へ移行さ

れたものと見なす。 

２ １により移行された地区の取扱いについては、別段の定めがあるものを

除き、地域自主戦略交付金交付要綱の例による。 

  ３ 地域自主戦略交付金交付要綱別紙30の第２の規定に基づいて、平成24年

度以降における事業実施に必要な資料の提出を行っている地区について

は、本要領に基づき事業実施に必要な資料の提出がされたものとみなす。 

 



〔別記様式第１号〕 

 

漁場保全の森づくり事業の基本方針 

 

１．地区名  

２．位置図等 

都道府県  所管名  関係市町村名  

関係する漁場名  

位置図  

 

 

 

 

 

 

３．地区の概要 

 

 

 

 

４．整備の方針等 

現状と課題・問題点  

 

 

 

 

 

期待する漁場保全の効果  

 

 

 

 

 

整備の方針  

 

 

 

 

 

 



[記載要領] 

 

１．地区名 

事業対象の森林又は河川流域等の名称とする。 

 

２．位置図等 

１）所管名  

本土、北海道、離島、奄美又は沖縄のいずれかを記載。 

２）関係する漁場名 

 関係する漁場が複数ある場合には、複数の名称を記入する。 

３）「位置図」 

 事業対象の森林又は河川流域等と関係する漁場との位置関係が分かる図。その他関係

する周辺の水産基盤整備事業計画・実施箇所についても、可能な限り位置図の中に記入

することが望ましい。 

 

３．地区の概要 

 林況（森林（保安林）面積）、自然的特性（地形、地質、気象）、水産業（漁業実態、

水産資源の動向、漁場特性等）の状況等を簡潔に記述する。 

  

４．整備の方針等 

１）「現況と課題・問題点」 

  事業対象地区における漁場環境の現況と課題・問題点について、簡潔に記述する。 

２）「期待する漁場保全の効果」 

 期待する漁場保全の効果（栄養塩類等の供給や濁水の緩和等）について、簡潔に記述

する。 

３）「整備の方針」 

 上記１）、２）を踏まえ、本事業の整備方針について、対象漁場において水産基盤整備事

業が実施される場合にはこれも含め、簡潔に記述する。 

 

  



〔別記様式第２号〕 

 

番   号  

                                                             年  月  日 

 

                                                                              

水産庁長官 殿 

 

 

                                               都道府県知事名       

 

 

漁場保全の森づくり事業の基本方針 

 

  ○○地区において、別添漁場保全の森づくり事業の基本方針を策定したので、農山漁

村地域整備交付金実施要領別紙９の第３の３に基づき提出します。 

 



別紙10（漁港漁村環境整備事業に係る運用） 

 

第１ 趣旨 

 実施要綱第２の１の（２）の①のウの（ウ）に掲げる漁港漁村環境整備

事業（以下この別紙においては「本事業」という。）の運用については、

実施要綱及び実施要領によるほか、この運用に定めるところによる。 

 

第２ 事業内容 

 １ 事業の内容 

  (1) 漁港環境整備事業 

    この事業の内容は、緑地、防災施設等漁港の環境向上、防災対策に

必要な施設及び用地の整備とする。 

  (2) 漁業集落環境整備事業 

    この事業の内容は、原則として、漁港及び漁場の整備等に関する法

律（昭和25年法律第137号）第６条の規定により指定された漁港の背後

に位置する漁業集落において実施する次に掲げるものとする。 

   ア 衛生関連施設 

    (ｱ) 漁業集落排水施設整備・・・漁港及び漁場の水域環境と漁業集

落の生活環境の改善を図るために行う雨水、汚水の排水に必要な

施設及びこれに付帯する処理施設の整備又は改築 

    (ｲ) 水産飲雑用水施設整備・・・船舶給水、漁獲物の洗浄、水産加

工等を主体とする水産飲雑用水の供給に必要な施設の整備又は改

築 

    (ｳ) 地域資源利活用基盤整備・・・地域資源を利活用して、漁業生

産の補完及び生活環境の改善を図るために必要な施設の整備 

    (ｴ) 用地整備・・・漁村環境の改善に必要な施設用地の整備 

   イ 防災関連施設 

    (ｱ) 漁業集落道整備・・・漁業活動、漁港の利用の増進及び防災安

全の確保を図るために行う臨港道路等の漁港施設若しくは漁港関

連道、又は環境改善施設（防災安全に資する施設に限る。）と集

落内とを結ぶ道路の整備 

    (ｲ) 防災安全施設整備・・・漁村及び漁港施設の保全と防災安全の

ために必要な施設の整備 

    (ｳ) 緑地・広場施設整備・・・快適にして潤いのある漁業集落の形

成、その住民の健康増進及び防災安全の確保を図るために必要な

施設の整備 



    (ｴ) 土地利用高度化再編整備・・・集落の生活環境の改善、生活利

便の向上及び防災安全の確保を図るために行う土地の再編整理及

び施設の整備 

    (ｵ) 用地整備・・・漁村環境の改善に必要な施設用地及び防災空地

を兼ねた緑地、広場等の用地の整備 

  (3) 漁村再生交付金事業 

漁村再生交付金事業は、漁村再生計画に基づき、地域の既存ストッ

クの有効活用等を通じた漁業生産基盤及び漁村の生活環境施設の総合

的な整備を実施する事業とし、実施できる施設は漁港、漁場、漁港環

境、漁業集落環境及び地域創造型による整備並びに水域の環境保全対

策とする。 

 

 ２ 事業メニュー 

 （１）実施要綱第２の１の（２）の①のウの（ウ）に掲げる漁港漁村環境

整備事業の内容は、次の表の事業名、区分、工種の欄に応じ、それぞ

れ内容の欄に定められたものとする。 

 

事

業

名 

 

区 

 

分 

 

 

工  種 

 

 

 

内  容 

 

 

漁 

港

環 

境

整 

備

事 

業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 

漁

港 

環

境 

整

備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 緑地 

 

樹木、芝生等の施設 

 

(2) 防災施設 

 

 

広場、駐車場、避難施設、防災情報提供施設

（屋外拡声装置、警報装置、安全情報伝達施設

等）等の施設 

 

(3) 用地整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｱ) 対象となる用地は、災害時において避難又

は緊急物資の一時保管場所等に利用される用地

（災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第2

条第10号に規定する地域防災計画その他これに

準ずる防災に関する計画（以下この別紙におい

ては「地域防災計画等」という。）において定

められたもの。）とする。 

(ｲ) 上記用地の老朽化・機能強化対策が必要な

場合は対象とするが、新たな用地造成は対象と

しない。 



 

(4) その他施設 

 

 

 

防災施設のうち広場、避難施設に通じる避難経

路、さく、通路、照明、水道、休憩所、便所、

海浜、突堤、離岸堤等の施設 

 

(5) 市町村等事業

推進 

 

 市町村が行う漁港環境整備事業に対する円滑

な実施に関する都道府県の支援業務とする。 

 

 

漁

業

集

落

環

境

整

備

事

業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

 

衛

生

関

連

施

設

整

備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 漁業集落排水

施設整備  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｱ)  漁業集落排水施設整備は、補助分及び単独

分で構成する。 

(ｲ)  補助分は、排水路及び排水管並びに附帯す

る処理施設を対象とするが、末端の排水路及

び排水管等は受益戸数２戸未満の部分は含ま

ないものとする。また、処理施設の門、柵及

び塀並びに個人の宅地内配管等は対象としな

い。 

(ｳ)  単独分は、受益戸数２戸未満の末端の排水

路及び排水管等並びに処理施設の門、柵及び

塀を対象とし、個人の宅地内配管等は含まな

いものとする。 

(ｴ)  漁業集落排水施設整備に当たっては、排水

の水質等について適切な処理がなされるよう

留意するものとする。 

(ｵ)  改築の場合は、維持管理が適切に行われて

おり、原則として供用開始後７年以上経過

し、老朽化その他やむを得ない事由により損

傷し又はその機能が低下した機械及び設備等

であること。なお、事業期間は、おおむね３

年間とする。 

(ｶ)  風力発電、太陽光等の自然エネルギーを活

用した発電設備を一体的に整備することがで

きる。 

 

(2) 水産飲雑用水

施設整備 

 

 

 

(ｱ)  対象とする施設は取水、導水、浄水、送水

又は配水等取水から配水までの施設とする

が、配水管については幹線及び主要な支線と

し、個別給水管等は含まないものとする。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｲ)  水産飲雑用水施設の整備に当たっては、そ

の用水の用途に従って適切な水質を確保する

よう留意するものとする。 

(ｳ)  改築の場合は、維持管理が適切に行われて

おり、原則として供用開始後10年以上経過

し、老朽化その他やむを得ない事由により損

傷し又はその機能が低下した機械及び設備等

であること。 

(ｴ) 風力発電、太陽光等の自然エネルギーを活

用した発電設備を一体的に整備することがで

きる。 

 

(3) 地域資源利活

用基盤施設整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 対象とする施設は、漁村地域に存在する地域

資源（海水・温水等の自然資源や水産物等の生

産資源）を漁業集落道や漁業集落排水施設等の

生活環境施設に供給又は利活用することによ

り、漁村の生活環境の効率的な改善を図るため

に必要な次の施設とする。 

(ｱ) 海水、温水等を活用した漁業集落道や防火

用水等の公共施設の消雪施設 

(ｲ) 漁業集落排水処理施設から発生する汚泥と

水産副産物を一体的に処理する堆肥化施設 

 

(4) 用地整備 

 

 

 

 

 

 漁村環境の改善に必要な施設用地の整備であ

り、漁業集落住民の生活改善のための共同利用

施設、廃棄物処理施設、排水処理施設等を設置

するための用地及び本事業の実施に伴い必要と

なる住宅等の代替用地とする。 

 

(5) 特認事業 

 

 

上記のほか、本事業の目的を達成するため、水

産庁長官が特に必要と認めた事業。 

   

(1) 漁業集落道整

備 

 

 

 

 

 

(ｱ)  漁業活動等及び漁港の利用の増進を図るた

めに行う道路の整備にあっては、漁業者が漁

獲物又は資材の運搬等に必要なものであり、

かつ、多くの漁業者が利用できる公共性の高

いものとする。 

３ 

 

防

災

関



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連

施

設

整

備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｲ) 防災安全の確保を図るために行う道路の整

備にあっては、災害時において避難路又は消

防活動が困難である区域の解消に資する道路

となる漁業集落道（地域防災計画等において

定められたもの。）とする。また、地震防災

対策の強化を図るために整備する場合にあっ

ては、災害に強い漁業地域づくり事業実施要

領（平成7年4月1日付け7水港第1070号農林水

産事務次官通知）に基づく事業基本計画の承

認を受けた地区に限り、当該施設の整備がで

きるものとする。 

(ｳ) 構造は、道路構造令（昭和45年政令第320

号）に定める基準に準拠するものとする。 

(ｴ) 道路法（昭和27年法律第180号）第3条第1

号から第3号までに掲げる道路及び同条第4号

の市町村道のうち幹線市町村道は対象としな

いものとする。 

(ｵ) 漁業集落道の事業基本計画の作成に際して

は、あらかじめ関係道路管理者及び関係都道

府県の道路担当部局と協議し調整を図るよう

努めるものとする。 

 

(2) 防災安全施設

整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｱ) 対象とする施設は、漁村及び漁港施設の保

全と防災安全のために必要な土砂崩壊防止施

設、防風・防雪施設、水路防護施設、照明施

設及び防火施設等とする。 

(ｲ)  砂防法（明治30年法律第29号）に規定する

砂防指定地、地すべり等防止法（昭和33年法

律第30号）に規定する地すべり防止区域及び

ぼた山崩壊防止区域並びに急傾斜地の崩壊に

よる災害の防止に関する法律（昭和44年法律

第57号）に規定する急傾斜地崩壊危険区域に

係る本事業による防災安全施設を計画する際

は、土砂流出防止、地すべり防止、ぼた山崩

壊防止及び土砂崩壊防止のための施設は対象

としないものとする。 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 緑地・広場施

設整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｱ)  対象となる施設は、災害時において避難地

となる緑地・広場施設（地域防災計画等にお

いて定められたもの。）又は快適にして潤い

のある漁業集落の形成等を図るために必要な

緑地、防災施設、これらに通じる避難経路及

びこれらに附帯する施設とする。また、避難

地となる緑地・広場施設は、当該漁業集落に

おける避難地（公共空地）の面積を、避難地

に避難すると見込まれる人数で除した場合

に、計画避難人数一人につき１㎡未満の面積

となる場合に限り対象とする。 

(ｲ)   全体計画面積は、2,500㎡以上（第３の２

の（1）のウに該当する集落の整備であっ

て、当該面積が周辺の空地（災害対策基本法

に基づく地域防災計画に位置付けられるもの

に限る。）と併せて2,500㎡以上となる場合

については、1,000㎡以上）とする。ただ

し、第３の２の（1）のエに該当する集落の

整備であって、津波からの避難路や避難タワ

ー等と併せて津波避難地の整備を行う場合に

限り、計画避難人数一人につき１㎡以上の面

積を確保するための所要の面積を計画面積と

する。 

 

(4) 土地利用高度

化再編整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｱ)  集落の一定規模の区画において生活環境の

改善、生活利便の向上及び防災安全の確保に

必要な用地の確保のための土地の再編整理 

(ｲ)  集落の円滑な交通及び景観の改善を図るた

め、電線、電話線、水道管等を地下に収容す

るための施設の整備 

(ｳ)  津波、高潮等の常襲地帯において集落の安

全性を確保するための移転等及びその跡地に

水産関係の施設整備を行うための用地整備 

 

(5) 用地整備 

 

 

 

 漁村環境の改善に必要な施設用地及び防災空

地を兼ねた緑地、広場等の用地の整備であり、

漁村環境の改善に必要な施設用地とは、漁業集



 

 

 

落住民の生活改善のための共同利用施設、防災

安全施設、緑地・広場施設等を設置するための

用地及び本事業の実施に伴い必要となる住宅等

の代替用地とする。 

 

(6) 特認事業 

 

 

上記のほか、本事業の目的を達成するため、水

産庁長官が特に必要と認めた事業。 

   

市町村が行う漁業集落環境整備事業に対する円

滑な実施に関する都道府県の支援業務とする。 

市町村等事業推進 

 

 

漁

村

再

生

交

付

金

事

業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 

漁

港

施

設

整

備 

 

外郭施設、水域施

設、係留施設、輸

送施設、及び漁港

施設用地の整備 

 

 

 

 

 別紙８（水産物供給基盤整備事業に係る運

用）第２の２（１）の工種(1)から(5)に規定す

る施設の整備。 

 

 

 

 

 

 

５ 

漁 

場 

造 

成 

 

魚礁、増殖場、及

び養殖場の整備 

 

 

 

 

 別紙８（水産物供給基盤整備事業に係る運

用）第２の２（１）の工種(6)から(8)に規定す

る施設の整備。 

 ただし、増殖場及び養殖場の整備について、

漁港に近接した施設を整備するものについて

は、計画事業規模３億円を超えるものを交付金

の交付対象とする。 

 

６

水

域

環

境

保

全

創

造 

 

 

 

水域環境保全 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

効用の低下している漁場の生産力の回復及び水

産資源の生息場の環境改善を図るため、又は漁

場と連接する水域等において漁場への悪影響を

未然に防止するために行う堆積物の除去、放置

座礁船の処理、底質改善、作れい、海水交流施

設の設置、着定基質の設置並びにこれらに関連

する施設の設置及び漁港区域内における水質の

保全等水域の環境保全のために実施する水質底

質改善施設、漁港浄化施設及び廃油処理施設の

整備、清掃船（付属機械を含む。）の建造、購



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
入又は補修並びに廃船の処理 

ただし、漁港区域内における水質の保全等水域

の環境保全のための事業については、計画事業

規模３億円を超えるものを交付金の交付対象と

する。 

 

７

漁

港

環

境

施

設

整

備 

 

緑地、防災施設、

その他施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分１で規定する(1)から(4)までを対象とす

る。 

  ただし、用地造成を伴わない整備については、

計画事業規模３億円を超えるものを交付金の交

付対象とする。 

 

 

 

 

 

 

８

漁

業

集

落

環

境 

 

 

 

漁業集落道整備、

水産飲雑用水施設

整備、漁業集落排

水施設整備、防災

安全施設整備、緑

地・広場施設整

備、土地利用高度

化再編整備、地域

資源利活用基盤施

設整備及び用地整

備 

 

区分２の(1)から(4)まで及び３の(1)から(5)ま

でを対象とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 

地

域

創

造

型

整

備 

 

地域創造型整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

漁村再生計画に定める目標及び指標の達成に必

要であり、事業実施主体の提案する地域の創造

力を活かした整備（区分４から８までの総事業

費の10％以内）とする。 

 

 

 

 



 

市町村等事業推進 

 

 

 

市町村が行う漁村再生交付金事業に対する円滑

な実施に関する都道府県の支援業務とする。 

 

 （２）機能保全対策等 

上記事業メニューのうち機能保全対策（機能診断、機能保全計画の

策定及び機能保全計画に基づいた保全工事）を実施できるものは、次

に掲げるものとする。 

ア 漁港環境整備事業のうち緑地、防災施設及び用地 

イ 漁業集落環境整備事業のうち漁業集落排水施設、水産飲雑用水施

設、漁業集落道、防災安全施設、緑地・広場施設及び用地 

 なお、緑地・広場施設整備及び用地整備において、機能保全対策及

び機能強化を実施することが出来るものは、災害時において避難若し

くは緊急物資の一時保管場所等に利用される用地（地域防災計画等に

おいて定められたもの。）又は漁業集落排水施設用地に限るものとす

る。 

 

 ３ 事業主体 

   この事業の事業実施主体は、都道府県又は市町村とする。 

 

第３ 事業の対象 

 １ 漁港環境整備事業 

   この事業の対象は次の要件のいずれにも該当する漁港とする。 

  (1) 漁港及び漁場の整備等に関する法律第６条の規定により指定された

漁港区域内の漁港施設用地等において実施するものであって、この事

業によって造成された施設を、原則として、漁港管理者が管理運営す

るもの。 

  (2) この事業の実施につき、漁業者その他住民、市町村及び漁業団体等

の意欲が高い地区であること。 

  (3) 全体計画面積について、2,500㎡以上であること。ただし、第１種

漁港及び第２種漁港については1,200㎡以上とする。 

  (4) 当該事業の整備対象となる計画面積は、第２の２に掲げる漁港環境

整備の施設を利用すると見込まれる人数（一日平均の当該施設利用者

人数）で除した場合に、原則、計画利用者人数一人につき15㎡以下の

面積となる場合に限るものとする。また、地域における防災対策上、

災害時に機能を発揮する施設で、その構造、配置等が避難行動等を阻

害しないものであること。 



  (5) 総事業費が5,000万円以上であること。ただし、用地造成を伴わな

い整備については、計画事業規模３億円を超えるものとする。 

  (6) 第２の２の(1)に掲げる防災施設及び用地整備で機能診断、機能保

全計画策定及び保全工事のみを実施する場合は、5,000万円未満のも

のも実施できることとする。 

 

 ２  漁業集落環境整備事業 

  (1) この事業の対象となる集落は、次の要件のいずれかに該当する漁業

集落であって、この事業の実施につき、漁業者又はその他住民、市町

村及び漁業団体等の意欲が高いものとする。 

   ア  漁業依存度（対象集落における総生産額に対する漁業生産額（水

産加工業を含める。）の割合とする。）又は漁家比率が第１位の漁

業集落であること。なお、過去３年間で交流人口が増加している漁

業集落については、漁業依存度の算出時、漁業生産額に交流人口増

加に寄与する取組に係る生産額を加算できるものとする（交流人口

増加に寄与する取組に係る生産額とは、①漁業体験における売上額、

②農泊（渚泊）による売上額、③水産直売所の売上額、④集落内に

ある地域水産物を提供する食堂の売上額、⑤国内外の観光客におけ

る漁村のツアー売上額の総計（ただし、すでに計上されている漁業

生産額を除く。）とする）。 

     ただし、資源回復計画作成要領（平成14年3月28日付け13水管第

3882号水産庁長官通知）又は資源管理指針・計画作成要領（平成23

年３月29日付け22水管第2354号水産庁長官通知）に基づき、漁獲努

力量削減実施計画又は資源管理計画を策定し、さらに、資源管理協

定（漁業法等の一部を改正する等の法律（平成30年法律第95号）第

１条の規定による改正後の漁業法（昭和20年法律第267号）第124条

に基づき農林水産大臣又は都道府県知事の認定を受けたものをい

う。）に令和５年度までに移行する又は移行した漁業団体の地区に

ある漁業集落については、当該計画策定時に漁業依存度又は漁家比

率が第１位であったものも対象とする。 

     また、漁港及び漁場の整備等に関する法律第６条の規定により指

定された漁港の背後以外に位置する漁業集落は、漁業集落排水施設

の整備を実施する場合に限り対象とする。なお、この場合には都道

府県関係部局、関係市町村との調整を了し、漁場等水域環境の保全、

漁業集落の生活環境の改善の面から緊急性が認められる場合に限り

実施するものとする。 



   イ  第２の１の(2)のアの(ｱ)に掲げる漁業集落排水施設のみを整備す

る場合には、漁港及び漁場の整備等に関する法律第６条の規定によ

り指定された漁港の背後（以下この別紙においては「漁港背後」と

いう。）に位置し、次のいずれかに該当する集落とする。 

    (ｱ) 水質汚濁防止法（昭和45年法律第138号）第３条の規定により

定められた排水基準を定める省令（昭和46年総理府令第35号）別

表第２の備考６及び７の規定に基づき環境大臣が定める湖沼及び

海域で、かつ、漁業が営まれる水域に面する集落 

    (ｲ) 漁業災害補償法（昭和39年法律第158号）第123条第２項ただし

書きの規定に基づき異常な赤潮による養殖損害をてん補すること

が可能な水域に面する漁業集落（ただし、事業採択年度の直近５

箇年間に赤潮が発生した海域に面する漁業集落、又は、水質汚濁

に係る環境基準について（昭和46年環境庁告示第59号）別表２の

２のアのＡ類型に係る基準値及び同イのⅡ類型に係る基準値を達

成していない水域に面する漁業集落に限る。） 

   ウ 第２の１の(2)のイの（ア）、（ウ）及び（オ）のみを整備する場

合には、漁港背後に位置し、次のいずれかに該当する集落とする。 

    (ｱ) 大規模地震対策特別措置法（昭和53年法律第73号）第３条の規

定により指定された地震防災対策強化地域に立地する集落 

    (ｲ) 南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法

（平成14年法律第92号）第３条の規定により指定された南海トラ

フ地震防災対策推進地域に立地する集落 

    (ｳ) 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進

に関する特別措置法（平成16年法律第27号）第３条の規定により

指定された日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域

に立地する集落 

   エ 第２の１の(2)のイの(ｳ)に掲げる緑地・広場施設のうち計画避難

人数一人につき１㎡以上の所要の面積の津波避難地を整備する場合

は、次のいずれかに該当する集落とする。 

    (ｱ) 南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法

（平成14年法律第92号）第10条の規定により指定された南海トラ

フ地震津波避難対策特別強化地域に立地する集落 

    (ｲ) 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進

に関する特別措置法（平成16年法律第27号）第９条の規定により

指定された日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震津波避難対策特別

強化地域に立地する集落 



    (ｳ) 過去に津波被害を受けたことがある又は今後受けるおそれがあ

る地域にあって、当該地域への津波の浸水想定が30分以内に30㎝

以上の浸水深である等、避難対策の必要性が高い地域に立地する

集落 

  (2) 対象集落の規模は、人口が300人以上5,000人以下（漁業集落排水施

設整備並びに（１）のウの(ｲ)又は(ｳ)の集落のうち（１）のアを満た

す漁業集落において行う津波から避難するための漁業集落道、緑地・

広場施設及び用地整備については、100人以上5,000人以下）の規模で

あることとする。一定以上の漁業活動が行われている漁港（水産物供

給基盤整備事業等実施要領の運用について（平成13年３月30日付け12

水港第4541号水産庁長官通知）第１の３の（２）のアの（イ）のうち

第1種若しくは第２種漁港にあってはa、b又はcの要件のいずれかを満

たす漁港又は３種若しくは第４種漁港）背後の漁業集落における漁業

集落排水施設（広域化・共同化計画に基づき、広域化・共同化に取り

組んでいるものに限る。）を整備する場合においては、この限りでは

ない。 

また、次に掲げる地域のいずれかの地域内については、人口が50人 

以上5,000人以下の規模の漁業集落であること。 

   ア  離島振興法（昭和28年法律第72号）に規定する離島振興対策実施

地域 

   イ  辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に

関する法律（昭和37年法律第88号）に規定する辺地を包括する市町

村 

   ウ  山村振興法（昭和40年法律第64号）に規定する振興山村 

   エ 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律

第19号）第２条第１項（同法第43条の規定により読み替えて適用す

る場合を含む。）に規定する過疎地域（同法第３条第１項若しくは

第２項（これらの規定を同法第43条の規定により読み替えて適用す

る場合を含む。）、第41条第１項若しくは第２項（同条第３項の規

定により準用する場合を含む。）、第42条又は第44条第４項の規定

により過疎地域とみなされる区域を含み、令和３年度から令和８年

度までの間に限り、同法附則第５条第１項に規定する特定市町村

（同法附則第６条第１項、第７条第１項及び第８条第１項の規定に

より特定市町村の区域とみなされる区域を含む。）を、令和３年度

から令和９年度までの間に限り、同法附則第５条第１項に規定する

特別特定市町村（同法附則第６条第２項、第７条第２項及び第８条



第２項の規定により特別特定市町村の区域とみなされる区域を含

む。）を含む。） 

   オ 奄美群島振興開発特別措置法（昭和29年法律第189号）に規定する

奄美群島 

  (3) 第２の１の(2)のアの(ｱ)に掲げる漁業集落排水施設整備については、

(1)のア又はイに定める漁業集落（以下この別紙においては「基本集

落」という。）において、基本集落以外の集落を対象として、当該施

設整備を実施することにより、漁港及び周辺水域の水質保全がより効

率的に図られると認められる場合に一体的に整備することができる。

ただし、原則として基本集落の規模を上回らない次のいずれかに該当

する集落であることとする。 

   ア 基本集落に近接した集落 

   イ 基本集落と一連の沿岸域に位置し、漁協が同一又は漁業生産活動

が密接な関係にあり、(1)のア及び(2)の要件の全てに該当する漁業

集落 

  (4) 第２の１の(2)のアの(ｱ)に掲げる漁業集落排水施設、第２の１の

(2)のアの(ｲ)に掲げる水産飲雑用水施設又は第１の１の(2)のイに掲

げる防災関連施設の整備を同一市町村の複数の漁業集落で一体的に行

うことにより広域的な減災力の強化が図られると認められる場合は、

これを１事業として実施することができるものとする。ただし、第２

の３で定める事業主体が災害に強い漁業地域づくり事業実施要領（平

成７年４月１日付け７水港第1070号農林水産事務次官依命通知）第５

に掲げる事業基本計画を作成する場合であって、当該複数集落がそれ

ぞれ(1)から(3)に該当する集落である場合に限るものとする。 

  (5) この事業の総事業費は3,000万円以上とする。ただし、漁業集落環

境整備において(4)に該当する場合は以下の事業費以上とする。 

    事業費（万円）＝3,000＋1,500×（漁業集落数（漁業集落数が４を

超える場合は４とする。）－１） 

  (6) 第２の１の(2)のアの(ｱ)に掲げる漁業集落排水施設整備及び(ｲ)に

掲げる水産飲雑用水施設整備で機能診断と機能保全計画策定のみの場

合は3,000万円未満のものも実施できることとする。 

 また、保全工事のみを実施する場合の総事業費は、250万円以上と

する。 

 ただし第３の２の(2)に掲げる地域のいずれかの地域内で保全工事

のみを実施する場合の総事業費は、150万円以上とする。 

  (7) 第２の１の(2)のアの(ｴ)及びイの(ｵ)に掲げる用地整備、イの(ｱ)に



掲げる漁業集落道整備並びにイの(ｲ)に掲げる防災安全施設整備で機

能診断と機能保全計画策定及び保全工事のみの場合は、3,000万円未

満のものも実施できることとする。 

  (8) 第２の１の(2)のアの(ｱ)に掲げる漁業集落排水施設の整備又は改築

にあっては、コスト縮減や経営改善に資するPFI等の民間活用、公営

企業会計の適用を検討するものとする。 

 ３ 漁村再生交付金事業 

  (1) 事業主体は、この事業で達成すべき目標及び達成状況を客観的に評

価できる指標及び事業計画を定めた漁村再生計画を策定するものとする。

ただし、都道府県及び市町村が共同で策定する場合にあっては、都道府

県知事が当該市町村長の意見を聴取し漁村再生計画を策定するものとす

る。 

  (2) 漁村再生計画を作成するに当たっては、関係機関、施設の予定管理

者等と協議調整を図るとともに、漁業者を含めた地域住民、水産業協同

組合、水産物の流通業者等により構成される協議会その他これに準ずる

組織を設置し、地域の関係者の意向を十分反映するものとする。 

  (3) 漁村再生計画の計画期間はおおむね６箇年以内とする。 

  (4) この事業の対象は、漁港及び漁場の整備等に関する法律第６条の規

定により指定された漁港及びその背後の漁業集落並びにこれらの周辺の

漁場において実施するものとする。 

  (5) この事業の総事業費は100百万円以上2,000百万円以下とする。ただ

し、漁村再生計画において定住人口又は交流人口を10％以上向上させる

ことを指標として設定した地区のうち、既設の改良（漁港施設整備、漁

場造成、漁港環境施設整備及び漁業集落環境整備に係るものに限る。）

を行う場合の事業費は、50百万円以上とする。また、都道府県が行う漁

港及び漁場施設の整備に係る全体事業費は500百万円以下とし、市町村

が行う漁港の整備に係る全体事業費は1,200百万円以下とする。 

 

第４ 事業の実施等 

 １ 事業計画書の提出 

  (1) 事業実施要綱第３に規定する農山漁村地域整備計画に基づき本事業

を実施する場合は、以下のとおり、事業計画書を作成し、水産庁長官

に提出（別記参考様式別紙10第１号）するものとする。 

   ア 都道府県知事は、この事業を実施しようとする場合には、関係市

町村長の意見を聴取し、当該事業に係る事業計画を策定し、事業計

画書を水産庁長官に提出するものとする。 



   イ 市町村長は、この事業を実施しようとする場合には、関係都道府

県知事と協議し、当該事業に係る事業計画を策定し、都道府県知事

に提出するものとする。都道府県知事は当該事業計画書を水産庁長

官に提出するものとする。 

 ２ 事業計画書の様式 

   １の事業計画書の様式は次のとおりとし、第２の１の(１)における様

式は(１)及び(２)、第２の１の(２)における様式は(３)及び(４)、第２

の１の(３)における様式は(５)及び(６)とする。 

  (1) 漁港漁村環境整備(漁港環境整備)事業計画書（別記参考様式別紙10

第２号） 

  (2) 漁港概要表（別記参考様式別紙10第３号） 

  (3) 漁港漁村環境整備(漁業集落環境整備)事業計画書（別記参考様式別

紙10第４号） 

  (4) 漁港漁村環境整備(漁業集落環境整備)事業計画地区概況表（別記参

考様式別紙10第５号） 

  (5) 漁港漁村環境整備(漁村再生交付金事業)事業計画書（別記参考様式

別紙10第６号） 

  (6) 漁港漁村環境整備(漁村再生交付金事業)事業計画地区概況表（別記

参考様式別紙10第７号） 

 ３ 事業計画の変更 

   事業計画の重要な部分の変更は、次に掲げる場合とし、その変更は１

の手続きに準じて行うものとする。 

  (1)  第２の工種の新設及び廃止 

  (2)  総事業費の変更であって20％以上の増減（労賃又は物価の変動によ

るものは除く。）ただし、漁村再生交付金事業については第３の３の

(5)で規定する上限額を超えてはならない。 

  (3)  その他主要な工事の著しい変更 

 ４ 変更の手続き 

   事業計画書及び年度別事業計画書を変更しようとする場合には、１及

び２の手続に準じて行うものとする。 

 ５ 年度別事業計画書 

  (1) 年度別事業計画書の作成及び提出 

    １の(1)の規定に準じて、事業の実施に際し、事業地区ごとに毎年度

の事業計画書を作成すること。また、水産庁長官は必要に応じて都道

府県知事に報告（別記参考様式別紙10第８号）を求めるものとする。 

  (2) 年度別事業計画書の内容（別記参考様式別紙10第９号） 



    年度別事業計画書は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

   ア 計画内容 

   イ 計画内容を示す図面及び写真 

   ウ その他事業の実施に当たって参考となる事項 

 

第５ 助成 

 １ 国は、第４の５の年度別事業計画書の事業に要する経費について、予

算の範囲内において都道府県に対して助成するものとする。ただし、市町

村等事業推進に要する経費にあっては、水産基盤整備事業、海岸整備事業、

汚水処理施設整備交付金及び港整備交付金の事務要領（平成13年4月13日

付け12水港第4525号水産庁長官通知）の第２の３の（２）の内容のうち事

業実施主体の運営に必要な人件費、貸借料その他経常的な経費への充当を

目的とする内容を除いたものに限り、同第２の３の（３）に準じて算定し

た額を上限とする。 

 ２ 対象経費 

 （１） 工事費 

  （ア） 本工事費 

  （イ） 附帯工事費 

  （ウ） 船舶及び機械器具費 

  （エ） 測量及び試験費 

  （オ） 用地及び補償費 

 （２） 地域創造型整備の実施に要する経費 

 （３） 市町村等事業推進 

 

第６ 施設の管理、運営 

   第２の１の(1)における漁港管理者及びに第２の１の(2)、(3)における

施設の事業主体は、関係法令の定めるところに従い、当該施設が十分にそ

の機能を発揮するよう適正な管理、運営に努めるものとする。 

 

第７ その他 

 １ 「農山漁村高齢者対策の実施について」（平成8年5月10日付け8農産第

2956号農林水産省農産園芸局長、農林水産省構造改善局長、林野庁長官、

水産庁長官通知）に基づく市町村農山漁村地域高齢者ビジョンが策定され

ている市町村において本事業における漁業集落環境整備を実施する場合に

は、同ビジョンに十分に配慮するものとする。 

 ２  本事業の実施に当たっては、事業の種類、内容等に即して農山漁村の



男女共同参画社会の着実な形成を図るために「男女共同参画推進指針」

（平成11年11月1日付け11農産第6825号）に基づく女性対策の着実な推進

に配慮するものとする。 

 ３ この運用に定めるもののほか、漁港漁村環境整備事業の実施について

必要な事項は、水産庁長官が別に定めるものとする。 

 

第８ 経過措置 

１ 地域自主戦略交付金交付要綱（農山漁村地域整備に関する事業、農山

漁村活性化対策整備に関する事業、農業・食品産業強化対策整備に関す

る事業、水産業強化対策整備に関する事業、森林整備・林業等振興整備

に関する事業）（平成 22 年４月１日付け 22 農振第 2185 号農林水産事務

次官依命通知）別表１の１の(3)のウに基づき実施してきた地区であっ

て、平成 24 年度以降も本交付金により継続して事業を実施する地区につ

いては、本事業へ移行されたものとみなす。 

２ 地域自主戦略交付金交付要綱（農山漁村地域整備に関する事業、農山

漁村活性化対策整備に関する事業、農業・食品産業強化対策整備に関す

る事業、水産業強化対策整備に関する事業、森林整備・林業等振興整備

に関する事業）別紙 31 の第３の規定に基づいて、平成 24 年度以降にお

ける事業実施に必要な資料の提出を行っている地区については、本要領

に基づき事業実施に必要な資料の提出がされたものとみなす。 
 

３ 農山漁村地域整備交付金実施要領の一部改正について（平成30年３月

30日付け29生畜第1501号農林水産省生産局長通知・29農振第2962号農林水

産省農村振興局長通知・29林整計第579号林野庁長官通知・29水港第3354

号水産庁長官通知）による改正前の農山漁村地域整備交付金実施要領（平

成22年4月１日付け21生畜第2045号農林水産省生産局長通知・21農振第

2454号農林水産省農村振興局長通知・21林整計第336号林野庁長官通知・

21水港第2724号水産庁長官通知）別紙21（漁港漁村環境整備事業に係る運

用）に基づき実施してきた地区であって、平成30年度以降、継続して本交

付金にて漁港環境施設に係る事業を実施する地区については、なお従前の

例による。 



（別記参考様式別紙10第１号） 

 

番 号 

年月日 

  水産庁長官  殿 

都道府県知事 

 

事業計画書の提出 

 

 農山漁村地域整備交付金実施要領別紙10漁港漁村環境整備事業に係る運用

の第４の１の（１）の規定により、下記の農山漁村地域整備計画地区に係る

交付対象事業について、別紙のとおり提出します。 

 

記 

 

１．農山漁村地域整備計画地区名： ○○地区 

 

２．交付対象事業名 

  ・△△事業 

  ・××事業 

  ・◇◇事業 

 

 

※別紙とは、農山漁村地域整備交付金実施要領別紙10漁港漁村環境整備事

業に係る運用第４の２に規定する事業計画書（別記参考様式別紙10第２

～７号） 



（別記参考様式別紙10第２号） 

 

漁港漁村環境整備(漁港環境整備)事業計画書 

 

 １ 事業の目的 

 

 ２ 農山漁村地域整備計画の目標と事業計画との整合性 

 

 ３ 計画の内容 

 

事 業 種 目 

 

細  目 

 

規  模 

 

事 業 費 

 

整備期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※  事業費は千円単位 

  ※  事業種目については、実施要領別紙10第２の２における工種名を記載

のこと。 

  ※  細目については、樹木、屋外拡声装置等の具体的な施設名を記入のこ

と。 

 

 ４ 添付資料 

   (1)所在地及び位置図 

   (2)計画平面図 

   (3)漁港及び漁港周辺の写真



 
 

（別記参考様式別紙10第３号） 

漁 港 概 要 表 
 

都道府県名

漁港の概要

漁 

漁港名 

 

計 ～３ｔ 

種別 

 

３～５ｔ 

所在地 

 

５～10ｔ 

 

 
10ｔ～ 

事業主体 

 

属 人 属 地 

管理者 

 

主な漁業種類 

着手年度 

船 利用漁船
数 登録漁船 

隻 隻 隻 

隻 隻 隻 

隻 隻 陸 揚 量 ｔ ｔ 

隻 隻 陸揚金額 ｔ ｔ 
面 積 

漁 港 施 設 用 地 ㎡ 
漁 港 関 連 施 設  用 地 ㎡ 
そ の 他 の 漁 港 関 係 用 地  ㎡

地 

緑地面積 

㎡ 

㎡ 

㎡

区 

漁港の美化への取り組み状況 

 

 

 

の 概 要 

地   区   人  口陸

上漁港利用者数漁 業 

組 合 員 数 

人 地 区 内 の 公 園

人 海   水    浴 場

人 

ヶ所 ㎡ 

ヶ所 ㎡ 

地球の環境改善への取り組み状況 

漁港環境整備事業の概要 

＊施設内容、全体計画面積等 

（全体計画面積○○○㎡うち緑化面積○○○㎡） 

 

 

整備後の利用計画 

環境整備事業の必要理由・漁港関係者、住民の要望等 

＊改善しなければならない現状及び、改善のため必要な整

備、それによっての効果、漁港関係者・住民の地区の環

境整備に対する要望についてのアンケート結果等具体的

に記入のこと。 

維持管理の計画 

計画面積の根拠 

＊通常の漁港関係者の利用のほか、ゲートボール大会や年間を通じての祭り、 

イベント及び年当たりの利用人数の見通し等を記載。 

 

 

 

漁 港 整 備 計 画 その他の事業計画 過去における環境関係事業の実績 
事 業 名 事 業 名  

事 業 概 要 事 業 概 要  
 （災害に強い漁業地域づくり事業の実施漁 
 港は概要を記入のこと。） 
  
   



（別記参考様式別紙10第４号） 
漁港漁村環境整備(漁業集落環境整備)事業計画書 

都道府県名  地区名  所在地  事業主体  実施希望年度  
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１ 漁業集落の概況 

 

 

 
 
 Ｂ 
 
 事  
 
 業  
 
 構  
 
 想  
 
 に  
 
 関  
 
 す  
 
 る  
 
 事  
 
 項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 漁業集落の将来像 

 

 

 ２ 漁業の現状 

 

 ２ 漁業振興の構想 

 

 

 

 

 

３ 漁港整備の現状 

 

 

４ 環境整備の現状 

 

 

３ 漁港整備の構想 

 

 

 ５ 社会組織と地域活動の現状 

 

 ４ 環境整備の構想 

 

 

 

 

 

６ 住民の意向 

 

 

７ その他特記すべき事項 

 

 

５ 社会組織と地域活動の構想 

 

 

 ８ 漁業集落の問題点 

 

 

 

 

６ その他必要な事項 
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１ 農山漁村地域整備計画の目標と事業計画との整合性 

 

２ 環境基盤の整備                                  （千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     事  業  種  目 事業細目  数 量 事業費 整備期間                       整  備  方  針  等 
(1)漁業集落道整備       ～  

(2)水産飲雑用水施設整備       ～  

(3)漁業集落排水施設整備       ～   

(4)防災安全施設整備       ～  

(5)緑地・広場施設整備       ～  

(6)土地利用高度化再編整備       ～  

(7)地域資源利活用基盤施設整備       ～  

(8)用地整備       ～  

(9)特認事業       ～  

              計      

３  管理予定者及び管理方法 
 

  

Ｄ 

付 

属 

資 

料
（
別
添
） 

 
   (1)別記参考様式別紙10第４号の１～３ 
  注）必要な様式のみ添付のこと 
 （2）所在地及び位置図 
   (2)計画平面図、詳細平面図 
   (3)その他、説明に必要な写真 

 

 

 

 

 

 

４  費用の負担方法 
 
５  資金計画 
 
６  上位計画及び関連計画 
   （ただし、漁港整備事業は除く） 

 

 

 

 

  注：○  ２ 環境基盤の整備中の①事業細目は 
           (1)漁業集落道整備では、○号集落道等 
           (2)水産飲雑用水施設整備では、取水、貯水、導水、浄水、送水、配水等 
           (3)漁業集落排水施設整備では、処理施設、管路施設、ポンプ施設等 
           (4)防災安全施設では、土砂崩壊防止施設、防風・防雪施設、水路防護施設、照明施設、防火施設等 
           (5)緑地・広場施設整備では、樹木、休憩所、附帯施設等 
           (6)土地利用高度化再編整備では、土地再編整理施設、地下収容施設、移転用地整備等 
           (7)地域資源利活用基盤施設整備では、消雪施設、堆肥化施設等 
           (8)用地整備では、共同利用施設用地、廃棄物処理施設用地、排水処理施設用地、住宅代替用地等の別を種分けし記載すること。 
      ○整備方針については事業種目ごとの必要性がわかるように記載すること。 
 
 



 〔記載要領〕 

Ａ 漁業集落の現況に関する事項 

○計画策定の前段階として、過去のすう勢をふまえ、対象集落の現状と問題点、その要因及び地域特性について明らかにする。 

Ａ－１ 漁業集落の概況 

(1) 位置と交通条件 

市町村における当該集落の位置、市町村中心地区、D.I.D地区からの交通条件などについて記述する。 

(2) 漁業集落の範囲 

当該集落と市町村、行政区、字界区等との関係、面積及び集落範囲設定の理由について記述する。 

(3) 人口、世帯の現状 

人口、世帯数などの推移と現状について記述する。 

(4) 地区産業の現状 

部門別の生産規模、集落構成員の就業構造など地区産業の現状、特性、問題点について記述する。 

(5) 地勢の現状と集落の形態 

集落の土地形状、集落の形状、密度などについて記述する。 

Ａ－２ 

(1) 漁家と漁業形態 

漁業種類、漁場、漁期、漁労形態などの漁業形態、それに対応する漁家の階層、専兼の形態、漁業者の年令と後継者の有無などについて
記述する。 

(2) 漁業生産量の推移 

漁業種類別、漁種別に漁業生産量の推移について記述する。 

(3) 漁船の動向 

漁船規模別の漁船隻数、総トン数の推移について記述する。 

(4) 水産物流通加工の現状 

水産物の陸揚地別陸揚量の推移、出荷配分、地元加工など流通加工の現状について記述する。 

(5) 漁家生活の現状 

漁業者の生活時間、労働、婦人、老人、子供などの漁業生産における役割漁業労働に伴う健康問題など漁家生活の現状について記述する。 

Ａ－３ 漁港整備の現状 

(1) 漁港整備の経緯と現状 

年度別に漁港整備の経緯と現状（充足度など）について記述する。 

(2) 漁港利用の現状 

漁港利用の現状について記述する。 

(3) 水産関連施設整備の現状について記述する。 

Ａ－４ 環境整備の現状 

(1) 道路交通の現状 

道路の整備状況、交通の現状について記述する。現状分析については以下の点に留意する。 

① 道路の構成段階はどうなっているか。混乱していないか。 

※一般的な構成段階 



主要幹線道路（通過交通道路）－漁港関連道、連絡道路－集落内幹線道路－臨港道路－集落内道路－生活道路（露路など） 

② 主要幹線道と集落、漁港の連絡利便性はどうか。 

③ 集落と漁港の連絡利便性はどうか。 

④ 公共サービス（ゴミ、し尿収集、消防、救急など）が十分に機能できる配置になっているか、幅員は十分か。 

⑤ 公共、公益施設、商店などの連絡などはどうなっているか。 

⑥ 住民はどの程度車を所有し、利用しているか。 

⑦ 道路は車両の通行以外にどのように利用されているか。（通学路、買物路、祭、漁業作業、子供の遊び場など） 

⑧ 通過交通量はどうか。交通事故の危険はないか。 

⑨ 騒音、振動、ほこりなどの車公害はでていないか。 

⑩ 道路が路面浸水することがないか。 

⑪ 転落、落石、崩壊などの危険な箇所はないか。 

⑫ くらくて危険な箇所はないか。 

⑬ 駐車はどこにしているのか。駐車場は不足していないか。 

⑭ 積雪時の通行はどうか。 

⑮ 道路の景観はどうか。（街路樹、垣根などがあるか） 

⑯ 道路の管理は十分におこなわれているか。どぶさらい、清掃など住民による管理作業がなされているか。 

(2) 飲・雑用水の供給の現状 

水道施設の整備状況などについて記述する。現状分析については以下の点に留意する。 

① 飲料水は何を使用しているか。 

② 水産用水は何を使用しているか。 

③ 使用水量は十分か。 

④ 水量不足の期間はいつか。またその原因は何か。 

⑤ 水質は良いか。悪い場合の原因は何か。 

⑥ 今後の水産業振興計画に対応して、水量を確保できるか。 

(3) 排水、廃棄物処理の現状 

排水状況、家庭水産雑排水の排水処理状況、し尿処理状況、家庭ゴミ、水産廃棄物の処理状況、漁港・漁場の汚染状況などについて記述
する。現状分析については以下の点について留意する。 

① 雨水排除はスムーズにおこなわれているか。 

② 家庭雑排水、水産排水の処理方法はどうなっているのか。 

③ し尿処理の方法はどうなっているのか。個人処理の場合、畑地還元などの方法は今後も可能か。 

④ ゴミの分別収集はなされているか。 

⑤ ゴミの収集回数は十分か。 

⑥ 水産廃棄物の種類は何か。またその処理方法はどうなっているか。 

⑦ ゴミ、し尿などの不法投棄はなされていないか。 

⑧ 環境衛生上の問題はおきていないか。 

⑨ 漁港が汚染し、機能（漁獲物鮮度の低下、漁船耐用年数の低下、悪臭など）が低下していないか。 

⑩ 漁場が汚染され、魚貝類に影響がでていないか。 



⑪ 漁港・海岸の清掃がおこなわれれているか。地域住民の参加はあるか。 

⑫ 合成洗剤などの影響がでていないか。 

(4) 防災、消防の現状 

自然防災、消防施設の整備状況、体制などについて記述する。現状分析については以下の点に留意する。 

① 洪水、地すべり、津波高潮、雪崩などの自然災害の危険はないか。整備は十分になされているか。 

② 初期消火体制（とくに海上作業時）のしくみができているか。 

③ 消防車の活動に支障のある区域はないか。 

④ 消防ポンプ、防火水槽、消火栓などの整備状況は基準を満たしているか。 

⑤ 防火区画のような空地、緑地はあるか。 

⑥ 自然災害、火災時の避難場所はあるか。 

(5) 緑地・広場の現状 

緑地・広場施設の整備状況について記述する。現状分析については以下の点について留意する。 

① 漁業集落住民がレクリエーション等をするのに十分な広場や施設はあるか。 

② 子供が安全に遊ぶことができる広場はあるか。 

③ 火災時の延焼の防止及び津波等の緩衝のための緑地並びに住民の避難場になり得る広場はあるか。 

④ 飛潮や飛砂から集落の環境を保全する緑地の整備はなされているか。 

(6) 地域資源の現状 

対象となる地域資源及びその活用方法等について記述する。現状分析について以下の点に留意する。 

① 漁業集落道、公共施設の消雪対策はどのように行っているか。 

② 消雪対策に利活用が可能な温水や地下水は十分にあるか。 

③ 汚泥の発生状況及びその処理については現在どうしているのか。 

④ 漁業活動において発生する水産副産物の発生状況及びその見通しはどうであるか。 

(7) 土地利用の現状 

土地利用の現状について記述する。現状分析については以下の点について留意する。 

① 住宅（用地）の需要は大きいか。またその要因（世帯分離、借家・間取りの解消、遠距離地居住者の移転など）は何か。 

② 住宅の拡張、新設用地はあるか。 

③ 公共・公益施設、漁業近代化施設などの施設用地は十分か。その新設・拡張用地はあるか。 

④ 土地利用の混在による問題（騒音、臭気、火災危険、交通事故危険など）はないか。 

⑤ 漁港周辺用地の土地利用は集落の“核”として十二分に利用されているか。 

⑥ 公有地など利用可能の用地があるか。 

⑦ 海水浴場などの自然海岸が確保されているか。 

(8) 公共・公益施設の現状 

公共・公益施設の整備状況について記述する。現状分析については以下の点について留意する。 

① 地区の集会・研修内容、頻度など活動は活発におこなわれているか。 

② 不活発の場合、その原因は何か。 

③ 人口規模や活動状況、活動希望に見合った研修・集会施設の規模、内容が充足されているか。 

④ 施設がない場合どのように充足しているか。 



⑤ 人口規模や活動状況に見合った公園・緑地等のオープンスペースがあるか。 

⑥ 子供はどのような遊び方で、どこを利用しているか。 

⑦ 危険性はないか。 

⑧ 寺社の境内やその他の遊び場があるか。校庭は開放されているか。 

⑨ 泳げない子供はいないか。海水浴場は確保されているか。 

⑩ 労働過重などで健康に問題はないか。また、医療体制、施設の整備状況はどうか。 

⑪ 婦人の海上作業などで、子供や老人にしわよせがきていないか。そのための体制、施設（保育所、老人施設、児童施設）の整備状況は
どうか。 

⑫ その他、人口規模、生活圏、活動施設などに見合った公共・公益施設は整備されているか。 

Ａ－５ 社会組織と地域活動 

漁業関係を主とした地域社会組織の現状とこれら組織による地域活動及び施設の管理運営の状況について記述する。 

Ａ－６ 住民の意向 

地区住民の総合整備に対する意向について記述する。地区住民はおおむね次の組織等の意見をきくものとする。 

① 漁業共同組合 

② 漁協婦人部 

③ 漁協青年部 

④ 漁業研究グループ 

⑤ 部落（区）会 

⑥ 婦人会 

⑦ 青年会 

⑧ 老人会 

⑨ 生活改良普及員 

⑩ 水産改良普及員 

⑪ その他商工会、公民館など 

Ａ－７ その他特記すべき事項 

当該地区の特性等、特記すべき事項について記述する。 

Ａ－８ 漁業集落の問題点 

１～７における現状と地区住民の意向の分析の結果をふまえ、漁業集落における総合的な整備の構想を樹立するに当たってとくに留意すべき
諸点を地区の特性を配慮して記述する。 

Ｂ 漁業集落総合整備の事業構想に関する事項 

○現状分析をふまえ、漁業集落の総合的な整備の構想を明らかにする。 

○構想は当該事業に関わるものだけでなく、また問題の個別的、当面的解決だけでなく、全体の将来像について記述する。 

○構想は市町村の全体構想及び広域的な社会的、経済的関係に十分配慮すること。 

○構想の範囲は当該集落を原則とするが、整備計画区域と関係の深い地区のついても言及する。 

Ｂ－１ 漁業集落の将来像 

整備構想の前提として、地区の特性及び地区住民等の意見を配慮した集落整備の目標ともいうべき基本的方向について、おおむね10年後を見
通して記述する。 



Ｂ－２ 漁業振興の構想 

漁場整備開発、沿岸漁業構造改善、栽培漁業の振興などをふまえ、漁業振興の構想を記述する。その中で、漁業種類、生産規模、経営体、従
事者、漁場の保全と開発、流通加工、施設整備等について明らかにする。 

Ｂ－３ 漁港整備の構想 

漁業振興の構想を受けて漁港整備の構想を明らかにする。 

Ｂ－４ 環境整備の構想 

道路・交通施設整備、飲雑用水施設整備、排水処理施設整備、廃棄物処理施設整備、公共・公益施設整備、防災消防施設整備、住宅整備等に
ついて、整備の考え方、整備種目、整備手法、整備規模、管理運営の方法などの構想を明らかにする。 

また、漁港整備を含め、集落空間の整備（土地利用）構想についても明らかにする。 

Ｂ－５ 社会組織と地域活動の構想 

漁業集落を快適な環境として発展させるための、主として漁業関係組織づくりとその活動のあり方に関する方向について明らかにする。 

Ｂ－６ その他の必要な事項 

その他構想に関して必要な事項について記述する。 

Ｃ 事業計画及び実施に関する事項 

○Ｂで述べた構想を達成するために、事業の内容、範囲、優先順位、事業手法と事業量の見通し等を検討し、当該地区に係わる整備目標及び事業
計画などを明らかにする。整備計画は基本的に構想の部分的検討として位置づける。 

○事業手法の検討に際しては、漁港整備計画との関連、整合性－工事の一体性、機能の密接性、施工時期などについて留意する。また他事業との
関連について留意する。 

Ｃ－１ 農山漁村地域整備計画の目標と事業計画との整合性 

農山漁村地域整備計画との関連整合性を記載する。 

Ｃ－２ 環境基盤の整備 

(1) 漁業集落道整備 

(2) 水産飲雑用水施設整備 

(3) 漁業集落排水施設整備 

(4) 防災安全施設整備 

(5) 緑地・広場施設整備 

(6) 土地利用高度化再編整備 

(7) 地域資源利活用基盤施設整備 

(8)  用地整備 

Ｄ その他参考となる事項 



（別記参考様式別紙10第４号の１） 
 
                                             漁  業  集  落  排  水  施  設  整  備  の  計  画  概  要  表 
漁港名（地区名）  

 

都 道 府 県 名  市 町 村 名  

排水処理の現状  

 

 
 集 落  人 口 

 

 
                                       人 
                                       戸 

排水処理の必要性  計画処理対象人口 計画人口 帰省人口 施設利用人口 計    人 

      人       人           人       戸 

 
負 
 
担 
 
区 
 
分 

 事  業  費 国 都 道 府 県 市 町 村 そ の 他 受 益 者 

補 助 施 設  

 

                   ％                   ％                   ％                   ％                   ％ 

うち雨水排水  

 

     

単 独 施 設  

 

     

合    計  

 

     

 
 
 
 
 
事 
 
 
 
業 
 
 
 
費 

          工    事           数     量           事   業   費       事  業  主  体 
 

 
 
補 
 
助 
 
施 
 
設 

 処   理   施   設  

 

  

  管  路    施  設  

 

  

  ポ ン プ  施  設  

 

  

  そ    の       他   

 

  

  小        計  

 

  

 単  独  施  設（ａ）  

 

  

計   （ｂ）  

 

  

 



維 
 
持 
 
管 
 
理 
 
費 

 

 

     維 持 管 理 主 体       維 持 管 理 費               維 持 管 理 費 の 算 定 方 法 

  補 助 施 設  

 

                     円／年  

 

 

 

（うち雨水排水）  

 

                      円／年 

  単  独  施  設  

 

                      円／年 

  合          計  

 

                      円／年 

 
処 
 
理 
 
施 
 
設 
 
の 
 
概 
 
要 

処 理 施 設 名      敷  地     面  積      処  理  方  式                   放    流    先 

  

 

  

 計画処理対象人口 

 

                                         計   画    流   入   水   質 

     Ｂ  Ｏ  Ｄ        Ｓ  Ｓ     Ｔ  －  Ｎ     Ｔ  －  Ｐ     そ  の  他 

               人 
               戸 

               ｍｇ／Ｌ                ｍｇ／Ｌ               ｍｇ／Ｌ                ｍｇ／Ｌ  

計画日間最大汚水
量 

                                         計   画    放   流   水   質 

     Ｂ  Ｏ  Ｄ        Ｓ  Ｓ     Ｔ  －  Ｎ     Ｔ  －  Ｐ     そ  の  他 

          ｍ３／日 
 

               ｍｇ／Ｌ                ｍｇ／Ｌ               ｍｇ／Ｌ                ｍｇ／Ｌ  

 
 
資  
 
金  
 
計  
 
画 

                    補      助      残                    非       補       助 

 

 

         単   独   分     家  庭  内  設  備 

 

 

 

   受 益 者 
   負   担 

             建      設              費            維   持   管   理   費 

                                                   
円／戸 

                                                          円／戸 

備 
 
考 

（ａ）／（ｂ）×１００％＝ 

※排水処理の必要性欄は、漁港機能、漁業生産、生活環境面への被害状況等を記入すること。 



（別記参考様式別紙10第４号の２） 

漁港漁村環境整備(漁業集落環境整備)事業(改築/機能保全工事)の概要 
（漁業集落排水施設及び水産飲雑用水施設） 

  都道府県名  
 

【事業工程】 （金額単位：千円） 

漁 港 名 地 区 名 種別 事業主体 改築/保全工事事業費 細 目 年度事業費 年度事業費 年度事業費 

         

    

    

合 計 
   

【既設施設について】 

着工年度 完成年度 施設の概要 供用開始年度 施設管理者 過去の補修状況及び事業費 老朽化の状況 

       

【記入要領】 

下記の施設の改築の対象となる機械及び装置等とは、次のとおりである。 

＜漁業集落排水施設＞ ＜水産飲雑用水施設＞ 

①スクリーン、脱水機、沈砂槽その他汚水の前処理に必要な設備 ①計測設備 

②その他の汚水処理施設設備 ②沈殿材注入設備 

③消毒設備 ③電気設備 

④脱臭設備 ④ポンプ設備 

⑤換気、除じん等に必要な設備 ⑤減菌設備 

①管理・計量設備、ポンプ設備等の設備 ⑥荷役設備 



基本集落との関係 漁業集落排水施設として実施する理由 集落排水施設の必要性及びその効果 

（別記参考様式別紙10第４号の３） 

漁業集落排水施設整備の一体的に整備することを相当とする地区概況表 

 都道府県名； 漁港名； 地区名；  
 

 

 

① 基本集落に近接した集落 

 

集 落 名 
（処理区名） 

人 口 基本集落との関係 
 

漁業集落排水施設として実施する理由 
 

集落排水施設の必要性及びその効果 
 

   
 人 

計  

 

② 基本集落以外の漁業集落 
 

集 落 名 人 口 就 業 状 況 漁 家 状 況 漁 業 依 存 状 況 
（処理区名） 人 口 漁家人口 ａ／ｂ 総就業人口 漁業就業人口 ｃ／ｄ 総戸数 漁家数 漁家率 漁家順位 純生産額 漁業生産額 漁業依存度 漁業生産 

 ａ ｂ  ｃ ｄ  ｅ ｆ ｆ／ｅ  ｇ (含水産加工)ｈ g／h 額順位 

 人 人 ％ 人 人 ％ 戸 戸 ％ 位 千円 千円 ％ 位 

計               

 

 

 

 

 

 



 

（別記参考様式別紙10第４号の４） 

 

機能診断及び機能保全計画策定の概要 

（漁業集落排水施設及び水産飲雑用水施設） 

 

１ 地区名 

○○県○○市○○地区、△△地区 

 

２ 施設管理者 

 

３ 施設概要 

  ① 施設 

地区名 

 

施設名 

 

計画人口 

（人） 

整備期間 
（○○年～○年） 

建設費 
（百万円） 

備考 

 

      

      

      

      

 

 ② 施設内容 

施設名 

 

処理施設 

（箇所） 

管路施設 

（km） 

ポンプ施設 

（箇所） 

その他 

（箇所） 

備考 

 

      

      

      

      

  

 ③ 維持管理                                                    （千円） 

施設名 ○○年 ○○年 ○○年 ○○年 ○○年 備考 

       

       

       

       

  ※近年、五箇年の維持管理費を記入。また、備考欄に主要な維持管理内容を記載。 

 

４ 事業実施期間 

○○年度 ～ ○○年度 

 

５ 参考資料 

位置図、現行の施設図面及び主要施設の写真 



  

 

（別記参考様式別紙10第４号の５） 

 

機能診断及び機能保全計画策定の概要 

（漁業集落道、防災安全施設、緑地・広場施設及び用地） 

 

１ 地区名 

○○県○○市○○地区、△△地区 

 

２ 施設管理者 

 

３ 施設概要 

  ① 既存施設の整備概要 

地区名 

 

施設名 

 

整備期間 
（○○年～○○年） 

建設費 
（百万円） 

備考 

 

     

     

     

     

 

 ② 施設内容 

施設名 工種 単位 備考 

    

    

    

    

  

 ③ 維持管理                                                    （千円） 

施設名 ○○年 ○○年 ○○年 ○○年 ○○年 備考 

       

       

       

       

  ※近年、五箇年の維持管理費を記入。また、備考欄に主要な維持管理内容を記載。 

 

４ 事業実施期間 

○○年度 ～ ○○年度 

 

５ 参考資料 

位置図、現行の施設図面及び主要施設の写真 



 

（別記参考様式別紙10第４号の６） 

 

機能保全工事の概要 

（漁業集落道、防災安全施設、緑地・広場施設及び用地） 

 

１ 地区名 

○○県○○市○○地区 

 

２ 施設管理者 

 

３ 機能保全工事の概要（当該事業計画期間の内容を記載すること） 

 ① 計画期間：○○年度～○○年度 

  ② 総事業費：○○百万円 

  ③ 施設内容 

施設名 

 

工種 

 

単位 

 

保全工事内容 

 

費用 

（百万円） 

実施期間 

 

      

      

      

      

 

４ 参考資料 

・機能保全計画の概要（当該事業計画期間を含む保全計画全体に関するもの） 

・位置図、現行の施設図面及び主要施設の写真 

・その他保全工事の内容が分かる資料 



 

（別記参考様式別紙10第５号） 

漁港漁村環境整備(漁業集落環境整備)事業計画地区概況表 

                                                        所在地；             （   地区） 

人現 

口状 

就  

業  

の  

     人        口  

  

      就 業 状 況         漁 家 状 況     

そ 

  

の 

  

他 

  

地 

  

区 

 

に 

 

関 

 

す 

 

る 

  

事 

 

項 

集落形態  

人口ａ 漁家人口ｂ 漁家人口率ｃ 総就業人口ｄ 漁業就業人口ｅ ｅ／ｄ 総戸数ｆ 漁家数ｇ ｇ／ｆ 漁家順位 水産加工  

法制上の 

地 域 等 

 

 

 

 

 

都市計画・離島・辺地 

・山村・農業振興地域 

・過疎・砂防指定地・ 

地すべり防止区域・急 

傾斜崩壊危険区域・自 

然公園法適用区域・  

「地域沿構」・「広域 

沿構」 

地 区Ａ   人      人      ％       人       人   ％    戸     戸   ％    位    戸 

市町村Ｂ                                                                    

Ａ／Ｂ％                                                                    

土の 

地現 

利状 

用  

等  

        土 地 利 用 の 現 状(ha)      １ 戸 当 た り 宅 地(㎡)    居住地域  

  面    積 

 宅地価格 

  (3.3㎡)    計 農 用 地 林   野 宅   地 そ の 他  平   均  漁     家 漁家建物面積 

地 区Ａ                                                         ha   千円 

市町村Ｂ                                                                       

Ａ／Ｂ％                                                                 Ｄ Ｉ Ｄ 

都市との 

関  係 

都 市 名      市 

   

 漁 

 業 

 の 

 現 

 状 

   

経営階層    計  ～３ｔ ３～５ｔ ５～10ｔ  10ｔ～  定   置  養  殖  そ の 他     主 な 漁 業 種 類   陸路(海路)     ㎞ 

経営体数                                                           

            

    

     

         

         

所要時間      分 

  

漁 

船 

数 

  

ﾄ ﾝ 別    計  ～３ｔ ３～５ｔ ５～10ｔ  10ｔ～       属    人  属    地  

漁    業 

依 存 度 

 

(平  年) 

 

 

ａ漁業地区 

 純生産額 

 
登 録 

    

  隻 

  ﾄﾝ 

     

     

      

      

      

      

      

      

 漁 獲 量 

        

       

      ﾄﾝ 

       

     ﾄﾝ 

利 用 

    

  隻 

  ﾄﾝ 

     

     

      

      

      

      

      

      

 漁獲金額 

   

       

   百万円 

       

   百万円 

ｂ漁業生産額 

  (含水産加工) 

漁業生産額順位   位  

(Ａ) 

 

 漁 

 

 

 港 

 

 

 の 

 

 

 現 

 

 

 状 

 

種      別    第  ○ 種       (Ｂ)  漁   業   集   落   の   問   題   点     

整備計画等            道路交通                   

                          

 

              

                          

防災・消防                  

                          

 

               

ｂ／ａ      ％ 

事  業  費           漁港区域 

(陸域)と 

の 関 係 

 

 

 
 

  

漁 

港 

整 

備 

計 

画 

に 

つ 

い 

て 

 

 

               

                  

                   

                    

                   

                  

                   

                  

                   

                  

                   

                  

                   

 

緑地・広場               

                         

                          

                           

                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

飲雑用水                  

                          

                         

                          

                         

土地利用                

                           

                         

                             
排水・廃棄物                

                        

                          

                        

                         

 

公共・公益施設             

                       

                           

 



 

（別記参考様式別紙10第６号） 
 

漁港漁村環境整備(漁村再生交付金)事業計画書（漁村再生計画） 
 
 
1. 漁村再生の目標・指標と設定の考え方 
 
2. 地域創造型整備の目的及び内容 
 
3. 既存ストックの有効活用の考え方 
 
4. 事業計画 
(1) 目的及び目標・指標との整合性 
(2) 事業主体 
(3) 地域の所在及び現況 
(4) 管理要領 
(5) 費用の概要 
(6) 効用 
(7) 他事業との関係 
(8) 財産処分計画 
(9) 計画概要図 

 
5. 協議会等の検討状況 
 
〔記載要領〕 
1. 漁村再生の目標・指標と設定の考え方 
(1) 本事業の実施するに当たり達成すべき目標及び、その達成状況を把握するた
めの指標を記載する。 

(2) 記載した目標、指標の設定の根拠を記載する。 
(3) 指標については基準年度、目標年度により達成値を設定し、その根拠を記載
する。 

2. 地域創造型整備の目的及び内容 
実施する地域創造型整備が目標達成に必要な理由及びその内容（主な施設名、

取組事項、事業費及び実施期間）を記載。 
3. 既存ストックの有効活用の考え方 
(1) 当該交付金で有効活用を図る既存ストック（施設名等）を定義し、課題、問
題点等を記載する。 

(2) 有効活用の方法（目的、整備手法、内容等）を記載する。 
4. 事業計画 
(1) 本事業の目的と漁村再生計画の1.で記載した目標及び指標との整合性を記載
する。 

(2) 所在する市町村及び地区の概況、漁業の現況等を記載する。 
(3) 事業完了後の施設の管理主体、管理方法等を記載する。 
(4) 事業を実施するに当たり所用の費用計画（受益者負担額・割合）を記載する。 
(5) 事業実施による効果について、貨幣換算化している場合記載する。 
(6) 事業の実施により生じる財産処分の計画を本項に記載する。 

5. 協議会等における主な構成員、意見及び反映状況を記載する。 
6. その他 

様式はＡ４縦書きを標準とする。 



 

ー
 

（ 別記参考様式別紙10第７号）  

令和○○年度漁港漁村環境整備(漁村再生交付金)事業計画概要表 
 

都道府県名 地区名 所在地 漁港名 漁港種別 総事業費 千円 
 

人口・戸数 人 口 漁家人口 戸 数 漁家戸数 事業種目 工 種 数 量 事業費 国 費 備 考 
 

集 地 区 
 

市町村 
落 

土地利用状況 

人 人 
 

人 人 
 

計 農用地 林 

戸

戸 

野 宅 地 

 

 

 

 

その他 

戸 
漁港施設 

戸 

 
 

総 漁場造成 

(千円) (千円)  

 

 

 

 

※ 対象魚種を記載すること 

の 地 区 ha(100%) ha( %) ha( %) ha( %) ha( %) 
 

市町村 

概 
 

集落形態 

況 
 

地域指定状況

漁獲量・金額 

ha(100%) 
 

集落総戸数 
 

戸(100%) 

 

 
 

属 人 

ha( %) 
 

密 居 
 

戸( %) 

 

 
 

属 地 

ha( %) 
 

集 居 
 

戸( %) 

ha( %) 
 

散 居 
 

戸( %) 

 

 
 

主な漁業種類 

ha( %) 
 

散 在 事

戸(  %) 

 

業 

 
水域環境保全創造 

 

 
 

漁港環境施設 

 

 
 

漁業集落環境施設 
漁 獲 量 

漁 
漁獲金額 

 

業 養殖漁業 

ﾄﾝ 
 

百万円

漁獲量・金額 

ﾄﾝ 
 

百万円

養殖魚種 

 

費 小 計 
 

地域創造型 

漁 獲 量 
の 

漁獲金額 

ﾄﾝ 
合計 

百万円 

 

(総事業費) 

 

概 

漁船隻数 
 

況 隻 

 
計 ～ 3t 3～5t 5～ 10t 10t～ 

ハ 
地 

 

 
工 種 事業量 事 業 費 目的及び効果の具体的内容 

登録 
域 ド

 

ﾄﾝ 
創

 

隻 
造 

利用 
型 ソ

 
ﾄﾝ 

フ
 

ト 

 

 
 

取組事項 

 

 
 

内 容 積算内訳 

 

 
 

目的及び効果の具体的内容 

工事の着手時期及び完了予定時期 年度 ～ 年度 

整 

備 事業の問題点・課題・整備方針・財産処分計画 

に 
関 漁港施設 
す 漁場造成 ※ 対象魚種を記載すること

る 水域環境保全創造 
事 漁港環境施設 

項 漁業集落環境施設 
 

備 ※ 都道府県、市町村の内訳及び受益者負担を記載する。 
考 

 

維 
施 設 名 管理予定者 管 理 方 法

持 
管
理 

 
関 事業種目 工 種 数 量 事業費 国 費 備 考
連 
事 (千円) (千円) 
業 



 

 
漁村再生計画概要表の記載要領 

 
項 目 

 
記 載 要 領 

 
地区名 
 
所在地 
 
 
集落の概況 
 
 
地域指定状況 
 
漁業の概況 
 
 
整備に関する事項 
 
 
事業費 
 
 
浜の活力再生交付金 
 
 
 
 
地域創造型整備 
 
 
 
備考 
 
 
一般計画図 
 

 

 

 

 
ふりがなをつける。 
 
町村の場合は郡名から記載し、大字○○、○○集落まで記載する。地区

名と同様にふりがなをつける。 
 
事業区域の集落の概況を記載する 
 
 
事業計画区域を含む市町村の各種地域指定の状況を記載する。 
 
事業計画区域に位置する漁港の概況を、最近年の統計、港勢調査を基礎

に記載する。 
 
事業の問題点、課題及び整備方針及び施設を整備するに当たり、財産処

分が伴う場合、施設名等を記載する。 
 
(1) 漁港施設整備、漁場造成等各事業種毎に記載する。 
(2) 各事業種毎の事業費には、純工事費及び諸経費を含んだものとす
る。 

 
浜の活力再生交付金での施設整備を事業計画に含める場合は、整備計画

の内容に関する事項(施設名、数量、事業費、国費、整備予定期間等)を記
載する。 
但し、浜の活力再生交付金で整備する施設の事業費は事業計画の総事業

費には含まないものとする。 
 
ハード事業については、事業費、費用負担、目的・効果等を記載する。 
ソフト事業については、取組みの内容、目的及び事業実施による効果を

具体的に記載する。 
 
前項までに記載されない事項で、特に重要な事項がある場合、その内容

を簡潔に記載する。 
 
一般計画図は実施地区の全域が掲載される縮尺のものとする。 
 

 

 

 

 



 

〔別記参考様式別紙10第８号〕 

 

番 号 

年月日 

  水産庁長官  殿 

都道府県知事 

 

年度別事業計画書の提出 

 

 農山漁村地域整備交付金実施要領別紙10漁港漁村環境整備事業に係る運用の

第４の５の（１）規定により、下記の農山漁村地域整備計画地区に係る交付対

象事業について、別紙のとおり提出します。 

 

記 

 

１．農山漁村地域整備計画地区名： ○○地区 

 

２．交付対象事業名 

  ・△△事業 

  ・××事業 

  ・◇◇事業 

 

 

 

※別紙とは、農山漁村地域整備交付金実施要領別紙10漁港漁村環境整備事

業に係る運用第４の５の（２）に基づき作成する年度別事業計画書（別

記参考様式別紙10第９号） 

 

 

 

 

 

 



 

〔別記参考様式別紙10第９号〕 

所管別 漁港名 事業主体 着工年度 

    

 

令和 年度 農山漁村地域整備交付金事業実施計画の内訳書 

（漁港環境整備事業、漁業集落環境整備事業、漁村再生交付金事業） 

 

 

 

 

 
単位：千円 

  

工 種 種 目 

全 体 計 画 
（ 年～ 年) 

令 和 年 度  実  施  額 
（実施年度） 

令 和 年 度 以 降 残 
（翌年度以降） 

 

備 考 

全 体 数 量 全 体 事 業 費 前年度までの数量 前年度までの事業費 数 量 事 業 費 交 付 率 交 付 金 数 量 事 業 費 

漁
港
環
境
整
備
事
業 

            

            

            

            

小 計 
           

漁
業
集
落
環
境
整
備
事
業 

            

            

            

            

            

小 計 
           

漁
村
再
生
交
付
金
事
業 

            

            

            

            

            

小 計 
           

合 計 
           

備考 
１ 複数の漁港及び地区の整備を行う場合は、適宜行を追加し、各漁港及び各地区毎に記入する。また、漁港環境又は衛生関連施設、防災関連施設の整備のみの場合は、整備のない行を削除する。 

２   工種種目欄には、漁港環境整備事業にあっては「事業計画書（別記参考様式別紙10第２号）」の「３   計画の内容」の事業種目欄、漁業集落環境整備事業にあっては「事業計画書（別記様式第４号）」の「Ｃの２   環境
基盤の整備」の事業種目欄の内容を記入すること。 
３ 全体計画欄には最新の数値を記入すること。また、事業期間（着工年度～完了予定年度）を記入すること。 
４ 備考欄には、その施設施設が完了している場合、完了年度を記入すること。 

 

<その他添付するもの> 
◆計画内容を示す図面及び写真 
◆その他事業の実施に当たって参考となる資料 

県 名  

地区名  

 



別紙１１（海岸保全施設整備事業に係る運用）       

 

第１ 趣旨 

   実施要綱第２の１の（２）の①のエの（ア）に掲げる海岸保全施設整備事業の運用

については、実施要綱及び実施要領によるほか、この運用の定めるところによる。 

 

第２ 事業内容 

  １ 趣旨 

(1) 農地保全に係るもの（海岸法第 40 条第１項第３号及び第４号並びに同条第２項） 

沿岸域の農地とそこで展開される農業生産活動を守り、食料の安定供給の確保

と安全な農村地域の形成を図る。 

(2) 漁港区域に係るもの（海岸法第 40 条第１項第２号及び同条第２項） 

漁港・漁場・漁村の総合的整備と水産業・漁村の多面的機能の発揮を確保する。 

２ 実施主体 

高潮対策、侵食対策、海岸耐震対策、津波・高潮危機管理対策については海岸管

理者（ただし、津波・高潮危機管理対策のうち海岸保全基本計画の変更支援につい

ては海岸管理者又は都道府県）、海岸環境整備については都道府県又は市町村（以

下この別紙において「地方公共団体」という。）とする。 

３ 事業の内容 

農地保全及び漁港区域に係る本事業の内容は、次の表の区分及び工種の欄に応じ、

それぞれ内容の欄に定められたものとする。 

区分 工   種 内      容 

１ 

 

海 

岸 

保 

全 

施 

設 

整 

備 

 

 

 

 

 

 

 

(1)高潮対策 

 

 

 

 

高潮、波浪又は津波により被害が発生する恐れのある地域

について、過去における高潮、波浪、津波等の実態及び背後

地の状況等を勘案して、海岸保全施設の新設・改良（防護ラ

インの見直しによる海岸保全施設の新設・改良に伴う既存

施設の撤去を含む。）を行う。 

(2)侵食対策 

 

 

 

 

波浪による海岸の侵食等の被害が発生する恐れのある地

域について、過去における波浪等の実態及び背後地の状況等

を勘案して、海岸保全施設の新設・改良（防護ラインの見直

しによる海岸保全施設の新設・改良に伴う既存施設の撤去

を含む。）を行う。 

(3)海岸耐震対策 

 

 

 

 

 

地震発生に伴う堤防・護岸等の防護機能低下による浸水被

害を防止し、もって人命や資産の防護を図ることを目的と

して海岸管理者が地域の実状に応じて緊急的に実施する。 

(1) 堤防・護岸等の耐震性能調査 

(2) 堤防・護岸等の耐震対策（防護ラインの見直しによる

海岸保全施設の新設・改良に伴う既存施設の撤去を含

む。） 



２ 

 

津 

波 

・ 

高 

潮 

危 

機 

管 

理 

対 

策 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

津波・高潮危機管理

対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

津波又は高潮に関する危機管理対策として、既存の海岸保

全施設の緊急的な防災機能の確保及び避難対策並びに気候

変動を踏まえた海岸保全基本計画の変更を行う。 

 また、住民等の津波又は高潮からの避難を促進するため、

次の施策を総合的に実施するものとする。（第３の２の津波

・高潮危機管理対策(1)②の海岸については、次の(1)～(4)

及び(8)～(10)を対象とする。） 

(1)  水門等の自動化・遠隔操作化及び改修等（防護ライン

の見直しによる海岸保全施設の新設・改良に伴う既存施

設の撤去を含む。） 

(2) 堤防、護岸等海岸保全施設の破堤防止、局所的な堤防

等未整備箇所における堤防等の整備、排水工の整備（防

護ラインの見直しによる海岸保全施設の新設・改良に伴

う既存施設の撤去を含む。） 

(3) ソフト対策（津波防災地域づくりに関する法律等に基

づく区域指定に資する調査等） 

(4)  津波・高潮に関する観測施設、情報提供施設等情報基

盤の整備 

(5) 津波防災ステーションの整備 

(6) 避難対策としての管理用通路の整備 

(7) 避難用通路の設置（堤防スロープ等） 

(8) 漂流物防止施設の整備 

(9) 水門等の整備・運用計画策定支援（計画策定に要する

調査を含む。） 

(10) 海岸保全基本計画の変更支援（海岸の防護に関する

事項及び施設の整備に関する事項等） 

ただし、(3) （ソフト対策のうち津波防災地域づくりに関

する法律等に基づく区域※１指定に資する調査※２を除

く。）の施策については、上記(1)、(2)及び(4)～(8)の施策

と併せて実施することとする。 

※１：津波災害（特別）警戒区域､高潮浸水想定区域､災害危険区

域 

※２：ハザードマップ作成支援を含む。 

３ 

 

海 

岸 

環 

境 

海岸環境整備 

 

 

 

 

 

国土保全との調和を図り、国民の休養の場としてその利用

に供するため豊かで潤いのある海岸環境の整備を行う。   

                           

 

 

 



整 

備 

 

 

 

 

４ 市町村等事業推進 

 

 

市町村が行う漁港区域に係る上記１から３の円滑な実施

に関する都道府県の支援業務とする。 

 

  

４ 事業計画 

事業計画においては、次の表の区分及び工種の欄に応じ、それぞれ内容の欄に定

められたものとする。 

区分 工   種 内      容 

１  

海岸保全施

設整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)高潮対策 

(2)侵食対策 

 

 

 

 

 

 

 

高潮対策事業計画および侵食対策事業計画は、海岸

管理者が関係機関の意見を聴取して作成するものと

し、所期の目的を十分達成するよう現地調査等を行

い、次に掲げる事項について定めるものとする。 

①  海岸の概要 

② 事業の概要 

③ 計画の内訳 

④ 成果目標 

⑤ その他参考となる事項 

(3)海岸耐震対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海岸耐震対策事業計画（耐震性能調査を除く。）は、

海岸管理者が関係機関の意見を聴取して作成するも

のとし、事業着手から原則として５年以内に成果目標

の達成が見込まれるよう、次に掲げる事項について定

めるものとする。 

①  海岸の概要 

② 事業の概要 

③ 計画の内訳 

④ 浸水防止に関連した総合的な計画 

⑤ 成果目標 

⑥ 関係機関との連携等 

⑦ 関連するソフト対策 

⑧ その他参考となる事項 

２ 

津波・高潮

危機管理対

策 

 

津波・高潮危機管理

対策 

 

 

 

津波・高潮危機管理対策事業計画（水門等の整備・

運用計画策定支援、津波防災地域づくりに関する法律

等に基づく区域指定に資する調査及び海岸保全基本

計画の変更支援を除く。）は、海岸管理者が関係機関

の意見を聴取して作成するものとし、所期の目的を十



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分達成するよう現地調査等を行い、次に掲げる事項に

ついて定めるものとする。 

①  海岸の概要 

② 事業の概要 

③ 計画の内訳 

④ 成果目標 

⑤ その他参考となる事項 

３ 

海岸環境整

備 

 

 

 

 

 

 

 

海岸環境整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海岸環境整備事業計画は、地方公共団体の長が関係

機関の意見を聴取して作成するものとし、所期の目的

を十分達成するよう現地調査等を行い、次に掲げる事

項について定めるものとする。 

①  海岸の概要 

② 事業の概要 

③ 計画の内訳 

④ 成果目標 

⑤ その他参考となる事項 

 

 

第３ 事業の実施 

１ 事業計画書の提出 

海岸管理者又は地方公共団体は、新たに交付金を充当して本事業を実施しようと

するときは、実施要綱第７に定める実施要件確認に必要な資料として事業計画書を

策定し、農地保全に係るものについては、地方農政局長等（北海道にあっては国土

交通省北海道開発局長を経由して農林水産省農村振興局長、その他の都府県にあっ

ては地方農政局長をいう。以下この別紙においては同じ。）、漁港区域に係るもの

については、水産庁長官に別記様式第１号により提出するものとする。 

(1)高潮対策及び侵食対策   事業総括表   別記様式第２号 

               事業計画書   別記様式第３号 

(2)海岸耐震対策             事業総括表   別記様式第４号 

                            事業計画書     別記様式第５号 

(3)津波・高潮危機管理対策   事業総括表   別記様式第６号 

                            事業計画書     別記様式第７号 

(4)海岸環境整備             事業計画書     別記様式第８号 

 

２ 実施要件 

事業の実施要件は、次の表の区分及び工種の欄に応じ、それぞれ内容の欄に定め

られたものとする。 

ただし、海岸保全施設のうち海水の侵入を防止するための操作が伴う水門・陸閘

等を改良する場合にあっては、海岸法第 14 条の２に規定する操作規則が策定されて



おり、かつその策定後に、閉鎖体制の実効性を確認するための訓練が操作規則で定

められた回数（少なくとも年１回）、実施されている施設のみを対象とするものと

する。 

また、農地保全に係るものにあっては、防護区域内に農地が存在し、そこで農業

上の利用が図られている又は図られる見込みがあることを確認した上で、対策を実

施するものとする。 

 

区分 工   種 内      容 

１ 

 

海 

岸 

保 

全 

施 

設 

整 

備 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)高潮対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海岸法第 40 条第１項第２号、第３号及び第４号に規定す

る海岸保全区域内（同条第２項の規定に基づく協議により農

林水産大臣が管理することとされた海岸保全施設に係る海

岸保全区域を含む。以下この別紙において同じ。）において

主として実施するものであって、次に掲げる要件を満たすも

のとする。     

(1) 高潮、津波、波浪による被害が発生する恐れの大なる

海岸であり、１km 当たりの防護面積が５ha 以上又は防護

人口が 50 人以上を基準とする。 

(2) 事業実施箇所が以下のいずれかに該当すること。 

① 高潮浸水想定区域（水防法（昭和 24 年法律第 193 号）

第 14 条の３に規定する高潮浸水想定区域をいう。以下

同じ。）が指定されていること又は令和７年度末まで

に高潮浸水想定区域に指定される見込みであること。 

② 津波災害警戒区域（津波防災地域づくりに関する法

律（平成 23 年法律第 123 号）第 53 条に規定する津波

災害警戒区域をいう。以下同じ。）が指定されている

こと又は令和７年度末までに津波災害警戒区域に指定

される見込みであること。 

(3) 第２の４に規定する事業計画が策定されている地区で

あること。 

(4) 事業計画に位置付ける海岸ごとの総事業費が以下のと

おりであること。  

離島、奄美、北海道      5,000 万円以上 

その他           10,000 万円以上 

(2)侵食対策 

 

 

 

 

 

海岸法第 40 条第１項第２号、第３号及び第４号に規定す

る海岸保全区域内において主として実施するものであって、

次に掲げる要件を満たすものとする。 

(1) 侵食等の被害が発生する恐れの大なる海岸であり、１

km 当たりの防護面積が５ha 以上又は防護人口が 50 人以

上を基準とする。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 第２の４に規定する事業計画が策定されている地区で

あること。 

(3) 事業計画に位置付ける海岸ごとの総事業費が以下のと

おりであること。 

離島、奄美、北海道        5,000 万円以上 

その他           10,000 万円以上 

(3)海岸耐震対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海岸法第 40 条第１項第２号、第３号及び第４号に規定す

る海岸保全区域内において主として実施するものであって、

以下の(1)から(4)までの要件（耐震性能調査にあっては、(1)

の要件）を満たすものとする。 

(1) 以下のいずれかに該当する海岸で、一連の防護区域（海

水の侵入により浸水するおそれがある区域）に地域中枢

機能集積地区（背後に救護、復旧等の危機管理を担う施

設（市町村役場、警察署、消防署、病院等）がある地区

等）を有すること。 

 ① 朔望平均満潮位以下の防護区域を有し、甚大な浸水被

害のおそれがあり、緊急的な対策を要する海岸 

 ② 東海地震に係る地震防災対策強化地域、南海トラフ

地震防災対策推進地域、日本海溝・千島海溝周辺海溝

型地震防災対策推進地域その他大規模地震が想定され

る地域において、甚大な浸水被害のおそれがあり、緊急

的な対策を要する海岸 

(2) 事業実施箇所が以下のいずれかに該当すること。 

① 高潮浸水想定区域が指定されていること又は令和７

年度末までに高潮浸水想定区域に指定される見込みで

あること。 

② 津波災害警戒区域が指定されていること又は令和７

年度末までに津波災害警戒区域に指定される見込みで

あること。 

(3)  地域の防災計画等に基づき、一連の防護区域を有する

海岸ごとに、事業実施内容を記載した第２の４に規定す

る事業計画が策定されている地区であること。 

(4) 事業計画に位置付ける海岸ごとの総事業費が以下のと

おりであること。 

① 都道府県が行うもの   5,000 万円以上 

② 市町村が行うもの     2,500 万円以上 

２ 

 

津 

津波・高潮危機管理

対策 

 

海岸法第 40 条第１項第２号、第３号及び第４号に規定す

る海岸保全区域内において主として実施するものであって、

次の(1)から(9)までに掲げる要件（水門等の整備・運用計画
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策定支援にあっては、(1)の要件）を満たすものとする。た

だし、(7)に規定するソフト対策のうち津波防災地域づくり

に関する法律等に基づく区域指定に資する調査及び(10)に

規定する海岸保全基本計画の変更支援に当たってはこの限

りではない。 

(1) 以下のいずれかに該当する海岸であること。 

 ① 東海地震に係る地震防災対策強化地域、南海トラフ

地震防災対策推進地域、日本海溝・千島海溝周辺海溝

型地震防災対策推進地域その他大規模地震による津波

災害が甚大であり、緊急的な対策を要する地域に存する

海岸 

 ② 朔望平均満潮位以下の防護区域を有し、高潮災害が甚

大であり、緊急的な対策を要する海岸 

(2)  地域の防災計画等に基づき、一連の防護区域を有する

海岸毎に、整備目標を達成するために行う事業実施内容

を記載した第２の４に規定する事業計画が策定されてい

る地区であること。 

(3） 事業計画に従って実施される事業であること。 

(4） 一連の防護区域を有する海岸毎に、事業着手から５年

以内に整備目標の達成が見込まれること。 

(5) 堤防、護岸等海岸保全施設の破堤防止については、以

下のいずれかに該当する施設を対象とするものに限るこ

と。 

① 当該対策により、施設の耐震化に資するもの 

② 津波又は高潮の波力に耐えられない程度に、損傷が

著しいもの 

③ 避難経路に近接し、避難対策上支障をきたす恐れが

強いもの 

(6) 事業実施箇所が以下のいずれかに該当すること。 

① 高潮浸水想定区域が指定されていること又は令和７

年度末までに高潮浸水想定区域に指定される見込みで

あること。 

② 津波災害警戒区域が指定されていること又は令和７

年度末までに津波災害警戒区域に指定される見込みで

あること。 

(7) 本事業に要する事業費に関して、ソフト対策に要する

経費は、海岸管理者ごとに第２の４に規定する事業計画

の総事業費のおおむね２割を上限として、その内数とし

て計上することができるものとする。 



(8) 本事業における情報基盤の整備については、浸水想定

区域の周知、防災訓練等被害を軽減するための対策を講

じている地域を対象とすること。 

(9) 海岸管理者毎に第２の４に規定する事業計画の総事業

費が以下のとおりであること。 

① 都道府県が行うもの   5,000 万円以上 

 ② 市町村が行うもの     2,500 万円以上 

(10) 海岸保全基本計画への変更支援については、気候変

動を踏まえて令和７年度までに海岸基本計画を変更され

るものであること。 

３ 
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海岸環境整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海岸法第 40 条第１項第２号、第３号及び第４号に規定す

る海岸保全区域並びに同条第２項に規定する海岸保全施設

に係る海岸保全区域において実施する次に掲げる要件に該

当する事業であって、農林水産大臣が別に定めるところによ

り交付する交付金をその経費の一部に充てて地方公共団体

が行うもの。 

(1)  海岸保全区域のうち、周辺に公営の公園、海水浴場、

ヨットハーバー、海洋・水産センター等の施設のある地

域又はそれらの施設等が計画されている地域において、

より海浜利用が増進される機能を発揮するために行う堤

防、突堤、護岸、離岸堤、砂浜、植栽、飛砂防止施設、

安全情報伝達施設、照明（安全確保上必要最小限のもの

に限る。）、進入路（必要最小限の管理用駐車スペース

含む。）、通路（水叩兼用）、緩衝帯としての緑地・広

場、その他所期の目的を達成するため必要最小限の施設

の新設若しくは改良を行う事業で総事業費が10,000万円

以上のもの 

(2) 広域的な一連の海岸において、海岸利用を活性化し、

海岸の観光資源としての魅力を向上させるなど、地域の

特色を活かした自主的・戦略的取組を推進するため、多

様なニーズを踏まえた海岸利用活性化計画※の策定及び

(1)で定めた施設等の新設又は改良を行う事業で総事業

費が 10,000 万円以上のもの 

※地方公共団体は、多様な関係者と協働して、広域的な

一連の海岸における海岸利用活性化計画を策定するも

のとする。計画の内容は次のとおりとする。 

① 対象とする海岸の概要 

② 海岸利用の活性化に関する基本方針 

③ 施設等配置に関する計画 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 施設等の維持管理に関する計画 

⑤ その他 

(3)  侵食傾向が著しいため、海岸保全施設の設置だけでは、

前浜の回復若しくは環境維持が困難である海岸又は海浜

特性からみて海岸保全施設の設置に環境上の制約がある

海岸において、緊急に養浜を実施しなければならない海

岸で、総事業費が 10,000 万円以上のもの 

(4) 自然環境との調和・個性ある地域づくりに資する海岸

において行う次の事業で総事業費が10,000万円以上のも

の 

① 国指定文化財等の史跡・景勝岩及び交流促進施設の

防護を図るため、海岸保全施設の新設又は改良を行う海

岸であること 

② 国立公園内等の利用・景観への配慮又は貴重種等特

有の環境に依存した固有の生物の生息・生育環境の保全

・再生を図るため既存海岸保全施設の改良を行う海岸で

あること 

(5)  海水浴等海岸の利用度が高く、既に海岸保全施設が整

備されている海岸において行う次の事業で、総事業費が

5,000 万円（市町村が行う場合 2,500 万円）以上のもの 

① 階段工及びこれと一体として整備する水叩兼用の通

路又は植裁の事業で、かつ、短年度施行をもって事業効

果を発揮しうるもの 

② 海岸利用者の安全性の確保を図るための安全情報伝

達施設を整備するもの 

(6) ヘドロ等の除去等の事業（農地保全に係る海岸の区域

に限る。） 

① 汚染の著しい海域において行うヘドロ等の除去で、

総事業費が10,000万円以上のもの 

② 海岸保全区域内において行う放置座礁船の処理で、

総事業費が5,000万円以上のもの 

③ ヘドロ等の除去とは、ヘドロ・汚染物質等の浚渫を

いい、放置座礁船の処理とは、放置座礁船及びそれに付

随して一体的に実施するものをいう。 

④  ヘドロ等の除去については、海岸環境の保全、公衆

の海岸の適正な利用に著しい影響のある、あるいは影響

を与えるおそれのある場合に実施が必要なものを交付

金の対象とする。 

⑤ 放置座礁船の処理については、海岸保全区域におい



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

て実施するものであり、海岸保全施設の機能の確保、海

岸環境の保全と公衆の海岸の適正な利用に著しい影響

のある、あるいは影響を与えるおそれのある場合で、船

の所有者等に代わってやむを得ず実施するものを交付

金の対象とする。 

 

３ 事業計画の変更 

(1) 事業計画の変更を必要とするものは、次に掲げる場合とする。 

① 高潮対策、侵食対策、海岸耐震対策 

ア 海岸の追加又は廃止 

イ 各対策の内容の著しい変更 

②  津波・高潮危機管理対策 

ア 施策の新設又は廃止 

イ 事業期間が５年を超える変更 

ウ その他主要な施策の著しい変更 

③ 海岸環境整備 

主要な工事計画の著しい変更 

(2) 海岸管理者は、事業計画の重要な部分の変更を行うときは、別記様式第９号に

より事業計画変更報告書を第３の１に準じて提出するものとする。 

４ 年度別事業計画書 

(1) 年度別事業計画書の作成 

事業の実施に際し、事業地区ごとに毎年度の実施計画に係る計画書を作成し 

    農地保全に係るものについては、地方農政局長等、漁港区域に係るものについて

は、水産庁長官に別記様式第 11 号により必要に応じて提出するものとする。 

(2) 年度別事業計画書の内容 

年度別事業計画書は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

ア 年度別事業計画書（別記様式第 10 号） 

イ 計画内容を示す図面及び写真 

ウ その他事業の実施に当たって参考となる事項 

５ 実施に当たっての留意事項 

次の表に留意するものとする。 

 

区分 工   種 内      容 

１ 

海岸環境整 

備 

 

 

 

海岸環境整備 

（農地保全に係る

ものに限る。） 

 

 

 

(1) 海岸環境整備により造成された施設の管理は、

地方公共団体が行う。 

(2) 海岸環境整備により築造された施設のうち海岸

保全の効用を兼ねて有する施設については、公共土

木施設災害復旧事業国庫負担法施行令第１条に定

める海岸として取り扱うこととする。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 第３の２の海岸環境整備(6)の⑤の事業につい

ては、地方公共団体は、船の所有者等より、放置座

礁船の処理に要した費用の全部又は一部の納付を

受けた場合には、その費用の納付の内容に関する証

拠書類を添えて速やかに地方農政局長等に報告す

るとともに、船の所有者等から納付を受けた額に交

付率を乗じて得た額を国に納付しなければならな

い。 

 

 

第４ 助成 

１ 助成経費 

国は、高潮対策、侵食対策、海岸耐震対策、津波・高潮危機管理対策、海岸環境

整備の実施に要する費用について、予算の範囲内において海岸管理者又は都道府県

等に対して助成するものとする。ただし、漁港区域に係る市町村等事業推進に要す

る経費にあっては、水産基盤整備事業、海岸整備事業、汚水処理施設整備交付金及

び港整備交付金の事務要領（平成 13 年４月 13 日付け 12 水港第 4525 号水産庁長官

通知）の第２の 3 の（2）の内容のうち事業実施主体の運営に必要な人件費、賃借料、

その他経常的経費への充当を目的とする内容を除いたものに限り、同第２の 3 の（3）

に準じた算定した額を上限とする。 

２ 対象経費 

(1) 工事費 

① 本工事費 

② 附帯工事費 

③ 船舶及び機械器具費 

④ 測量及び試験費 

⑤ 用地及び補償費 

(2) 市町村等事業推進（漁港区域に係るものに限る） 

 

第５ その他 

  １ この事業の実施については、海岸法（昭和 31 年法律第 101 号）その他の法令に定

めるところによる。 

 ２  隣接する一連の海岸において当該事業を実施する場合、一の主務大臣の下で事業

実施されることが、背後浸水区域の防護又は住民避難の観点から効果的かつ効率的

であると認められるときは、海岸法第 40 条第２項に基づく大臣間協議等を活用する

ことを原則とする。 

 ３ この運用に定めるもののほか、漁港区域に係る事業の実施について必要な事項は、

水産庁長官が別に定めるものとする。 

 



第６ 経過措置 

１ 海岸法第 27 条第２項に基づき実施している海岸保全施設整備事業(高潮対策)、海

岸保全施設整備事業(侵食対策)、農地保全に係る海岸耐震対策緊急事業実施要綱（平

成 19 年３月 30 日付け 18 農振第 1831 号農林水産事務次官依命通知）、農地保全に

係る海岸堤防等老朽化対策緊急事業実施要綱（平成 20 年４月１日付け 19 農振第

2170 号農林水産事務次官依命通知）、農地保全に係る津波・高潮危機管理対策緊急

事業実施要綱（平成 18 年３月 31 日付け 17 農振第 1886 号農林水産事務次官依命通

知）、農地保全に係る海岸環境整備事業実施要綱（昭和 49 年 10 月 21 日付け 49 構

改 D 第 782 号農林事務次官依命通知）、漁港区域に係る海岸耐震対策緊急実施要領

（平成 19 年３月 30 日付け 18 水港第 2778 号農林水産事務次官依命通知）、漁港区

域に係る海岸堤防等老朽化対策緊急事業実施要領（平成 20 年３月 31 日 19 付け水港

第 2933 号農林水産事務次官依命通知）、漁港区域に係る津波・高潮危機管理対策緊

急事業実施要領（平成 17 年３月 25 日付け 16 水港第 3221 号農林水産事務次官依命

通知）、漁港区域に係る海岸環境整備事業実施要領（昭和 49 年８月 15 日付け 49

水港第 3397 号農林事務次官依命通知）、地域自主戦略交付金交付要綱（農山漁村地

域整備に関する事業、農山漁村活性化対策整備に関する事業、農業・食品産業強化

対策整備に関する事業、水産業強化対策整備に関する事業、森林整備・林業等振興

整備に関する事業）に基づき実施している地区であって、交付金を充当して平成 24

年度以降も継続して事業を実施する地区については、本事業へ移行されたものとみ

なす。 

２ この運用の第２の４に規定する高潮対策事業計画、海岸耐震対策事業計画（耐震

性能調査を除く。）及び津波・高潮危機管理対策事業計画（水門等の整備・運用計

画策定支援、津波防災地域づくりに関する法律等に基づく区域指定に資する調査及

び海岸保全基本計画の変更支援を除く。）を令和５年度までに策定している事業は、

津波災害警戒区域等の指定状況を事業計画に追記し、この運用の第３の４の（１）

に規定する年度別事業計画書とともに、農地保全に係るものについては、地方農政

局長等、漁港区域に係るものについては、水産庁長官に提出するものとする。 



別記様式第１号  
 

海岸保全施設整備事業  事業計画書  
 

番     号  
年  月  日  

 
 ○○○ 殿  
  
 
 
 
 
 
               ○○県（都道府）知事      ○○○○  
             又は○○県（都道府）○○市（町村）長○○○○  
 
 
 海岸保全施設整備事業を実施したいので、農山漁村地域整備交付金実施要領別紙
11（海岸保全施設整備事業に係る運用）第３の１の規定に基づき別紙事業計画書を
提出します。  
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小

 
計

 
 

 
 

合
 

計
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

備
考

）
１

 
事

業
を

実
施

す
る

海
岸

は
、

全
て

記
載

す
る

こ
と

。
 

 
 

 
 

 
 

 
な

お
、

本
表

に
記

載
さ

れ
た

海
岸

は
別

記
様

式
第

３
号

に
よ

り
海

岸
ご

と
の

事
業

計
画

書
を

作
成

す
る

こ
と

。
 

 
 

 
 

 
２

 
施

設
名

欄
に

は
、

護
岸

、
堤

防
等

の
施

設
名

を
記

載
す

る
こ

と
。

 
 

 
 

 
 

３
 

実
施

内
容

等
欄

に
は

、
対

策
の

内
容

を
簡

潔
に

記
載

す
る

こ
と

。
 

 
 

 
 

 
 
 

 
４

 
総

事
業

費
欄

に
は

、
海

岸
ご

と
の

小
計

も
記

載
す

る
こ

と
。

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
５

 
備

考
欄

に
は

、
事

業
実

施
の

必
要

性
を

記
載

す
る

こ
と

。



別
記

様
式

第
３

号
 

 

○
○

海
岸

 
○

○
対

策
 

事
業

計
画

書
 

都
道

府
県

名
 

 
所

 
管

 
名

 
 

海
岸

管
理

者
名

 
 

 
沿

岸
名

 
事

業
施

行
場

所
 

海
岸

保
全

区
域

指
定

 
財

源
負

担
割

合
（

％
）

 

 
郡

 
 

 
 

 
 

 
町

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

大
字

 
 
 

 
 

 
 
地

先
 

 
市

 
 

 
 
 

 
 
村

 
平

成
 

 
年

 
 

月
 

 
日

告
示

 
国

 
都

道
府

県
 

市
町

村
 

そ
の

他
 

海
岸

の
概

要
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
被

災
歴

 
海

岸
背

後
地

区
の

浸
水

被
害

防
護

に
係

る
成

果
目

標
 

※
 

 
海

岸
の

位
置

、
自

然
条

件
、

海
岸

の
状

況
、

地
域

中
枢

機

能
の

集
積

状
況

、
海

岸
保

全
施

設
の

設
置

状
況

等
を

記
述

す
る

。
 

 
 

ま
た

、
各

対
策

に
関

す
る

現
状

と
課

題
に

つ
い

て
、

成
果

目

標
に

関
連

づ
け

て
記

述
す

る
。

 

 
海

 
岸

 
延

 
長

 
※

（
ｍ

）
 

防
 

護
 

人
 

口
 

（
人

）
 

防
 

護
 

面
 

積
 

（
h

a）
 

そ
の

他
の

成
果

目
標

 

 
 

 
※

本
事

業
の

実
施

に
よ

り
達

成
し

得
る

成
果

目
標

に
つ

い
て

記
載

す
る

。
（

本
事

業
の

他

海
岸

及
び

他
事

業
と

併
せ

た
成

果
目

標
の

場

合
は

、
本

海
岸

分
を

切
り

分
け

て
記

載
）

 

事
業

の
概

要
 

 
 
農

地
の

状
況

（
注

１
）

 
 

事
業

の
目

的
、

整
備

の
方

法
等

を
記

述
す

る
。

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
防

護
区

域
内

の
農

地
の

状
況

（
地

目
、

農
地

面
積

、
１

号
遊

休
農

地
面

積
（

注
２

）
、

荒
廃

農
地

対
策

の
内

容
等

）
を

記
述

す
る

。
 

 

計 画 の 内 訳
 

実
施

予
定

期
間

 
 

計
画

総
事

業
費

 
千

円
  

施
 

設
 

名
 

等
 

実
施

内
容

等
 

事
業

費
（

千
円

）
 

整
備

予
定

期
間

 
整

備
の

必
要

性
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

合
 

 
計

 
 

 
 

 

関
係

機
関

と
の

連
携

 
海

岸
法

第
4
0
条

2
項

、
救

護
・

復
旧

等
の

危
機

管
理

を
担

う
施

設
（

市
町

村
役

場
、

警
察

・
消

防
署

、
病

院
等

）
と

の
連

携
 

関
連

す
る

ソ
フ

ト
対

策
 

地
方

公
共

団
体

に
お

け
る

ハ
ザ

ー
ド

マ
ッ

プ
作

成
、

避
難

訓
練

（
１

回
／

年
）

、
住

民
へ

の
高

潮
又

は
津

波
に

関
す

る
情

報
提

供
 

等
 

そ
の

他
参

考
と

な
る

事
項

 
高

潮
浸

水
想

定
区

域
の

指
定

日
（

令
和

○
年

○
月

○
日

）
、

津
波

災
害

警
戒

区
域

の
公

示
日

（
令

和
○

年
○

月
○

日
）

 
（

高
潮

対
策

の
場

合
は

、
水

防
法

に
基

づ
く

高
潮

浸
水

想
定

区
域

の
指

定
日

（
又

は
指

定
予

定
年

月
）

又
は

津
波

防
災

地
域

づ
く

り
法

に
基

づ

く
津

波
災

害
警

戒
区

域
の

公
示

日
（

又
は

公
示

予
定

年
月

）
を

必
ず

記
載

）
 

 
※

印
：

海
岸

延
長

と
は

、
当

該
事

業
に

よ
り

○
○

対
策

が
実

施
さ

れ
た

海
岸

線
延

長
と

す
る

。
 

 
○

添
付

資
料

 
(
1
)

 
所

在
地

及
び

位
置

図
 

 
(
2
)

 
計

画
平

面
図

（
標

準
断

面
図

、
構

造
図

等
を

添
付

）
 

 
 

 
 

 
 

 
 
(
3
)

 
写

真
（

撮
影

時
期

、
説

明
等

を
記

述
し

た
海

岸
の

現
況

写
真

等
）

 
 

(
4
)

 
地

域
防

災
計

画
等

の
該

当
部

分
の

写
し

 
 

注
１

：
農

地
保

全
に

係
る

も
の

に
あ

っ
て

は
、

「
農

地
の

状
況

」
欄

に
防

護
区

域
内

の
農

地
の

状
況

（
地

目
、

農
地

面
積

、
１

号
遊

休
農

地
面

積
（

注
２

）
、

荒
廃

農
地

対
策

の

内
容

等
）

を
記

載
す

る
こ

と
。

 
注

２
：

１
号

遊
休

農
地

の
判

断
基

準
に

つ
い

て
は

、
農

業
委

員
会

が
行

う
農

地
法

第
３

０
条

第
１

項
に

規
定

す
る

「
利

用
状

況
調

査
」

に
基

づ
く

。



別
記

様
式

第
４

号
 

 

海
岸

耐
震

対
策

 
事

業
計

画
総

括
表

 

 

都
道

府
県

名
 

○
○

県
 

海
岸

管
理

者
名

 
○

○
県

 
計

画
期

間
 

令
和

○
年

度
～

令
和

○
年

度
 

 

海
岸

名
 

施
設

名
 

実
施

内
容

等
 

総
事

業
費
（

千
円

）
 
実

施
予

定
期

間
 

備
 

 
 

 
 

考
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
小

 
計

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
小

 
計

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
小

 
計

 
 

 
 

合
 

計
 

 
 

 
 

 

 
 

 備
考

）
１

 
事

業
を

実
施

す
る

海
岸

は
、

全
て

記
載

す
る

こ
と

。
 

 
 

 
 

 
 

 
な

お
、

本
表

に
記

載
さ

れ
た

海
岸

は
別

記
様

式
第

５
号

に
よ

り
海

岸
ご

と
の

事
業

計
画

書
を

作
成

す
る

こ
と

。
 

 
 

 
 

 
２

 
施

設
名

欄
に

は
、

護
岸

、
堤

防
等

の
施

設
名

を
記

載
す

る
こ

と
。

 
 

 
 

 
 

３
 

実
施

内
容

等
欄

に
は

、
耐

震
対

策
等

（
地

盤
改

良
工

、
鋼

矢
板

工
等

）
を

簡
潔

に
記

載
す

る
こ

と
。

 
 

 
 

 
 

 
 

 
４

 
総

事
業

費
欄

に
は

、
海

岸
ご

と
の

小
計

も
記

載
す

る
こ

と
。

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
５

 
備

考
欄

に
は

、
事

業
実

施
の

必
要

性
を

記
載

す
る

こ
と

。
 



別
記

様
式

第
５

号
 

 

○
○

海
岸

 
海

岸
耐

震
対

策
 

事
業

計
画

書
 

都
道

府
県

名
 

 
所

 
管

 
名

 
 

海
岸

管
理

者
名

 
 

 
沿

岸
名

 
事

業
施

行
場

所
 

海
岸

保
全

区
域

指
定

 
財

源
負

担
割

合
（

％
）

 

 
郡

 
 

 
 

 
 

 
町

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

大
字

 
 
 

 
 

 
 
地

先
 

 
市

 
 

 
 
 

 
 
村

 
平

成
 

 
年

 
 

月
 

 
日

告
示

 
国

 
都

道
府

県
 

市
町

村
 

そ
の

他
 

海
岸

の
概

要
 

 
被

災
歴

 
海

岸
背

後
地

区
の

浸
水

被
害

防
護

に
係

る
成

果
目

標
 

※
 

 
海

岸
の

位
置

、
自

然
条

件
、

海
岸

の
状

況
、

地
域

中
枢

機
 

 
 

能
の

集
積

状
況

、
海

岸
保

全
施

設
の

設
置

状
況

等
を

記
述

 

 
 

す
る

。
 

 
 

ま
た

、
耐

震
対

策
に

関
す

る
現

状
と

課
題

に
つ

い
て

、
成

 
果

目
標

に
関

連
づ

け
て

記
述

す
る

。
 

 

 
海

 
岸

 
延

長
※

（
ｍ

）
 

防
 

護
 

人
 

口

（
人

）
 

防
 

護
 

面
 

積
 

（
h

a）
 

そ
の

他
の

成
果

目
標

 

 
 

 
※

本
事

業
の

実
施

に
よ

り
達

成
し

得
る

成
果

目
標

に
つ

い
て

記
載

す
る

。
（

本
事

業
の

他

海
岸

及
び

他
事

業
と

併
せ

た
成

果
目

標
の

場

合
は

、
本

海
岸

分
を

切
り

分
け

て
記

載
）

 

事
業

の
概

要
 

 
浸

水
防

止
に

関
連

し
た

総
合

的
な

計
画

 
 

 
農

地
の

状
況
（

注
２

）
  

事
業

の
目

的
、

整
備

の
方

法
等

を
記

述
す

る
。

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 注

１
 

防
護

区
域

内
の

農
地

の
状

況
（

地
目

、
農

地
面

積
、

１
号

遊
休

農
地

面
積

（
注

３
）

、
荒

廃
農

地
対

策
の

内
容

等
）

を
記

述
す

る
。

 

計 画 の 内 訳
 

実
施

予
定

期
間

 
 

計
画

総
事

業
費

 
千

円
  

施
 

設
 

名
 

等
 

実
施

内
容

等
 

事
業

費
（

千
円

）
 

整
備

予
定

期
間

 
整

備
の

必
要

性
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

合
 

 
計

 
 

 
 

 

関
係

機
関

と
の

連
携

 
海

岸
法

第
4
0
条

2
項

、
救

護
・

復
旧

等
の

危
機

管
理

を
担

う
施

設
（

市
町

村
役

場
、

警
察

・
消

防
署

、
病

院
等

）
と

の
連

携
 

関
連

す
る

ソ
フ

ト
対

策
 

地
方

公
共

団
体

に
お

け
る

ハ
ザ

ー
ド

マ
ッ

プ
作

成
、

避
難

訓
練

（
１

回
／

年
）

、
住

民
へ

の
高

潮
又

は
津

波
に

関
す

る
情

報
提

供
 

等
 

そ
の

他
参

考
と

な
る

事
項

 
高

潮
浸

水
想

定
区

域
の

指
定

日
（

令
和

○
年

○
月

○
日

）
、

津
波

災
害

警
戒

区
域

の
公

示
日

（
令

和
○

年
○

月
○

日
）

 
（

水
防

法
に

基
づ

く
高

潮
浸

水
想

定
区

域
の

指
定

日
（

又
は

指
定

予
定

年
月

）
又

は
津

波
防

災
地

域
づ

く
り

法
に

基
づ

く
津

波
災

害
警

戒
区

域

の
公

示
日

（
又

は
公

示
予

定
年

月
）

を
必

ず
記

載
）

 

 
※

印
：

海
岸

延
長

と
は

、
当

該
事

業
に

よ
り

耐
震

対
策

が
実

施
さ

れ
た

海
岸

線
延

長
と

す
る

。
 

 
○

添
付

資
料

 
(
1
)

 
所

在
地

及
び

位
置

図
 

 
(
2
)

 
計

画
平

面
図

（
標

準
断

面
図

、
構

造
図

等
を

添
付

）
 

 
 

 
 

 
 

 
 
(
3
)

 
写

真
（

撮
影

時
期

、
説

明
等

を
記

述
し

た
海

岸
の

現
況

写
真

等
）

 
 

(
4
)

 
地

域
防

災
計

画
等

の
該

当
部

分
の

写
し

 
注

１
：

地
震

発
生

に
伴

う
防

護
区

域
の

浸
水

被
害

の
防

止
に

関
し

、
海

岸
保

全
施

設
の

耐
震

化
、

災
害

に
強

い
ま

ち
づ

く
り

（
避

難
施

設
整

備
、

緊
急

道
路

の
確

保
）

、
地

震

情
報

や
避

難
指

示
等

の
伝

達
体

制
、

避
難

計
画

等
に

係
る

総
合

的
な

計
画

（
地

域
防

災
計

画
等

）
の

概
要

を
記

載
す

る
。

 
注

２
：

農
地

保
全

に
係

る
も

の
に

あ
っ

て
は

、
「

農
地

の
状

況
」

欄
に

防
護

区
域

内
の

農
地

の
状

況
（

地
目

、
農

地
面

積
、

１
号

遊
休

農
地

面
積

（
注

３
）
、

荒
廃

農
地

対
策

の

内
容

等
）

を
記

載
す

る
こ

と
。

 
注

３
：

１
号

遊
休

農
地

の
判

断
基

準
に

つ
い

て
は

、
農

業
委

員
会

が
行

う
農

地
法

第
３

０
条

第
１

項
に

規
定

す
る

「
利

用
状

況
調

査
」

に
基

づ
く

。



別
記

様
式

第
６

号
 

 
 

津
波

・
高

潮
危

機
管

理
対

策
 

事
業

計
画

総
括

表
 

 

都
道

府
県

名
 

 
海

岸
管

理
者

名
 

 
計

画
期

間
 

令
和

○
年

度
～

令
和

○
年

度
 

 

海
岸

名
 

施
設

名
等

 
実

施
内

容
等

 

総
事

業
費

 
（

千
円

）
 

実
施

予
定

期
 

 
間

 
備

 
 

 
 

 
考

 
ソ

フ
ト

 
ハ

ー
ド

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
小

 
計

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
小

 
計

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
小

 
計

 
 

 
 

 
 

合
 

計
 

 
 

 
 

 
ｿ
ﾌ
ﾄ
費

用
／

総
事

業
費

＝
○

％
 

 
  

備
考

）
１

 
事

業
を

実
施

す
る

海
岸

は
、

全
て

記
載

す
る

こ
と

。
 

 
 

 
 

 
 

 
な

お
、

本
表

に
記

載
さ

れ
た

海
岸

は
別

記
様

式
第

７
号

に
よ

り
海

岸
ご

と
の

事
業

計
画

書
を

作
成

す
る

こ
と

。
 

 
 

 
 

 
 
 

 
２

 
施

設
名

等
に

は
、

実
施

す
る

項
目

（
例

え
ば

、
護

岸
破

堤
防

止
、

ソ
フ

ト
対

策
等

）
を

記
載

す
る

こ
と

。
 

な
お

、
ソ

フ
ト

対
策

は
、

具
体

の
調

査
内

容
を

明
記

す
る

こ
と

（
「

津
波

防
災

地
域

づ
く

り
に

関
す

る
法

律
等

に
基

づ
く

区
域

指
定

に
資

す
る

調
査

（
耐

震
調

査
等

）
等

」
等

）
。

 
 

 
 

 
 

３
 

実
施

内
容

等
欄

に
は

、
整

備
内

容
や

、
海

岸
保

全
基

本
計

画
に

定
め

る
施

設
整

備
の

見
直

し
に

向
け

た
検

討
内

容
を

簡
潔

に
記

載
す

る
こ

と
。

 
 

 
 

 
 

 
 

 
４

 
総

事
業

費
欄

に
は

、
海

岸
ご

と
の

小
計

も
記

載
す

る
こ

と
。

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
５

 
備

考
欄

に
は

、
事

業
実

施
の

必
要

性
を

記
載

す
る

こ
と

。
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
６

 
合

計
の

備
考

欄
に

は
、

総
事

業
費

に
占

め
る

ソ
フ

ト
費

用
（

耐
震

調
査

等
ソ

フ
ト

対
策

経
費

）
の

割
合

を
記

載
す

る
こ

と
。



別
記

様
式

第
7

-1
号

 
 

 

○
○

海
岸

 
津

波
・

高
潮

危
機

管
理

対
策

 
事

業
計

画
書

 

都
道

府
県

名
 

 
所

 
管

 
名

 
 

海
岸

管
理

者
名

 
 

 
沿

岸
名

 
事

業
施

行
場

所
 

海
岸

保
全

区
域

指
定

 
財

源
負

担
割

合
（

％
）

 

 
 

 
 

 
郡

 
 

 
 

 
 

 
町

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

大
字

 
 
 

 
 

 
 
地

先
 

 
 
 

 
市

 
 

 
 
 

 
 
村

 
平

成
 

 
年

 
 

月
 

 
日

告
示

 
国

 
都

道
府

県
 

市
町

村
 

そ
の

他
 

海
岸

の
概

要
 

 
被

災
歴

 
海

岸
背

後
地

区
の

津
波

・
高

潮
避

難
支

援
等

に
係

る
成

果
目

標
 

※
 

 
海

岸
の

位
置

、
自

然
条

件
、

海
岸

の
状

況
、

海
岸

保
全

施
設

の
設

置

状
況

等
を

記
述

す
る

。
ま

た
、

津
波

又
は

高
潮

対
策

に
関

す
る

現
状

と
課

題
に

つ
い

て
、

成
果

目
標

に
関

連
づ

け
て

記
述

す
る

。
 

 
海

 
岸

 
延

長
※

（
ｍ

）
 

防
 

護
 

人
 

口

（
人

）
 

防
 

護
 

面
 

積
 

（
h

a
）

 

そ
の

他
の

成
果

目
標

 

 
 

 
※

避
難

時
間

短
縮

目
標

等
を

記
載

す
る

。
※

本
事

業
の

実
施

に
よ

り
達

成
し

得
る

成
果

目
標

に
つ

い
て

記
載

す
る

。
（

他
事

業
と

併

せ
た

成
果

目
標

の
場

合
は

、
本

事
業

分
を

切

り
分

け
て

記
載

）
<
例

>
想

定
津

波
到

達
時

間

迄
に

安
全

に
避

難
で

き
る

住
民

2
,
0
0
0

人

→
3
,
0
0
0
人

 

事
業

の
概

要
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
計

画
に

お
け

る
位

置
付

け
 

 
農

地
の

状
況

（
注

１
）

 
 

※
 
事

業
の

目
的

、
整

備
の

方
法

等
を

記
述

す
る

。
 

地
域

防
災

計
画

等
に

お
け

る
当

事
業

の
位

置
づ

け
 

防
護

区
域

内
の

農
地

の
状

況
（

地
目

、
農

地
面

積
、

１
号

遊
休

農
地

面
積

（
注

２
）

、
荒

廃
農

地
対

策

の
内

容
等

）
を

記
述

す
る

。
 

計 画 の 内 訳
 

実
施

予
定

期
間

 
 

計
画

総
事

業
費

 
 
 

 
千

円
（

う
ち

耐
震

調
査

等
の

ソ
フ

ト
経

費
 

 
 

 
千

円
）

 

施
 

設
 

名
 

等
 

整
備

内
容

 
事

業
費

（
千

円
）

 
整

備
予

定
期

間
 

整
備

の
必

要
性

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

合
 

 
計

 
 

 
 

 

連
携

ソ
フ

ト
施

策
 

地
方

公
共

団
体

に
お

け
る

ハ
ザ

ー
ド

マ
ッ

プ
作

成
、

避
難

訓
練

（
１

回
／

年
）

、
住

民
へ

の
津

波
又

は
高

潮
に

関
す

る

パ
ン

フ
レ

ッ
ト

の
配

布
 

等
 

 
海

岸
保

全
基

本
計

画
の

変
更

 （
注

２
）

 

有
 

無
 

そ
の

他
参

考
と

な
る

事
項

 

高
潮

浸
水

想
定

区
域

の
指

定
日

（
令

和
○

年
○

月
○

日
）

、
津

波
災

害
警

戒
区

域
の

公
示

日
（

令
和

○
年

○
月

○
日

）
 

（
水

門
等

の
整

備
・

運
用

計
画

策
定

支
援

、
津

波
防

災
地

域
づ

く
り

に
関

す
る

法
律

等
に

基
づ

く
区

域
指

定
に

資
す

る
調

査
及

び
海

岸
保

全
基

本
計

画
の

変
更

支

援
以

外
の

場
合

は
、

水
防

法
に

基
づ

く
高

潮
浸

水
想

定
区

域
の

指
定

日
（

又
は

指
定

予
定

年
月

）
又

は
津

波
防

災
地

域
づ

く
り

法
に

基
づ

く
津

波
災

害
警

戒
区

域

の
公

示
日

（
又

は
公

示
予

定
年

月
）

を
必

ず
記

載
）

 

※
印

：
海

岸
延

長
と

は
、

当
該

事
業

に
よ

り
機

能
確

保
さ

れ
た

海
岸

線
延

長
と

す
る

。
 

 
○

添
付

資
料

 
(
1
)

 
所

在
地

及
び

位
置

図
 

 
(
2
)

 
計

画
平

面
図

（
標

準
断

面
図

、
構

造
図

等
を

添
付

）
 

 
 

 
 

 
 

 
 
(
3
)

 
写

真
（

撮
影

時
期

、
説

明
等

を
記

述
し

た
海

岸
の

現
況

写
真

等
）

 
 

(
4
)

 
地

域
防

災
計

画
等

の
該

当
部

分
の

写
し

 
注

１
：

農
地

保
全

に
係

る
も

の
に

あ
っ

て
は

、
「

農
地

の
状

況
」

欄
に

防
護

区
域

内
の

農
地

の
状

況
（

地
目

、
農

地
面

積
、

１
号

遊
休

農
地

面
積

（
注

２
）

、
荒

廃
農

地
対

策
の

内
容

等
）

を
記

載
す

る
こ

と
。

 
注

２
：

１
号

遊
休

農
地

の
判

断
基

準
に

つ
い

て
は

、
農

業
委

員
会

が
行

う
農

地
法

第
３

０
条

第
１

項
に

規
定

す
る

「
利

用
状

況
調

査
」

に
基

づ
く

。
 

注
３

：
本

事
業

で
海

岸
保

全
基

本
計

画
の

変
更

支
援

を
行

う
場

合
、

「
有

」
を

○
囲

い
す

る
。

そ
の

際
、

「
別

記
様

式
第

7
-2

号
」

も
併

せ
て

提
出

す
る

こ
と

。
 



別
記

様
式

第
７

-
2
号

海
岸

管
理

者
名

(※
3
)

海
岸

管
理

者
名

海
岸

管
理

者
名

※
１

　
農

村
振

興
局

又
は

水
産

庁
を

記
載

す
る

。
国

土
交

通
省

所
管

海
岸

も
含

ま
れ

る
場

合
は

、
水

管
理

・
国

土
保

全
局

又
は

港
湾

局
の

い
ず

れ
か

該
当

局
名

を
記

入
す

る
。

※
２

　
海

岸
保

全
基

本
計

画
の

変
更

に
あ

た
り

、
「
施

設
の

整
備

に
関

す
る

事
項

の
案

」
を

作
成

す
る

地
区

海
岸

名
を

記
入

す
る

。
複

数
地

区
海

岸
で

事
業

計
画

を
作

成
す

る
場

合
は

全
地

区
を

記
入

。

※
３

　
上

記
各

海
岸

の
管

理
者

名
を

そ
れ

ぞ
れ

記
入

す
る

。

海
岸

管
理

者
が

海
岸

保
全

施
設

の
整

備
に

関
す

る
事

項
を

作
成

す
る

に
あ

た
っ

て
の

検
討

内
容

を
具

体
的

に
記

載
す

る
。

（
例

）
・
海

岸
保

全
施

設
の

耐
用

年
数

を
考

慮
し

た
平

均
海

面
水

位
、

波
浪

及
び

潮
位

偏
差

の
変

化
量

を
検

討
す

る
。

・
こ

れ
ら

を
基

に
各

地
区

海
岸

に
お

け
る

施
設

の
整

備
の

案
を

作
成

す
る

。
・
案

の
作

成
に

あ
た

り
、

有
識

者
に

意
見

を
徴

収
す

る
た

め
の

委
員

会
を

開
催

す
る

。

施
設

整
備

の
見

直
し

に
向

け
た

検
討

内
容

検
討

に
係

る
総

事
業

費
（
千

円
）

○
○

～
○

○
年

（
例

）
令

和
２

年
1
1
月

に
見

直
さ

れ
た

海
岸

保
全

基
本

方
針

で
は

、
気

候
変

動
の

影
響

は
既

に
顕

在
化

し
つ

つ
あ

り
、

今
後

、
平

均
海

水
面

の
上

昇
や

台
風

の
強

大
化

等
に

よ
る

沿
岸

地
域

へ
の

影
響

が
懸

念
さ

れ
、

気
候

変
動

の
影

響
に

よ
る

外
力

の
長

期
変

化
を

適
切

に
考

慮
す

べ
き

旨
が

追
加

さ
れ

た
。

　
こ

れ
を

踏
ま

え
、

平
成

○
年

に
○

○
県

で
策

定
し

た
○

○
沿

岸
海

岸
保

全
基

本
計

画
に

つ
い

て
も

気
候

変
動

の
影

響
を

踏
ま

え
た

見
直

し
を

実
施

す
る

こ
と

が
必

要
と

な
っ

た
。

　
そ

の
た

め
、

海
岸

管
理

者
で

あ
る

○
○

県
、

○
○

市
、

○
○

町
が

、
そ

れ
ぞ

れ
管

理
す

る
地

区
海

岸
に

お
い

て
、

施
設

の
整

備
の

案
を

作
成

し
、

○
○

県
が

海
岸

保
全

基
本

計
画

を
定

め
る

も
の

で
あ

る
。

基
本

計
画

変
更

の
趣

旨

検
討

実
施

期
間

　
 地

区
海

岸
名

(※
2
)

沿
岸

関
係

市
町

村

地
区

海
岸

名

地
区

海
岸

名

沿
岸

の
概

要
本

沿
岸

の
海

岸
保

全
施

設
整

備
の

基
本

方
針

(現
行

）

○
○

海
岸

　
津

波
・
高

潮
危

機
管

理
対

策
　

事
業

計
画

書
（
○

○
沿

岸
海

岸
保

全
基

本
計

画
の

変
更

） 所
管

省
庁

（
※

１
）

沿
岸

名
都

道
府

県
名

○
○

市
、

○
○

市
、

○
○

町
、

○
○

村
・
・
・
・
（
当

該
沿

岸
に

含
ま

れ
る

市
町

村
（
他

省
庁

所
管

海
岸

の
市

町
村

を
含

む
）
を

記
載

す
る

。
）



別記様式第 8 号     （海岸環境整備）   
事   業   計   画   書 

１ 地区概要 

  県   名   地 区 名   地 域 名   海岸管理者    事業主体   指 定 年 月 日      所   管   別 

     平成  年  月  日   海岸法第 40 条  項  号 

計 画 区 域 
  自     市(郡)     町(村)   大字 

 至          市(郡)     町(村)   大字 
延 

長 

  地区総延長   指定済延長   施工延長 

          (ｍ)           (ｍ) 

        

        (ｍ) 

海  岸  名         沿岸       海岸       地先海岸 

地

区

状

況 

潮 

流 

 構

造

物 

     海  象  気  象 

計 

 

画 

 

諸 

 

元 

潮 

 

位 

既往最高潮位     ｍ 

既往最高潮位偏差   ｍ 

利

用

状

況 

注１  既往最大偏差     ｍ 
侵 

食 

漂 

砂 

 

朔望平均満潮位    ｍ 

計画偏差       ｍ 

設計高潮位      ｍ 

海

浜

状

況 

  利用海岸線延長   利用海浜巾  利用海浜面積    海浜勾配   砂の粒径 

波 

 

浪 

既往最大波高Ｈ①     ｍ 

現況      同上周期 Ｔ          ・ 

計画      設計波高 Ｈ０        ｍ 

２ 海岸背後地区の浸水被害防護に係る成果目標 同上周期              ・ 

 海岸延長（ｍ）※   防護人口（人）  防護面積（ha）              その他の成果目標 波形勾配Ｈ① ／Ｌ０ 

 

 

   設計波向 

天

端

高 

海底勾配 

３ 負担区分 波打上げ係数 Ｒ／Ｈ① 

   国     費    県     費     市 町 村 費       そ  の  他 
そ

の

他 

波打上げ高 Ｒ    ｍ 

              （千円） 

 

     （   ％） 

              （千円） 

 

     （   ％） 

              （千円） 

 

     （   ％） 

                  （千円） 

 

              （   ％） 

余 裕 高            ｍ 

計画天端高            ｍ 

４ 事業計画 ５ 関連する他事業                    ［事業主体：       ］ 

  

 工    種 

単 

 

位 

       全  体  計  画 事

業

概

要 

 

 

  数 量 

 

  単 価 

 

  事業費 

１ 工事費   

本工事費    

離岸堤    

突 堤      

護 岸       

堤 防       

昇降路       

養 浜    

通 路 

 

 附帯施設      

  安全施設 

附帯施設     

測量及試験費    

 用地費及補償費 

船舶及機械器具費 

計 

    

施

設

規

模 

 公園（              ）  ヨットハーバー（    ） （ そ の 他 ） 

法令等の根拠 

計画決定   年 月 日

共用開始      年 月 日

計画決定面積          ㎡

既開設面積            ㎡

公共建物              棟 

法令等の根拠 

事業開始      年 月 日

共用開始      年 月 日

計画収容隻数     隻

既収容隻数            隻

利用水面積            ㎡

公共建物              棟 

 

計

画

規

模 

工    種 
単

位 

  全  体  計  画  備   考 

  数 量   事業費 

       （千円）  

 備考：位置図、一般計画平面図、主要構造図及び写真（撮影時期、説明等を記述した海岸の現況写真等）を添付すること。 

注１：農地保全に係るものにあっては、「農地の状況」欄に防護区域内の農地の状況（地目、農地面積、１号遊休農地面積（注２）、荒廃農地対策

の内容等）を記載すること。 

注２：１号遊休農地の判断基準については、農業委員会が行う農地法第 30 条第 1 項に規定する「利用状況調査」に基づく。 

 ※印：海岸延長とは、当該事業により環境整備が実施された海岸線延長とする。



別記様式第 9 号  
 

海岸保全施設整備事業  事業計画変更手続報告書  
 

番     号  
年  月  日  

 
 ○○○ 殿  
 
               ○○県（都道府）知事      ○○○○  
             又は○○県（都道府）○○市（町村）長○○○○  
 
 海岸保全施設整備事業○○地区の事業計画の変更を別紙のとおり行ったので、報

告する。  
 

記  
 
１ 変更の理由  
 
２   変更の概要  
 
３ 添付書類  

(1) 事業計画書  
    （注）  変更する箇所を容易に比較対照できるように変更部分を２段書

きとし、変更前を括弧書きで上段に記載すること。なお、新規箇所

の追加の場合は比較対照の必要はない。  
(2) 変更の理由を補足するための写真及び資料  



別
記

様
式

第
1
0
 号

令
和
○
○
年
度
　
農
山
漁
村
地
域
整
備
交
付
金
（
海
岸
保
全
施
設
整
備
事
業
）

年
度
別
事
業
計
画
書

整
備

計
画

名

（
金

額
単

位
：

千
円

）

都
道

府
県

名
所

管
事

業
名

海
岸

名
事

業
主

体
備

考

（
所

在
地

）
主

な
工

種
名

数
量

全
体

事
業

費
数

量
全

体
事

業
費

数
量

事
業

費
国

費
推

進
事

業
費

推
進

国
費

計
事

業
費

計
国

費
数

量
事

業
費

本
土

高
潮

○
○

海
岸

○
○

県
護

岸
改

良
○

○
ｍ

○
○

○
○

○
ｍ

0
0

本
土

侵
食

○
○

海
岸

○
○

市
離

岸
堤

○
○

ｍ
0

0

本
土

耐
震

堤
防

改
良

○
○

ｍ
0

0

本
土

津
波

・
高

潮
陸

閘
　

等
○

○
基

0
0

本
土

海
岸

環
境

0
0

　
本

土
計

0
0

0
0

0
0

0
0

0

離
島

0
0

離
島

0
0

離
島

0
0

離
島

0
0

離
島

0
0

　
離

島
計

0
0

0
0

0
0

0
0

0

　
都

道
府

県
計

0
0

0
0

0
0

0
0

0

　
　

１
．

整
備

計
画

名
は

、
別

途
作

成
の

農
山

漁
村

地
域

整
備

計
画

名
を

記
入

す
る

。

　
　

２
．

記
入

順
序

は
所

管
別

（
本

土
、

北
海

道
、

離
島

、
沖

縄
、

奄
美

）
、

事
業

別
（

高
潮

、
侵

食
、

耐
震

、
津

波
・

高
潮

、
環

境
）

の
順

に
記

入
す

る
。

　
　

３
．

備
考

欄
に

、
「

R
○

○
新

規
」

、
「

R
○

○
完

成
」

、
「

R
○

○
完

成
予

定
」

を
記

入
す

る
。

（
該

当
す

る
場

合
記

入
）

。

　
　

４
．

所
管

別
に

小
計

を
と

る
。

　
　

５
．

R
○

○
年

度
実

施
計

画
欄

の
推

進
事

業
費

、
推

進
国

費
に

つ
い

て
は

、
市

町
村

等
推

進
事

業
（

漁
港

区
域

に
係

る
も

の
に

限
る

。
）

の
金

額
を

記
入

す
る

。

　
　

６
．

上
段

右
上

の
○

○
海

岸
に

は
、

「
農

地
」

「
漁

港
」

を
記

入
す

る
こ

と
と

し
、

別
葉

と
す

る
。

○
○
海
岸

全
体

計
画

(
R
○

○
～

R
○

○
)

前
年

度
ま

で
実

績
(
R
〇

～
R
○

ま
で

)
R
○

○
年

度
実

施
計

画
(
当

該
年

度
)

R
○

○
年

度
以

降
残

(
翌

年
度

以
降

)



別記様式第 11 号  
 

海岸保全施設整備事業  年度別事業計画書  
 
                                                           番     号  
                                                           年  月  日  
 
 ○○○ 殿  
  
 
               ○○県（都道府）知事      ○○○○  
             又は○○県（都道府）○○市（町村）長○○○○  
 
 農山漁村地域整備交付金実施要領別紙 11（海岸保全施設整備事業に係る運用）第

３の４の（１）の規定により、下記の農山漁村地域整備計画地区に係る交付対象事

業について、別紙のとおり提出します。  
 
 

記  
 
１．農山漁村地域整備計画地区名：○○地区、○○漁港海岸  
 
２．交付対象事業名  
  ・△△事業  
  ・××事業  
  ・◇◇事業  
 
 
 

※別紙とは、農山漁村地域整備交付金実施要領別紙 11（海岸保全施設整備事業に

係る運用）第３の４の（１）に基づき作成する年度別事業計画書（別記様式第 10

号）



【参考】  

 

所管変更に係る事前処理事項の確認書  

 

 

年  月  日  

 

 

平成○○年○○月○○日付け○○県告示第○○○○号で指定され、農林水産省

（農村振興局）所管とした○○沿岸○○海岸について、○○省（○○局）所管海岸

保全区域に所管変更するにあたり、次に掲げる内容が達成されることをもって、海

岸保全区域の所管変更及び国有財産法第 12 条に基づく所管換を行うものとする。  

 

 

 

  １．○○○○地区海岸の海岸保全区域台帳の整理  

  ２．○○○○地区海岸の操作規則の整理  

  ３．△△施設の補修  

         ・  

         ・  

         ・  

  ○．×××××××××××××××××××××× 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

確 認 欄  
 
 

○○○○○ ○○部○○課  

 
 
 

○○○○○ ○○部○○課  

 
 
 

 



 

別紙 12－１（盛土による災害防止のための調査事業に係る運用） 

 

第１ 趣旨 

実施要綱第２の１の（２）の①のオの(ｱ)に掲げる盛土による災害防止のための調

査事業の運用については、実施要綱及び実施要領によるほか、この運用に定めると

ころによる。 

 

第２ 事業内容 

盛土等に伴う災害の発生のおそれがある区域の把握及び既存の危険な盛土の把

握のために必要な調査を行う事業に対して、国が助成を行うものとする。  

 

第３ 事業実施主体 

本事業の事業実施主体は、都道府県又は市町村とする。 

 

第４ 交付要件 

盛土等に伴う災害の発生のおそれがある区域の把握及び既存の危険な盛土の把

握のために必要な調査を行うものであって、関係機関及び関係部局間において十分

調整が図られているものであること。 

 

第５ 事業の実施 

本事業の実施に当たっては、別記様式第１号の盛土による災害防止のための調査

事業計画書を作成し、農林水産省農村振興局長及び林野庁長官に提出するものとす

る。なお、市町村が行う事業にあっては、当該市町村の存する都道府県を通じて提

出するものとする。 

 

第６ 事業計画の変更 

事業実施主体は、次に掲げるいずれかに該当する事業計画の変更を行ったときは、

別記様式第２号を第５に準じて報告するものとする。 

１ 対象市町村又は対象箇所の変更 

２ 事業内容の変更 

 

第７ 事業の完了報告等 

事業実施主体は、第２が完了した場合は、別記様式第３号を第５に準じて報告す

るものとする。 

 

第８ 助成 

国は、本事業に関連して必要となる費用につき、別表に定めるところにより、予

算の範囲内において、事業実施主体に助成するものとする。 



 

別紙 12－１別表（第８関係） 

費目 工種 事業内容 

盛土による

災害防止の

ための調査

事業 

調査費 盛土等に伴うがけ崩れ又は土砂の流出のおそれがある

土地に関する地形、地質の状況等及び既存の危険な盛土

の把握に関する調査に要する費用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別紙 12－１別記様式第１号 

 

年度 盛土による災害防止のための調査事業計画書 

 

番   号  

年 月 日  

農林水産省農村振興局長 殿 

林野庁長官 殿 

都道府県知事  

 

〇年度盛土による災害防止のための調査事業計画書を作成したので提出する。 

 

記 

 

都 道 府 県  

事 業 実 施 主 体  

対 象 市 町 村 

及 び 対 象 箇 所 

市町村名 箇所名 

  

  

  

  

  

事 業 工 期  

概 算 総 事 業 費  

事 業 内 容  

事業の実施体制  

その他必要な事項  

【作成要領】 

・ 「対象市町村及び対象箇所」については適宜行を追加すること。 

・ 「事業の実施体制」には、本事業の実施に当たり整備している（予定を含む）、

農林業担当部局、土砂災害担当部局その他関係する部局からなる実施体制の概要に

ついて記載することとし、必要に応じて体制図等を添付する。 

 

【添付資料】 

・ 対象箇所位置図（原則として市町村ごとに図面に対象箇所をプロットして作成） 

・ 農山漁村地域整備交付金交付要綱（平成 22 年４月１日付け 21 農振第 2567 号

農林水産事務次官依命通知）別表の区分の欄の「盛土による災害防止のための調査

事業」における国費率の欄のただし書に該当する場合は、調査内容及び調査期間が

明示された調査計画書 



 

別紙 12－１別記様式第２号 

 

事業計画変更手続報告書 

 

番   号  

年 月 日  

農林水産省農村振興局長 殿 

林野庁長官 殿 

 

都道府県知事  

 

（注１） 

 盛土による災害防止のための調査事業計画書の変更を行ったので報告する。 

 

（注２） 

 盛土による災害防止のための調査事業計画書の変更について、○○○長より提出が

あったので、報告する。 

 

記 

１ 対象市町村、対象箇所 

 

２ 事業計画書（変更） 

 

※ 別紙 12-１別記様式第１号の記載内容から変更があった項目については、上段（ ）

書きで変更前の記載内容を記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別紙 12－１別記様式第３号 

 

年度 盛土による災害防止のための調査結果報告書 

 

番   号  

年 月 日  

 

農林水産省農村振興局長 殿 

林野庁長官 殿 

 

都道府県知事  

 

〇年度盛土による災害防止のための調査事業を完了したので下記のとおり報

告する。 

記 

 

都 道 府 県  

事 業 実 施 主 体  

対 象 市 町 村 

及 び 対 象 箇 所 

市町村名 箇所名 

  

  

  

  

  

事 業 工 期  

総 事 業 費  

事 業 内 容  

事業の実施体制  

その他必要な事項  

 

【作成要領】 

・ 「事業の実施体制」には、本事業の実施に当たり整備している、農林業担当部局、

土砂災害担当部局その他関係する部局からなる実施体制の概要について記載する

こととし、必要に応じて体制図等を添付する。 

 

【添付資料】 

・ 対象箇所位置図（原則として市町村ごとに図面に対象箇所をプロットして作成） 

・ 調査結果の概要（対象箇所ごとに調査結果を一覧表にして作成） 



別紙12－２（盛土緊急対策事業に係る運用） 

 

第１ 趣旨 

実施要綱第２の１の（２）の①のオの(ｲ)に掲げる盛土緊急対策事業の運用

については、実施要綱及び実施要領によるほか、この運用に定めるところによ

る。 

 

第２ 事業内容 

以下のア及びイの盛土の対策について、行為者等による是正措置を基本とし

つつ、次の１から３までに掲げる公共として切迫した危険性のある箇所の緊急

的な対策等に対して、国が助成を行うものとする。 

ア 「盛土による災害防止のための総点検について（依頼）（令和３年８月

11日付け３農振第1295号・３林整治第722号・国総公第80号・国都安第29

号国都計68号・国水砂第167号・環自国発第2108112号・環循規発第2108113

号農林水産省農村振興局長・林野庁長官・国土交通省総合政策局長・国土

交通省都市局長・国土交通省水管理・国土保全局長・環境省自然環境局長・

環境省環境再生・資源循環局長通知）」に基づき実施した点検（以下この

別紙において「総点検」という。）により確認された危険が想定される盛

土 

イ 総点検後に新たに被害を及ぼすおそれがあると把握された盛土 

１ 安全性把握調査 

上記イの盛土についての安全性把握に関する調査若しくは監視又は危険

切迫の場合における安全を確保するための暫定的な応急対策工事を行うも

のとする。 

２ 盛土撤去事業 

上記ア若しくはイの盛土又は安全性把握調査により危険と認められた盛

土について、対策の緊急性を踏まえて、土砂の撤去を行うものとする。 

３ 盛土崩落対策事業 

上記ア若しくはイの盛土又は安全性把握調査により危険と認められた盛

土について、対策の緊急性を踏まえて、崩落の防止を行うものとする（盛土

撤去事業を除く。）。 

 

第３ 事業実施主体 

本事業の事業実施主体は、都道府県又は市町村とする。 

 

第４ 交付要件 

本事業の実施に当たっては、関係部局と十分調整の上、次に掲げる全ての要

件を満たすものとする。 

１ 実施区域は、原則として、農業振興地域の整備に関する法律（昭和44年法

律第58号）第６条により指定された地域（以下この別紙において「農業振興

地域」という。）又は森林法（昭和26年法律第249号）第５条第１項の地域森

林計画の対象となる民有林として指定された区域（以下この別紙において

「森林地域」という。）であること。ただし、その事業の性格上農業振興地

域又は森林地域に限定して事業を実施することによりかえって当該事業の

効果の発現の妨げとなるおそれがあるときは、この限りではない。 

２ 第２のアの盛土にあっては、総点検により報告されている盛土一覧表に記

載されているもの 

３ 第２のイの盛土にあっては、次の要件に該当するものであること。  



(1) 第２の１の事業の対象とする場合にあっては、次のいずれかに該当す

るものであること。 

      ① 応急対策工事又は対策工事等のために安全性を把握する必要がある

もの｡ 

   ② 勧告、命令等の行政指導が行われているもの（行為者等が確知できな

い場合を除く｡）。 

(2) 第２の２又は３の事業の対象とする場合にあっては、次のいずれの要

件にも該当するものとする。 

① 行政代執行による対策工事等を要するなど、緊急性の高いものである

こと。 

② 行為者等に対して求償を行うものであること（行為者等が確知でき

ない場合を除く。）。 

４ 事業実施主体は、第２の２又は３の事業の実施に当たっては、関係法令に

基づき所要の手続を経るものとする。 

５ 事業実施期間等については、次のとおりとする。 

(1) 第２のアの盛土にあっては、第２の２又は３の事業の対象とする場合

にあっては、令和７年度までに対策工事に着手するものに限る。 

(2) 第２のイの盛土にあっては、  

① 第２の１の事業の対象とする場合にあっては、人家等に被害を及ぼ

すおそれのある盛土として把握してから３年以内に実施するものに限

る。 

② 第２の２又は３の事業の対象とする場合にあっては、人家等に被害

を及ぼすおそれのある盛土として把握してから４年以内に着手するも

のに限る。 

 

第５ 事業の実施 

第２の１の事業の実施に当たっては別記様式第１号、第２の２又は３の事業

の実施に当たっては別記様式第４号により盛土緊急対策事業計画書を作成し、

当該計画に係る盛土が、主として農業振興地域に存する場合にあっては農林水

産省農村振興局長、主として森林地域に存する場合にあっては林野庁長官に提

出するものとする。なお、市町村が行う事業にあっては、当該市町村の存する

都道府県を通じて提出するものとする。 

 

第６ 事業計画の変更 

事業実施主体は、次に掲げるいずれかに該当する事業計画の変更を行ったと

きは、別記様式第２号を第５に準じて報告するものとする。 

１ 事業内容の変更 

２ 対象盛土の概要の変更 

 

第７ 事業の完了報告等 

事業実施主体は、第２の１の事業が完了した場合は別記様式第３号を、第２

の２又は３の事業が完了した場合は別記様式第５号を、第５に準じて、事業が

完了した日から１箇月を経過した日又は翌年度の４月10日のいずれか早い日

までに報告するものとする。 

 

第８ 助成 

国は、本事業に関連して必要となる次の費用につき、別に定めるところによ

り、予算範囲内において、事業実施主体に助成するものとする。 



１ 安全性把握調査 

別紙12－２別表１に掲げる経費 

２ 盛土撤去事業又は盛土崩落対策事業 

別紙12－２別表２に掲げる経費 

 

第９ 費用徴収状況の報告 

 １ 第２の２又は３の事業の実施に要した費用について、事業実施主体は別記

様式第６号により、その年度の盛土造成行為者等からの費用徴収状況を第５

に準じて翌年度の４月10日までに報告するものとする。 

  



別紙12－２別表１ （第８の１関係） 

費目 工種 事業内容 

安全性

把握調

査費 

調査費 

 

 

用地費及補償費 

 

機械器具費 

 

 

応急対策工事費 

 

 盛土の安全性把握に必要な調査、試験、測量

又は監視に要する費用 

 

調査・監視の施行に必要な補償に要する費用 

 

調査・監視の施行に必要な器具等の購入に要

する費用 

 

応急対策工事の施行に直接必要な労務費、材

料費、役務費、仮設損料、土地の借地料等 

 
 

 
別紙 12－２別表２ （第８の２関係） 

費目 工種 事業内容 
盛 土 撤
去 事 業
又 は 盛
土 崩 落
対 策 事
業 

工事費 
 
 
 
 
 
 
 
用地費及補償費 
 
 
測量設計費 
 
 
船舶及機械器具費 
 

工事（工事に必要な仮設工事を含む。） の施
行に必要な労務費、材料費、役務費、仮設損料、
土地の借料等とする。 

ただし、請負施行の場合にあっては、これら
の費用のほか、船舶及び機械器具損料、営繕損
料並びに諸経費を含むものとする。 
 
 

工事の施行に必要な補償に要する費用 
 
 

工事の施行に必要な器具等の購入に要する費
用 
 
 工事の施行に必要な船舶機械器具、車輌（乗
用車を除く。）等の購入費、借料、運搬費又は据
付、撤去、修理若しくは製作に要する費用 

 

 



別紙12－２別記様式第１号 

 

盛土緊急対策事業（安全性把握調査）事業計画書 

 

都道府県  
 

 
地区名   事業工期   

事業実施主体  
 

 

概算総事業費  
 

 

事業内容  
 

 

所在地（地目）  
 

 

地域指定  
 

 

許可条件等  
 

 

盛土造成行為者  
 

 

土地所有者  
 

 

許可条件等  

との相違  

 

 

【危険が想定される要因】※該当項目を■  

盛土の変状  □あり（              ）           □なし  

行政指導等  
□あり（              ）           □なし  

※行政指導等の状況を記載  

保全対象  

□あり（              ）           □なし  

 □①鉄道、高速自動車国道、一般国道、都道府県道、市町村道又はそ

の他公共施設のうち重要なもの  

□②官公署、学校、病院等の公共建築物又は鉱工業施設のうち重要な

もの  

□③人家 10戸以上  

□④農地 10ha以上（農地 10ha以上の被害に相当すると認められるもの

を含む。）  

その他必要な事項  

 

 

 

※ 添付資料として、写真、位置図、許可根拠法令、盛土造成許可等（写し）、登記簿（写

し）、農地台帳（写し）、課税台帳（写し）、盛土造成行為者等に発出した命令等（写し）、

盛土造成行為者等情報（登記簿、農地台帳、死亡又は倒産を証明する書類等）、盛土造成

行為者等の不明又は不存在の場合の公告の実施を証明する書面等）等必要書類を添付す

ること。  



別紙12－２別記様式第２号 

 

事業計画変更手続報告書 

 

番 号 

年月日 

 

○○○○  殿 

 

 

都道府県知事 

 

 

（注１） 

 盛土緊急対策事業○○地区の事業計画の変更を行ったので報告する。 

 

 

（注２） 

 盛土緊急対策事業○○地区の事業計画の変更について、○○○長より提出があ

ったので、報告する。 

 

 

記 

１ 地区名 

 

２ 事業計画書（変更） 
 

※ 別紙12－２別記様式第１号又は別紙12－２別記様式第４号の記載内容から変更があっ

た項目については、上段（ ）書きで変更前の記載内容を記載する。 

  



別紙12－２別記様式第３号 

 

安全性把握調査結果及び進捗状況報告書 

 

１ 実施期間  令和 年 月 日～令和 年 月 日 

 

２ 対象盛土の概要 

都道府県  
 

 
地区名   事業工期   

事業実施主体  
 

 

概算総事業費  
 

 

事業内容  
 

 

所在地（地目）  
 

 

地域指定  
 

 

許可条件等  
 

 

盛土造成行為者  
 

 

土地所有者  
 

 

 

３ 安全性把握調査の結果 

 

 

４ その他特記事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙 12－２別記様式第４号 
 

盛土緊急対策事業（盛土撤去事業又は盛土崩落対策事業）事業計画書 
 
１ 対象盛土の概要 

都道府県  地区名  事業工期  

事業実施主体  

概算総事業費  

事業内容  

総点検盛土番号  所在地（地目）  

地域指定  

許可条件等  

盛土造成行為者  

土地所有者  
 
２ 要件確認 

項目 記載内容 

行政指導の

経緯 

 

行政処分の

経緯 

 

行政代執行

の法定要件 

法定要件 ＊根拠条項を併せて記載すること。 

①改善命令等の内容（履行期限を含む。）及び違反・未履行の

状況 

②保管事業者等の不明又は不存在 

③緊急の必要性がある場合の状況 

対策費用の 

徴収予定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
別紙 12－２別記様式第５号 
 

完了報告書 
 

１ 対象盛土の概要 

都道府県  地区名  事業工期  

事業実施主体  

総事業費  

事業内容  

総点検盛土番号  所在地（地目）  

地域指定  

許可条件等  

盛土造成行為者  

土地所有者  
 
２ その他特記事項 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



別紙 12－２別記様式第６号 
 

費用徴収状況報告書 
 
１ 対象盛土の概要 

都道府県  地区名  事業工期  

事業実施主体  

総事業費  

事業内容  

総点検盛土番号  所在地（地目）  

地域指定  

許可条件等  

盛土造成行為者  

土地所有者  
 
２ 求償（徴収）期間 令和 年 月 日～令和 年 月 日 
 
３ 事業費及び求償額 

総事業費 

合計 

（Ａ） 

交付対象 

経費 

（Ｂ） 

内訳 求償額 

 

（Ａ’） 

徴収済み額 

（累計） 

（Ｄ） 

交付額 

（Ｃ） 

円 円 円 円 円 

 



別紙 13（効果促進事業に係る運用）  

 

第１  趣旨  

  実施要綱第２の１の (2)の②に掲げる効果促進事業に係る運用について

は、実施要綱及び実施要領によるほか、この運用に定めるところによる。  

 

第２  目標  

  農山漁村地域整備計画の目標を達成するため、基幹事業と一体となって

その効果を一層高めるために効果促進事業を実施する。  

 

第３  事業実施主体  

  実施主体は都道府県、市町村、農林漁業団体、その他農山漁村地域整備

計画の目標達成にあたり適当な団体とする。  

 

第４  事業内容、対象区域  

    事業内容は、農山漁村地域整備計画の目標を達成するために必要なもの

とし、農山漁村地域整備計画の対象となる区域で実施するものとする。  

 

第５  実施要件  

    実施要件は、農山漁村地域整備計画の目標を達成するため必要な事業で

あることとする。  

 

第６  経費の対象  

  効果促進事業の実施に要する経費。ただし、工事雑費、営繕費及び事務

費に要する経費でないこととする。  
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